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本年度のメインテーマ「新たな組織－デザインの転換 
The New Organization– Different by Design」
には、本調査の主要な結果が反映されています。過去３
年の調査では「従業員のエンゲージメントとリテンション」

「リーダーシップ」「組織文化」が一貫したトップの課題で
したが、本年度は「組織デザイン」が最優先課題として
圧倒的な票を集めました。「新たな組織」とは、“よりグ
ローバルで多様性に富む新しいタイプのリーダーが、これ
までと違うマネジメントモデルを通じて運営する、高度に自
律的なチームによって形成
される組織”というコンセプト
です。

この「新たな組織」に向か
う変革をリードするために、
CEOとHRリーダーは、組
織文化の把握と創造、人々
のエンゲージメントを高める
職場環境のデザイン、そして
新しいリーダーシップとキャリア開発のモデル構築に焦点
をあて始めています。また、人材獲得競争においては、か
つてないほど透明性の高い労働市場の中で、トップ・タレ
ント確保にしのぎを削り、市場での雇用ブランドの創造に
熱心に取り組んでいます。そして、経営者たちは経営戦
略としてのダイバーシティ&インクルージョン（多様化と一
体化）に着目し、職場を再構築するためにデジタル技術を
取り込み始めるとともに、強固な「学習の文化」が成功の
カギとなることに気付き始めているのです。これらの変化

に 呼 応して、H R 組 織 は
「スチュアード（人材管理受

託者～会社から人材を預か
り、管理に責任を負う者）」とし
て、また新たな人材管理のプロセスの

「デザイナー（設計者）」として、新しい役割に一歩を
踏み出しました。HRリーダーの役割は「CTO（チーフ・
タレント・オフィサー）」から「CEEO（チーフ・エンプロイー・
エクスペリエンス・オフィサー）」に進化しています。

HR部門は、様々なプロセスをシンプルにし、情報の洪
水に溺れないように従業員を助け、協調と権限移譲・イノ
ベーションを促す組織文化を醸成することが求められて
います。これらの変化が、採用、パフォーマンス・マネジメ
ント、オンボーディング、報酬制度など、HRの日常のあら
ゆる仕事に再設計を迫っています。今回の調査では、こ
の再設計のためにHRメンバーが、デザイン思考、ピープ
ル・アナリティクス、そして行動経済学など新しいスキルを
獲得する必要があることも示されたのです。

新たな組織
デザインの転換

国境を越えた圧倒的な力が、職場、働く人、そして仕事そのものを根底から変えよう
としています。この変化を世界中の企業と経営者にお伝えするために、130か国
7,000人を超えるビジネスとHRの責任者の声を集約した調査、デロイト「グローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド2016」を発表いたします。

Introduction

過去３年の調査では「従業員のエンゲージメントと
リテンション」「リーダーシップ」「組織文化」が 
一貫したトップの課題でした。
本年度は「組織デザイン」が最優先課題として 
圧倒的な票を集めました。
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労働市場の中で勝ち抜くために、組織のデザインをどう
変えていくかという点により注目するようになっています。
同時に「組織文化」と「エンゲージメント」も役員層の関
心を集めています。ソーシャル・ネットワークとアプリの普
及が、企業の透明性を（好むと好まざるにかかわらず）か
つてないほど高めていることも原因の一つと考えられま
す。企業トップはGlassdoorやFacebookなどのソーシャ
ル・メディアが自社の風土を外部から勝手に定義してしま
わないよう、組織文化を形成するための意図的な戦略の
必要性があるということに、徐々に気づき始めています。

図表2は今年度調査の回答結果を重要度順に並べた
ものです。

自身が属する組織におけるタレントに関する個別課題の
重要性を質問しています。

2016年ヒューマンキャピタル10大トレンド

2016年の調査では、「組織デザイン」が世界中のビジ
ネスとHRのリーダーたちの92％の支持を集めて第一の
優先課題に浮上しました。永遠の課題である「リーダー
シップ」「ラーニング」「HRの組織能力」等も、本調査の
開始以来、継続的に上位にランクされてきましたが、今年
は重要な変化の兆しが現れました。企業のリーダー達
は、現代のチャレンジングなビジネス環境と競争の激しい

毎に計算能力が倍増する）」が提唱された後の50年で、
テクノロジーの革新が進んだだけではなく、経営そのもの
も加速的に変化し、組織はよりアジャイル（俊敏）であるこ
とが求められるようになりました。UberやAirBnBのよう
な過激なビジネスモデル革新が表れたことによって、組織
は自身のポジショニングを見直さざるを得ません。全てが
ネットでつながり急速に変化していく世界の中で起きてくる

「ブラック・スワン（発生の確率は低いがインパクトの大き
い出来事）」的事象への対応の必要性を考えると、「俊敏
さ」はますます重要性を増すようになると考えられます。

最後が「会社と社員の
新たな関係性」です。現
在、会社と社員の関係性
を変えていく、新しい「社
会契約」が定着しつつあ
ります。大半の労働者に
とって一つの会社でキャリ
アの階段を上っていくこと
が当たり前であった時代

は終わりました。若い世代は複数の会社で働くことを当
然と考え、それぞれの段階で充実した経験を手にするこ
とを望んでいます。このような価値観の変化が、スピー
ディなキャリアアップ、柔軟で魅力的な職場、そして働くこ
との「意義」を求めるという若い世代の考え方の背景に
あります。今日、すでに派遣、契約、パートタイム等の非
正規社員は労働人口の3分の1（日本は37％）を占めるよ
うになっています1。一方、多くの会社ではこの新しい労
働力に活躍してもらうための人事制度、組織文化そして
リーダーシップが欠けているのです。

本調査について

今年で4年目を迎えたデロイトの「グローバル・ヒューマ
ン・キャピタル・トレンド・レポート」は、タレントとリーダーシッ
プ、HRの課題に関する継続的な調査としては世界最
大級のものです。本報告書に掲載されている調査結果
は、130か国、7,000人を超えるビジネスとHRのリーダー
に対するアンケートとインタビューがもとになっています。
アンケートではビジネスとHRの回答者に対して、回答者

グローバルな変化の背景

これらの組織の再編成や再設計の背景にはどのような
力学があるのでしょうか。デロイトでは、タレント領域に破
壊的な変化をもたらした4つの要因を取り上げました。

第一は「人口構成の急激な変化」です。人口構成は
若年層と高齢層の二極化、そして多様化が同時に進行
しています。労働人口の過半がミレニアル世代（2000年
以降に社会人となった世代）に占められるようになり、彼
ら/彼女らは、十分な報酬、意義のある経験、継続的な学
習と能力開発の機会、そ
してダイナミックなキャリア
アップに対する期待を労
働の世界に持ち込んでき
ました。同時に、ベビー
ブーム世代が70-80歳代
まで働き続けるようになっ
て、メンターやコーチと
いった役割に自らを順応
させる、年下の上司に仕えるといった、これまでと違う役
割に向き合うことを余儀なくされています。加えて、ビジネ
スのグローバル化によって労働力の多様性が高まった結
果として、人々を一つにつなぎ合わせるためのインクルー
ジョン（一体化）や価値観の共有がより重要になってきた
のです。

第二が「デジタル化の波」です。今日、いたるところに
デジタル技術が浸透し、ビジネスモデルを破壊し、職場環
境や働き方を劇的に変えつつあります。モバイル機器や
3Dプリンティング、センサー、コグニティブコンピューティン
グやIoT等の新しい技術が、あらゆる製品・サービスに
関わる研究開発・製造調達・販売マーケティングのやり方
を変えています。それにつれて、デジタルによる破壊的革
新とソーシャル・ネットワークが人材の確保、管理そして
支援の在り方も変えつつあります。先進企業は、我々が

「デジタルHR」と呼ぶ新しいアプローチ（デザイン思考
や行動経済学理論の適用によって、仕事を簡素化し、エ
ンプロイー・エクスペリエンス（従業員の経験価値）を改
善する手法）を活用し始めているのです。

第三は「加速する変化」です。「ムーアの法則（18か月

デロイトでは、タレント領域に
破壊的な変化をもたらした
4つの要因を取り上げました。

図表1. グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド2016は10の重要なトレンドを特定した

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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回答した企業はたったの7％にすぎません。
リーダーシップ開発への投資額は昨年より10％増えた

一方で、投資に見合った成果は出ていないのです。実
際のところ、5分の1以上（21％）の企業ではリーダーシッ
プ開発のプログラムが全くありません2。 今回の調査結果
は、企業がリーダーの発掘・評価・育成をしていくために、
厳密でデータにもとづくより構造的・科学的なアプローチ
をとっていくべきこと、そしてこういったプロセスをリーダー
人材のキャリアの早い段階からスタートすべきことを示唆
しています。同時に、この結果は、より経験のあるリーダー
に対して、若いリーダー達の道を開くためにどのような役
割を担っていくべきかを教育していく必要があることを示
しているとも考えられます。

組織文化：文化を形成し、戦略を動かす

昨年の調査では「組織文化とエンゲージメント」が、す
べてのトレンドの中で最重要課題に位置付けられていま
した。

デザインし直せると信じている」幹部は14％にすぎず、「ク
ロス・ファンクショナル・チームの組成に自信がある」が
21％、そして「ネットワークの中でどうやって人々が協働し
ていくのかを完全に理解している」回答者はたったの
12％しかいないのです。 

リーダーシップの覚醒：ジェネレーション、
チーム、科学的アプローチ

本年の調査では89％が組織のリーダーシップの強化、
見直し、改善を重要なプライオリティと回答しました。その
背景には、伝統的なピラミッド型のリーダーシップ開発モ
デルは、事業のニーズと変化のスピードに見合ったリー
ダーを作り出していくには不十分と考えられるようになっ
ていることが反映されています。半数を超える経営幹部
たちは、自社のリーダーシップ・ニーズを満たす準備がで
きていないと回答しました。44％が一定の進歩は見られ
たとの回答をした（昨年の33％からは改善）ものの、「ミレ
ニアル世代のリーダーシップ開発」を実際に加速できたと

集結し、プロジェクトが完了すると散り散りになって、新た
なアサインメントに向かっていくのです。この新しい構造
によって、リーダーシップ開発、パフォーマンス・マネジメン
ト、ラーニングそしてキャリア開発などのプログラムが変革
を迫られています。

これは大きなチャレンジです。「自社の組織を効果的に

組織デザイン：チームの台頭

より俊敏に、そしてより顧客志向の組織になるために、
企業は自身の構造を伝統的な機能別組織から、より柔軟
で相互にネットワークされたチーム型の組織に変革しよう
としています。回答したリーダーたちの10人に9人以上

（92％）が組織デザインをトップ・プライオリティと評価し、
半数近く（45％）が組織の構造改革の只中にある（39％）
か、それを予定している（6％）と回答しています。新しい
組織とは、特定の事業目的の達成や課題解決のために
組成され権限を委譲された「チームのネットワーク」ともい
うべきモデルです。

これらのネットワークは軍隊の司令部のような企画立案
と情報のセンターによって、一貫性をもってコーディネート
されます。実際のところ、ビジネスは伝統的な会社というよ
りは、まるでハリウッドの映画製作チームのようになりつつ
あるとも言えます。人々はプロジェクトを遂行するために

組織デザイン

0%-10%-20%-30% 10% 20% 30%

回答の合計（%）

重要性低い／重要でない 重要性高い／重要

40% 50% 60% 70% 80% 90%

リーダーシップ

文化

エンゲージメント

ラーニング

デザイン思考

HR組織のスキル向上

ピープル・アナリティクス

デジタルHR

労働力マネジメント

8% 92%

11% 89%

14% 86%

15% 85%

16% 84%

21% 79%

22% 78%

23% 77%

26% 74%

29% 71%

図表2. 10のトレンド（重要性の高い順）

図表3. 組織文化とエンゲージメントの関係性

図：Deloitte University Press、DUPress.com

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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タレントに関するプログラムの設計で中心的に使われてい
ると答えた回答者は12％にすぎません。一方、自社のタレ
ント・プログラムが秀逸なものだと自己評価している企業
の50％がデザイン思考を十分に活用できていると回答し、
また、自己評価で高業績をあげていると回答した企業は
競合に比べて3から4倍の割合で、人材のマネジメントに
デザイン思考を適用していると答えています。つまり、デ
ザイン思考がリーディング・カンパニーとイノベーティブな
HR組織のベスト・プラクティスになろうとしていることが
明らかになったのです。

HR:新たな使命に向けて動き出した 
HR組織

多くのHR組織が、メンバーのスキルや能力および経
験をアップグレードすることについて納得し、動き

出しているようです。昨年と比較し、HR組
織のスキルがトップ・プライオリティである

と答えた回答者は微減しました。
今年のサーベイの回答者のう
ち、3分の2超（68％）が一定の
HRプロフェッショナルの育成
プログラムがあると、また60％が

HRにタレントとビジネスの成果
に対して責任を持たせていると回答しており、
両者とも1年前より高い割合を示しています。

つまるところ、HRの成績表は明白かつ安定的な改善
を示していると言えます。4割の回答者がHR組織のス
キル不足を改善できるとも答えており、昨年に比べると
30％増加しました。そして、HR組織がビジネスにインパ
クトのあるタレント施策を実行することにおいて「優れてい
る、または秀でている」と回答した割合も同様に増えてい
ます。本調査開始から4年間で初めて、変化と進歩の実
際的な兆候が現れました。HRチームは新しい発想を試
すことを学び、スキルの改善に大きく前進しました。そし
て、より若く、ビジネス指向でテクノロジーの扱いに長けた
新しい世代がHRというキャリアに入ってきているのです。

育とは、デザイン思考、コンテント・キュレーション、エンド・
トゥー・エンドでデザインされた学習体験を可能にする統
合型の学習モデルの発展とともに、消費者に対するサー
ビス提供に近づきつつあるのです。とはいえ、このような
ビジョンの実現は簡単なことではありません。ある統計に
よれば、企業の人材開発のコストは昨年より10％増加し
たにも関わらず4、自社のプログラムが効果的だと考えて
いる企業は37％、学習全般において企業内ラーニングが
中心的な役割を果たしていると回答した企業は30％足ら
ずなのです5。

デザイン思考：自社固有のエンプロイー・ 
エクスペリエンス（従業員の経験価値）を 
創造する

「デザイン思考」がHRの新しい重要
なトレンドに現れました。2年前の本
調 査 が「 O v e r w h e l m e d 
Employee（精神的に圧倒さ
れ、強いストレスにさらされてい
る従業員）～現代の労働者は
eメールと情報の洪水に溺れか
け、要求水準の高い仕事と格闘
し週7日24時間仕事のスイッチを
オンにしなければならない～」
を重要なトレンドとして取り上げ
たことがこの問題の兆候でした。

昨年のトレンド・サーベイでは、こういった厳しい状況へ
の対応策として、HRが職場環境の「簡素化」に取り組
んでいることが報告されました。今日では、HRはさらに
一歩を踏み出すために、人材のマネジメントやサポート、
そして能力開発にデザイン思考を持ち込もうとしていま
す。先進的な企業では、立派なプログラムや制度・ルー
ルを作るのではなく、従業員がよりストレスが少なく、より
生産的であることを助けるための取組やツール、アプリを
開発するための研究をはじめています。デザイン思考は
様々なタレント課題に適用可能だと判明しつつあり、本年
のサーベイでは79％の回答者が、デザイン思考を優先度
高と回答しました。全体の傾向としては、デザイン思考が

り上げました。従業員にとって働きがいのある魅力的な
職場環境づくりは複雑なプロセスです3。 この問題に対
する関心が高まるにつれて、エンゲージメントと従業員
フィードバックに関する新たなアイディアやソリューションが
急速に普及しています。毎年のエンゲージメント調査は、

「パルス・サーベイ（短サイクルで項目を絞った従業員エ
ンゲージメントの調査）」や「（匿名の）ソーシャル・ツー
ル」、そしてマネジャーによる「チェック・イン（成果達成と
成長のための日常的なフィードバックの仕組み）」に取って
変わられるようになっています。これらの新しいアプロー
チとツールのすべてが、HRに「従業員の声の聞き役」と
いう新しい役割に向けた自己変革を促しているのです。
そういった新しい動きに向かって、企業も前進していま
す。自身の組織がエンゲージメントの問題に「備えができ
ている」と考えている回答者の割合は10％から12％に増
加し、「備えが十分にできている」という回答の割合も

31％から34％に増加しました。これは明るい兆し
ですが、エンゲージメント問題の解決に準備がで
きている組織は、半数に満たない（46％）のです。

ラーニング：従業員中心の学習へ

今年の参加者の84％がラーニングを「重要」ま
たは「非常に重要」と回答しました。自己成長の
ための学習の機会が、エンゲージメントや強固な
組織文化の形成に最もインパクトのある要因の
一つであることを考えると、これは当然の結果と

も言えます。学習の機会は単なるスキル向上の手段では
なく、従業員が重視する会社の価値の一部なのです。

昨年に比べ、会社側も新しい技術や教育手法の取り
込みにかなりの進歩を見せています。MOOCsの社内
ラーニング・プラットフォームへの取り込み（昨年30％から
40％に増加）や、先進的な動画技術の使用（昨年5％か
ら15％に増加）に前向きな会社も増えています。これらの
変化は、個人のスケジュールに合わせやすい革新的なプ
ラットフォームによる継続的な学習機会を従業員が望ん
でいること、そして経営者やHRのリーダー達が、企業に
おけるラーニングもそれに合わせていくべきと考え始めて
いることの兆候と考えられます。新しいタイプの従業員教

今年の調査は「組織文化」と「エンゲージメント」を別々
の項目として質問し、結果として「組織文化」が「重要」

「最も重要」を合わせて86％の回答を集めました。「組織
文化」と「エンゲージメント」のいずれも非常に重要な現
代的人材課題であり、それぞれを理解、測定、そして改
善するためには、CEOレベルのコミットメントと、HRの強
力な取り組みが必要です。とはいえ、両者は別々の概念
であり、別々の観点と施策が必要なものです。「組織文
化」が、“ウチの仕事の仕方（the way things work 
around here）”を表す一方、「エンゲージメント」は“ウ
チの仕事の仕方をメンバーがどう感じているか”を表して
います。もちろん、両者はお互いに影響しあっています。
ある会社の組織文化がその会社が社会にもたらす価値
と一致したものであれば、その文化を心地よく感じる人材
を惹きつけ、結果的にメンバーを動機付けて高いレベル
のエンゲージメントを導くことができるでしょう。

今年の調査では、自社が「正しい組織文化にもとづい
て動いている」と答えた回答者の割合は10％から12％に
微増し、改善の兆候を示しました。とはいえ、自社の組織
文化を「理解している」と答えた回答者は3分の1未満

（28％）にとどまったのです。

エンゲージメント：いつでもどこでも

従業員のエンゲージメントは現場とHR共通のトップ課
題です。

今年の回答者の圧倒的多数（86％）がエンゲージメン
トを重要課題（「重要」または「非常に重要」）の一つと取

「組織文化」が、“ウチの仕事の仕方”
を表す一方、「エンゲージメント」は
“ウチの仕事の仕方をメンバーが 
どう感じているか”を表しています。
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多くの企業が、この難題と格闘しています。非正規社
員に関する法規制を完全に理解していると信じている回
答者はたったの19％であり、自社の非正規社員の管理プ
ロセスが完璧であると考えている回答者はわずか11％し
かいないのです。今後、非正規労働力のサイズと役割
が拡大し続けることを考えると、本調査の結果は、企業
がより慎重な検討を重ねる必要があることを示していま
す。さらに、今後の労働力管理においては、様々な職種
を消滅させ、新しい職務を生み出し、仕事の本質を変化
させ、労働力に破壊的なインパクトをもたらすであろう認
知コンピューティングやAIによる自己学習の急速な普及
への対応を迫られることも間違いありません。

変化と破壊の年

上述したように、2016年のグローバル・ヒューマン・キャ
ピタル・トレンド・レポートは重大かつ多様な変化と

チャレンジを描き出しました。変化が加速
するにつれて、これらのトレンドに積極

的に対応するビジネスとHRのリー
ダー達は、競争相手に対して大き
なアドバンテージを手にして、グ
ローバルなタレント獲得競争におい

て「勝ち組」に入ることができること
でしょう。

アクセスできる、ジャスト・イン・タイム型のラーニングに変
えており、59％が従業員の使いやすさを目的として統合さ
れたバックオフィス・システム用のモバイル・アプリを構築
中であり、51％が外部のソーシャル・ネットワークの情報
を、採用と従業員プロファイルの管理のために自社の内
部システムに活用しているのです。

ギグ・エコノミー：単なる混乱か、 
破壊的革新か？

高まる一方の人材ニーズに対応するために、HR組織
はパートタイムや非正規社員の活用方法と、既存の労働
力との統合方法を学ばなければなりません。71％の回答
者が、このトレンドを「重要」または「非常に重要」とランク
しました。

ギグ・エコノミー（正規労働者、非正規労働者、独立個
人事業者など様々な労働力が必要に応じて集結
し、同じ目的のために働き、目的達成ととも
に離散するというオープン型の経済
モデル）を効果的に活用するため
には、いくつもの疑問に答えを出
す必要があります。生産性を高
め、収益性を強化するために、ど
のように外部のスタッフをタイムリー
に活用すればよいのか？労働力全体
の中で、最も才能があって高度なスキル
を備えた人材にたどり着くために、どのように
派遣／臨時社員を活用するべきなのか？

デジタルHR：進化を超え、革新を起こす

デジタル化されていく世界が、私たちの生活と労働を
変え、HRに二つの重要なチャレンジを突き付けていま
す。一つが、ビジネスリーダーと従業員が「デジタル・マイ
ンドセット～デジタルの時代に適応したマネジメントのやり
方や組織の作り方、そして変化の起こし方を理解する
～」にシフトしていくために、HRはどのようなサポートを
すべきか、というチャレンジです。もう一つが、HR自体
が、新しいデジタル・プラットフォームやアプリ、HRサービ
スの提供方法を採用し、HRのプロセスやシステム、そし
て組織を革新していくか、というチャレンジです。 

本年のデジタルHRに関するトレンドは後者、つまりデジ
タル化された社会の中で、HRとエンプロイー・エクスペリ
エンスがどうあるべきかを考えることに焦点をあてていま
す。イノベーティブなHR組織は、モバイルとクラウドの技
術を統合することによって、HRプログラムを従業員の日
常生活で違和感なく使いこなせるように設計されたアプリ
を基盤としたサービスに再構築しています。デジタルHR
とは、単に旧型のHRシステムを置き換えるのではなく、

「使いやすさ」を中心に据えて、プラットフォーム全体を一
から作り変えることを指しています。デザイン思考とモバ
イル技術を組み合わせることによって、企業は、仕事をよ
り簡単に、より生産的で、より楽しめるようにするための、
自社独自のアプリを作ることができるようになっているので
す。今年は74％の参加者が、デジタルHRを重要課題と
回答しており、2016年の重要な焦点の一つとなるでしょ
う。このトレンドは急速に広がっています。42％の企業が
既存のHRシステムを出先で使用可能で、デバイスから

ピープル・アナリティクス：加速中！

技術の進歩が「データに基づくHRの意思決定」の可
能性を開いたことによって、77％の回答者がピープル・ア
ナリティクス（人事データの分析と活用）を重要な優先事
項と評価しました。これに対応して、会社はピープル・ア
ナリティクスのチームを組成し、旧型のシステムのリプレイ
スが急速に広がり、今までバラバラだったHR内部の分
析グループを、統合された戦略的機能に再編し始めてい
ます。HRの様々なプログラムをビジネス・インパクトに関
連付ける会社は、2015年調査で38％でしたが、2016年
の調査では51％まで増加しています。また、人材データを

「ビジネス業績の予測」に用いる会社も、昨年の29％から
44％に増加しています。

ピープル・アナリティクスにおけるもう一つの新しい大き
なトレンドである「外部データの活用」も加速し始めてい
ます。ソーシャル・ネットワーク上のデータや、雇用ブランド
調査、採用傾向、外部の離職率や人口構成のデータを、
労働力に関する予測や市場におけるトップ・タレントの獲
得に活用するのです。今日では29％の会社がこの領域
で成果をあげていると考えており、8％は自社を秀でてい
ると評価しています。

様々なツールや情報ソースがこの領域に表れていま
す。従業員フィードバックやエンゲージメント調査、リアル
タイムの言語解析、そして、設定済みですぐに使える予
測モデルなどが、タレント・マネジメント・システムを提供す
るほとんどのベンダーから入手可能です。時代はまさに
ピープル・アナリティクスの「ゴールデン・エイジ」であり、
進歩はさらに加速すると考えられます。

時代はまさにピープル・ 
アナリティクスの 

「ゴールデン・エイジ」であり、 
進歩はさらに加速すると 
考えられます。
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Appendix

今年の調査結果（抜粋）は、「Human Capital Trends Dashboard（ヒューマン・キャピタル・トレンド ダッシュボー
ド）」というツールを用いることにより、地域・企業規模・業界を絞ってご覧頂くことが可能です。
このツールは次のウェブサイト上でアクセス可能です。
http://www.deloitte.com/hcdashboard

これを用いることによりデータを視覚的にご覧頂き、人材に関わる課題認識についてのグローバルでの状況をご理解
頂けます。尚、今年の調査においては、地域間でかなり一貫した状況であることが見て取れます。

また、地域間での一貫性と同様、異業種間においても同様の調査結果が示されており、これは主要なトレンドが大筋
で共通の課題となっていることを示唆しています。

図表4. 課題の重要性（地域） 図表5. 課題の重要性（業界）
アメリカ大陸 欧州・中東・アフリカ アジア太平洋

地域 北米 中南米 北欧 西欧 中東欧 中東 アフリカ アジア オセアニア 東南 
アジア

組織デザイン 90 92 87 92 88 93 95 95 88 91

リーダーシップ 87 89 89 87 89 87 90 90 93 97

文化 87 86 87 84 86 90 87 89 93 90

エンゲージメント 86 85 79 85 84 80 86 86 91 92

ラーニング 79 87 75 81 83 89 87 88 80 91

デザイン思考 70 80 71 75 78 83 85 85 81 84

HR組織のスキル向上 73 78 67 76 81 73 86 80 78 87

ピープル・アナリティクス 78 77 76 72 78 76 80 81 83 85

デジタルHR 69 71 74 73 74 74 79 74 77 83

労働力マネジメント 67 74 63 65 74 67 73 72 81 80

インダストリー 消費財 資源・ 
エネルギー 金融

ライフ 
サイエンス・
ヘルスケア

製造 プロフェッショナル 
サービス

パブリック
セクター

テクノロジー・
メディア・通信

組織デザイン 93 92 93 92 94 91 87 92

リーダーシップ 88 86 91 89 92 90 85 88

文化 89 83 89 88 86 86 80 85

エンゲージメント 86 82 87 87 88 85 83 85

ラーニング 83 81 86 84 83 86 83 83

デザイン思考 77 75 81 79 79 82 74 83

HR組織のスキル向上 81 79 81 83 80 71 74 76

ピープル・アナリティクス 79 77 80 80 76 74 73 78

デジタルHR 73 72 76 75 68 72 73 78

労働力マネジメント 69 73 65 68 73 71 74 69

注）数値は「重要」、「非常に重要」と回答した方のパーセンテージを示したもの 注）数値は「重要」、「非常に重要」と回答した方のパーセンテージを示したもの

図：Deloitte University Press、DUPress.com 図：Deloitte University Press、DUPress.com
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Endnotes図表6. 調査の回答者: 本調査は7,096名の経営者やHRリーダーの回答に基づいている

中南米

西欧

アジア

アフリカ

北米

中南米

北欧

東南アジア

中東

オセアニア

米国
中国

ブラジル
メキシコ
インド

ベルギー
フランス
コスタリカ
南アフリカ
ドイツ

スペイン
カナダ
ケニア
日本
英国

アイルランド
コロンビア
オーストリア
オーストラリア
ノルウェイ
スイス

ウルグアイ
チリ

ルクセンブルク
フィンランド

コートジボワール
ギリシャ

チュニジア

661
560
378
243
239
230
229
215
213
209
203
196
163
150
140
135
131
123
114
111
102
102
90
87
86
86
79
79

オランダ
シンガポール

ペルー
トリニダード・トバゴ

トルコ
エチオピア
ナンビア

ナイジェリア
タイ

アルゼンチン
キプロス
エクアドル
ジャマイカ
イタリア

デンマーク
ルーマニア
グアテマラ
マレーシア
ロシア

ポーランド
カリブ地方（オランダ領）

ガボン
ニュージーランド

セネガル
パナマ

アラブ首長国連邦
インドネシア

その他

78
71
68
60
60
59
59
59
58
55
54
53
53
51
50
47
44
42
42
40
38
38
37
37
35
35
34

385

地域

23%

23%

14%

12%

12%

5%

4%

3%

2%

2%

国

その他, 14%

ライフサイエンス・
ヘルスケア, 5%

資源・
エネルギー, 
8%
パブリック
セクター, 
8%

インダストリー

プロフェッショナル
サービス,15%

金融,
15%

消費財,
13%

製造,12%

テクノロジー・
メディア・通信,
11%

HR以外,32%

HR,68%

回答者職種

大(10,001+),
24%

中
 (1,001 to 
10,000),
29%

小
(1 to 1,000), 

48%

組織規模

回答者ランク

経営管理職,
28%

一般社員,
21%

中間管理職,
51%

四捨五入により100%とならない場合があります
出所　ヒューマン・キャピタル・トレンド・サーベイ 2016 図：Deloitte University Press、DUPress.com
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著書『チーム・オブ・チームズ』（原題：Team of 
Teams）の中でスタンリー・マクリスタル大将は、いかに
米軍のピラミッド型の指揮命令系統がイラク戦争開戦初
期において作戦遂行の妨げになったかについて記述し
ています1。アルカイダが米国陸軍に打撃を与え、勝利を
収めたのを目の当たりにし、マクリスタル大将が取った行
動は大胆なものでした。高度な訓練を積んだ自律的
チームに権限を分散し、リアルタイムの情報・作戦実行グ
ループを編成した上で、情報を一元管理させ、戦況に関
する正確なデータをリアルタイムで全部隊に提供させた
のです。

マクリスタル大将のやり方は米軍の組織構造を根本的

に変えたわけではなく、組織全体の中に機動性と柔軟性
を可能にする新たな体制を構築したものといえます。こ
の新たな体制によってオフィサーは、任務完了後には再
び大組織の中に戻ることができると理解した上で、軍職
を直ちに離れ、一定の目的遂行のための任務に就くこと
が可能となりました。

新たな組織モデル、すなわち高いレベルでの権限委
譲、盤石なコミュニケーション、スピーディな情報フローを
備えた「ネットワーク化されたチーム（a network of 
teams）」は、世界中の企業や政府に広まりつつありま
す。こうした組織は、以下の基本原則に基づいて構築さ
れています。

組織デザイン
チームの台頭

企業は、急激に進展するグローバル市場とデジタル・ディスラプションを背景に、急速なイノベーション、製品・
サービスの改革が求められており、また同時にかつてなく個々の顧客に対するきめ細かい対応が必要になってい
ます。このような背景の下、組織のあり方に対する関心が改めて高まりつつあります。実際、我々の調査において
も驚くべき結果が得られており、回答企業の92%が組織デザインの見直しが「非常に重要」または「重要」と回答、
本年度サーベイでのトップとなっています。現在、企業は権限を分散し、製品中心・顧客中心の組織に移行すると
ともに、動的にネットワーク化され、高度に自律したチームを編成し、独自の強力な方法によって活動内容を発信
するとともに、その動きをコーディネートしています。

•	 多くの企業がすでに機能別の組織構造から移行している。現在も機能別の組織構造を維持しているのは全
企業のわずか38%で、大企業（従業員数5万人超）では24%となっている。

•	 ミレニアル世代の増加、グローバルチームの多様化、イノベーションの必要性、顧客との密接な関わりを持ち
ながらの仕事が背景となり、高成長企業において特に、フレキシビリティを兼ね備えた新しい組織が必要にな
りつつある。こうした企業では、従来型の組織と並行してネットワーク化されたチーム組織を同時に運営してお
り、人材は、公式化された静的な枠に留まるのではなく、チームからチームへと異動を繰り返していく。

•	 本年度のグローバル・サーベイ・レポートでは全体の80%超が、現在、組織構造を改編している、あるいは
組織改編をすでに完了したと回答。組織改編の予定がないと回答した企業はわずか7%である。

新たな組織：デザインの転換
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新たな組織デザインについて、回答者の92％が「非常
に重要」または「重要」と回答していますが、この傾向は
なぜ今、顕著になっているのでしょうか（組織デザインの
重要度に関する地域別、主要国別の評価については図
1をご参照ください）。その理由として主に2つの要因が
挙げられます。1つは、製品を迅速に上市しなければなら
ないというプレッシャーに加えて、従業員の権限委譲に対
する意識が高まっていることから、小規模なチーム編成
の方が自然であり、生産性の高い働き方になるためで
す。小規模なチームの編成により、より迅速に成果を挙
げ、人材のエンゲージメントを高め、ミッションに密接に関
わることができるようになります。

もう1つの理由は、デジタル革命によってチームの協調
がしやすくなったことです。現在では、チームはウェブや
モバイルアプリを簡単に利用して、目標を共有し、顧客関
係について常に最新情報を入手し、製品の質やブランド

の問題についてコミュニケーションを図り、共通の組織文
化を構築することができます。従業員はピラミッド型組織
の上下に個別にメッセージを発信する必要がなく、即時
に情報にアクセスでき、会社は「連絡将校」のような役割
を利用することで、各チームが他のチームの状況を把握
しているか確認することができます。

この戦略は、学術研究においても認められています。
社会学者のロビン・ダンバー氏が提唱する「ダンバー数
の法則」よると、人間が相手を十分に認知し、コミュニ
ケーションを図ることができる個体数の上限は150人程度
です7。規模が小さい組織であれば、コミュニケーションと
いう人間の強みをうまく利用し、お互いをより深く知ること
になります。この点についてAmazonのCEOジェフ・ベ
ゾス氏は次のように述べています。
「チーム・ランチにピザが3枚以上届いたら、そのチーム

は大きすぎる」8

ト」という概念に変わる。

•	 上級リーダーの役割を計画立案、戦略、ビジョン、組
織文化、クロスチーム・コミュニケーションに集中できる
ようにする。

この新たな体制は企業や政府の中に広まりつつあり、
いずれの場合においても組織の有効性を飛躍的に高め
ています。Cleveland Clinicでは、病院のネットワーク
全体を患者の疾病を中心にした形に再編成しました。こ
れにより、外科医と内科医が分かれていた従来の組織

別の医療はなくなり、患者を中心にしたチームを編成する
ことで、患者のアウトカムが劇的に改善しました。世界各
国の病院やヘルスケア企業も同様に従来の専門分野別
ではなく、患者のニーズを中心にした形で組織を再編し
ています4。3M、Nestleなどのイノベーションとサービス
を重視する企業では分散化を進め、サービスセンターと
情報センターを共有することで、各チームが生産性だけ
でなく、包括的な経営戦略との整合性を維持できるように
しています5。また、GEやIBMでは、リーダーとは本社の
中にいて活動する人という考え方をやめ、地域の中核的
研究拠点にリーダーを配置しました6。

この「ネットワーク化されたチーム」は、1960年代の煩
雑なマトリクス組織の概念とは異なる新しい形の組織で
す。ネットワーク化されたチームが効果的に機能するた
めには、各チームの任務の明確化、責任の委譲、強い
チーム・リーダーシップの付与に加えて、チーム同士の協
調を促すことになる組織文化の共有と、それを促進させ
るための情報／コミュニケーションツールの構築が欠か
せません。

•	 人材を顧客・製品・市場・ミッションにフォーカスした
チームに編成し、その分野の専門家（「管理職として
のプロ」ではない）がリーダーとなってチームを牽引
する。

•	 従来型の目標設定やパフォーマンス・マネジメントを覆
し、チームに権限を委譲して、包括的な戦略や事業
計画のコンテキストに合うようにチームに目標設定と
意思決定を行わせる。

•	 サイロ式の体制に代わって、情報オペレーションセン
ターを編成。情報を統合・
共有し、チームの活動と期
待される成果の間の関連
性を明確にする。

•	 各チームを事業部門ごとで
はなく、ミッション・製品・市
場・顧客ニーズ全体に合わ
せて編成する。（例えば、ヘ
ルスケア企業が「整形外科・リューマチ研究所」を設
立し、整形外科医、リューマチ専門医、カウンセラー
が機能別にバラバラにではなく、チームで活動できる
ようにする）2

•	 さまざまな手法、例えば軍隊における連絡将校の役
割、ハッカソン、協働を推進するオープン・オフィス・ス
ペースの採用（Apple Inc.、Cleveland Clinic）、
各チームが相互理解を深めるためのジョブローテー
ションなどを活用することで、個々人がチームを越え
て協力するように指導、奨励する3。

•	 必要に応じて人材がチーム間を異動できるようにする
（ハリウッドの映画製作やグローバルなコンサルティン
グ会社で各専門家がプロジェクトのために集結する
のと同じ手法）。ただし、チームによるプロジェクトが
完了すれば、必ず元に戻れるようにする必要がある。
この結果、「ジョブディスクリプション」という概念は、

「ミッションスペシャリスト」や「テクニカルスペシャリス

新たな組織モデル、すなわち高いレベルでの 
権限委譲、盤石なコミュニケーション、
スピーディな情報フローを備えた

「ネットワーク化されたチーム」は、
世界中の企業や政府に広まりつつあります。

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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図1．組織デザイン：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合
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サイロ式の体制が組織の有効性を妨げないようにする
とともに、コレクティブシンキングを向上させるためには、デ
ジタル情報センターの存在が有効です。これによりチー
ムは共通の知識を共有し、各要素の関係を把握すること
ができます。マクリスタル大将はイラク戦争で情報セン
ターを設置し、一見、無作為に見えるアルカイダの攻撃を
監視することで、各部隊が一定のパターンの存在を把握
できるようにしました。また、各部隊には「連絡将校」が配
置され、情報が必要なときには直ちに他の部隊と連絡を
取り合えるようにしました。

この原理はビジネスにも当てはまります。Nestleでは、
デジタル情報センターが世界中のネスレ食品ブランドに関
する情報をソーシャルネットワークやテレビ、ニュースから
収集し、どこでどのブランドが順調あるいは不振なのかを
製品事業部門が把握できるようにしています。スイス本
社は情報センター・戦略立案センターとして機能し、情報
を世界中の事業拠点に発信し、権限委譲をして各国の
事業が自律的に発展できるようにしています9。

チームベースの組織構造は、それ自体が急激に破壊
的イノベーションを進める可能性があります。例えば、
Uberが新たな都市に進出する際に基盤にしているの
は、三本柱（ゼネラルマネジャー、コミュニティマネジャー、
ドライバー・オペレーション・マネジャー）からなるリーダー
シップモデルです。そしてこの3人を中心に各都市のニー
ズに合わせてチームを編成するのです10。

企業がこの新たなビジネスモデルに転換することに伴
い、こうした企業と協働するベンダーやコンサルタントも同
様に転換が必要となります。ある大手の健康関連製品・
製薬会社は、販売チームを完全に再編成し、クライアント
であるヘルスケア企業のアウトカムベースのニーズに合っ
た総合的なソリューションを販売できるようにしています11。

また、コンピュータとサーバーを販売する大手ITプロバイ
ダーも、テクノロジー単位ではなくチーム中心に組織され
ているIT部門の総合的なニーズに応えるために、同様
の転換を図っているところです12。

チームベース組織の運営手法は、新たなマネジメント
モデルに向けた大きな潮流の一つでもあります。ピラミッド
型の組織は伝統的なマネジメントの考え方に基づいて構
築されたもので、そこではリーダーとは「社員に指示し、目
標を定め、基準を設定する」ものと考えられています13。
それとは対照的に新たなマネジメントモデルの下では、目

標を設定するのは現場であり、リー
ダーはスパン・オブ・コントロール（マ
ネジャー1人が直接管理する部下の
人数）ではなくパフォーマンスで評価
され、パフォーマンス・マネジメントは
年1回ではなく継続的に実施されま
す14（本サーベイの回答企業の3分
の2超が自社のパフォーマンス・マネ

ジメント手法を見直すと回答しています）。
一方、ミドルマネジメントの層は薄くなってきています。

調査の結果、米国企業の平均的なスパン・オブ・コント
ロールは9.7人で、大企業の場合には11.4人に上ること
が分かりました15。

このように大きな変革が起きているにもかかわらず、こ
の新たな世界では、従来型のフォーマルな組織構造とフ
レキシビリティを兼ね備えた組織構造が今後も共存してい
くことになると考えられます。しかし皮肉なことに、チーム
による組織体制が有効に機能するためには、従来型の
フォーマルな組織構造がやはり必要になると思われます。
この点を実践の中で考えてみると、現代の企業にとって
最も必要なスキルは、チームを素早く編成・展開・解散・
刷新する能力であるといえます。

したがって、機能別の組織構造が姿を消すことはあり
ませんが、それを補うのが「サービスセンター」や「中核
的研究拠点」の存在で、管理業務を大規模かつ一元的
に提供することになります。こうしたオペレーションモデル
を実現するためには、ITやHR、財務といった機能が各
チームをそれぞれ支援できるように再編成する必要があ
ります。

では実際に、「新たな組織」とはどのようなものでしょう
か。我々は、このマネジメントモデルにおいて、必要となる
2つの役割とマネジメントタイプを明確に区別しています。
1つは管理／タレント・マネジャー（従来型のフォーマルな
組織構造を反映したもの）で、もう1つはミッション／プロ
ジェクト・マネジャー（新しいチームベースの組織構造を
反映したもの）です（図2参照）。

1つの組織の中で2つの異なるタイプの機能を管理する
ことは容易なことではありませんが、基本的な考え方とし
ては、これを機能させるためにはマインドセットの転換が
必要ということです。つまり、企業は従業員を各マネ
ジャーのリソースではなく、組織全体のリソースと捉える
必要があります。軍隊が管理上の統制と作戦上の統制
という並列する仕組みを構築したのも、この考え方に基
づくものです。管理上の統制とは、従業員の本来の所属
組織において、いかに育成や支援をするかということであ
り、チームでのプロジェクトが完了したときに従業員が戻る
ホームグラウンドということになります。これとは対照的に
オペレーション（作戦）上の統制は、従業員がアサインさ
れた任務を確実に成功させるようにするプロセスのことを

いいます。当然、ミッション遂行期間における従業員のパ
フォーマンス・マネジメントも含まれます。

管理上の統制とオペレーション上の統制の区別は企業
によって異なりますが、根本的な考え方に違いはありませ
ん。各組織においてこのモデルが成功する重要なカギ
は、従業員には戻ることができる「ホームグラウンド」があ
るということです。戻る場所がないかもしれないという不
安は、チームの結束力を弱め、従業員の意欲を削ぐこと
につながりかねません。これはネットワーク化されたチー
ムを構築する障壁となります。

こうした組織デザインの変革がHRに及ぼす影響は、
大きなものになる可能性があります。例えば、職位の定
義やジョブディスクリプションについては、将来的に当人が
さまざまなチームに配置される可能性を踏まえ、より緩や
かで幅広いものになっていきます。HR組織は今後、会
社がピラミッド型の機能別の組織構造からプロジェクト中
心の組織（従業員を絶えずチームとそれを組成するエコ
システムの中に組み入れる組織）へと転換する中で、管
理やオペレーションを行う上での統制の考え方に対応で
きるように適応していく必要がでてきます。

規模が小さい組織であれば、
コミュニケーションという人間の強みを 
うまく利用し、お互いをより深く知ることが 
できるようになります。

図2．ネットワーク化されたチームに見られる2つのタイプのマネジャー

管理／タレント・マネジャー 任務／プロジェクト・マネジャー

各人のキャリアと成長目標を重視 プロジェクトやミッションの目標を重視

各人の成果を個人目標達成の可能性と 
将来性の観点から評価

ミッション、チーム、プロジェクト、組織の成果に対する 
貢献度の観点から各人を評価

個人の長期的なキャリアゴールを聞き、その達成を支援
担うミッションやプロジェクトに対する個人の希望を聞き、 

プロジェクトやミッションのニーズと整合するように支援する

各人の長期的なキャリアの可能性・目標、その他特別な 
目標を聞き、その達成に向けた成長やコーチングを提供

チームへの貢献度とチームワークを高めることを念頭に、
チームやプロジェクトでの役割に合わせて 
各自にコーチングを行い、育成にあたる

各人には元の組織に「戻る権利」があることを確認し、 
プロジェクト完了後の「帰還」を支援する

その時点でのキャリアパスに関係なく、プロジェクトや 
ミッションに適した人材の配置を重視する

各人のキャリアの状況、および成功または弱点のパターンを
追跡・モニターする。

プロジェクトやチームへの各人の貢献度と、そのチームに 
対する各自の価値向上の方法を追跡・モニターする
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何から始めるか

•	 自社組織のデザインを見直す：
機能の専門家を顧客・市場・製品に重点を置く「ミッ
ションベース型」チームの中に組み込む方法を考える。

•	 リアルタイムの情報ネットワークを構築する：
有効なネットワークは顧客や製品に関するバラバラな
情報を一つにまとめ、パフォーマンスに関する総合的
なデータをチームメンバーにリアルタイムで提供する。
デザイン思考を活用して、現在、人材がどのように情
報を検索・入手しているか考える。

•	 組織階層をなくす：
組織内の他部署にサービスを提供する部署は、シェ
アードサービスグループとしての転換を図るべきであ
る。ミドルマネジャーの役割と必要性を問い直す。

•	 報酬と目標を見直す：
各人のパフォーマンスだけを重視したり、役職や役割
だけを理由にリーダーに指名するのではなく、「チー
ム・パフォーマンス」と「チーム・リーダーシップ」を中
心にパフォーマンス・マネジメントの最適化を図る。プ
ロジェクトの成功、協働、他者への貢献を報酬に反映
させる。

•	 チームベースの新しいツールを導入する：
各人がチーム間を移動し、情報を共有し、他のチーム
と協働できるようにするツールや評価制度を導入す
る。組織的なネットワーク分析の実施を検討する。

•	 チームに目標を設定させる：
結果に責任を持っているのはチームであり、チーム
内で目標の伝達方法や実行方法をチームに決めさ
せる。

•	 共通のビジョンと価値をトップリーダーから伝える：
シニアリーダーには戦略、ビジョン、方向性を重視する
よう促し、結果を出すためにチームに権限委譲する
方法を指導する。

い。製品はこれまで5年から7年のスパンで変わっていた
ものだが、今では1年から2年だ17」

このような破壊的イノベーションが続き、競争が熾烈化
する中、これに対応するためにCiscoは、新たなタレント
組織であるリーダーシップ＆チームインテリジェンスを設置
しました。これはリーダーシップとチーム開発、チームリー
ダーの選定、パフォーマンス・マネジメント、世界各国のシ
スコチームとそのリーダーのための情報収集に完全に特
化した組織です。このグループを率いる上級バイスプレ
ジデントのアシュレイ・グドール氏は、チームのパフォーマン
ス、チームリーダー、後継者管理、人材のチーム間の移
動を最適化することを目的に、同社のタレントマネジメント
の仕組みとテクノロジーの大掛かりな再設計を進めてい
ます。また、パフォーマンスに関するリアルタイムの会話
や、継続的なパルス・サーベイ、テキスト・アナリティクスを
活用して、チームのパフォーマンスをモニターし、評価し
ています。その目的は、優秀なチームがいかに協力し
あっているか、どのように結果を出しているのかについて
情報を収集し、そこから得た知見を従業員エンゲージメン
トや強み、権限委譲に直接焦点を当てながら、会社の中
に取りいれていくことにあります18。

また、権限委譲されたチームを中心にデザインされた
組織では、パフォーマンス・マネジメントも大きく異なったも
のになります。これまでマネジャーは、周囲から意見をほ
とんど収集することなく従業員を評価していましたが、
チームを中心としたアプローチの下では、この方法はパ
フォーマンス評価として十分ではありません。チームメン
バー全員の意見を取り入れるためにするべき重要な質
問は、「またこのメンバーと一緒に仕事をしたいと思う
か？」というものです。決して「上司を満足させたか？」で
はありません。このような環境下においては、従業員は自
分の「会社」よりも「チーム」と強く結びついていると感じ
るため、エンゲージメントも高まることになります16。

第一線の企業から得る教訓

世界有数のテクノロジー企業として名高いCiscoは、
チームベースの組織モデルを同社の戦略の要として捉え
ています。同社の現会長で前CEOのジョン・チェンバー
ズ氏によれば、マーケットにアプローチする時間とスピード
が企業の成長の鍵です。
「競争相手は市場の変化であってライバル企業ではな

結　論

トップダウンのピラミッド型組織の時代は徐々に終わりを迎えつつあります。しかし、組織図を書き換えること
はネットワーク化されたチームへの転換のごく一部にすぎません。それよりも大規模で重要性と緊急性が高
い取り組みは、組織が実際に機能する方法を変えることなのです。今こそ、従来型の組織構造に挑み、チーム
に権限を委譲し、従業員に説明責任を持たせ、情報、ビジョンおよび進むべき方向性を共有する組織文化の構
築に力を注ぐ時なのです。
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リーダーシップの問題は世界の経営者がトップ・プライ
オリティに挙げており、本年のサーベイでは全重要項目の
中で第2位となっています（リーダーシップの重要度に関
する地域別、主要国別の評価については図1をご参照く
ださい）。この問題を「重要」または「非常に重要」と評価
した企業の割合は極めて高くなっていますが、その重大
性を考えると意外なことでありません。

企業は今、リーダーシップ開発に向けた新たなアプ
ローチを探る必要があります。後継者育成・開発に望ま
しいのは、厳密で構造的かつ科学的なアプローチで、そ
の目的はリーダー候補をキャリアの早い段階で発掘し、

リーダーシップのポジションをできるだけ早く経験させるこ
とです。また、広く協働する能力を持ち、新しいリーダー
シップスキル（概念的思考など）の必要性を認識し、新た
なリーダーシップ層（ミレニアル世代、女性、多様な個人）
を重視することができるリーダーを育成する方法を見い
だすことも重要となります。そのためには、リーダーシップ
に関する包括的な組織文化を導入して、リーダーシップ
のギャップに継続的かつ体系的に対応していくことが求
められます。

企業は一部の領域においては進展があると考えてい
ます。例えば、役割ベースのしっかりとした体験的リー

リーダーシップの覚醒
ジェネレーション、チーム、科学的アプローチ

リーダーシップの問題は、世界中のHRとビジネスリーダーが広く懸念事項として挙げており、重要と考える割合
は昨年のグローバルサーベイよりも上がっています。組織がチーム中心型へと変化していること、労働人口が若
年層と高齢層に二極化していること、テクノロジーが触媒として引き起こす変化のスピードが速まっていること、
ビジネス上の課題がさらにグローバルで多様化したものになっていることを受け、リーダーシップ開発には新た
な課題が浮上しています。企業は今一度、リーダーシップ全体に焦点を当てる必要があります。その目的は、キャ
リアの早い段階で多才なリーダー人材を構築し、世代の異なる幅広いリーダーで構成されるリーダーシップチー
ムを形成し、組織の根幹でリーダーを育成することであり、これらすべてはリーダーシップに関する優先事項、プ
ログラム、投資のための構造的でエビデンスに基づく基盤となります。

•	 リーダーシップの問題は緊急課題であり、重要度は高まりつつある。2016年度のサーベイでは、リーダー
シップを「重要」または「非常に重要」な課題とみている企業は合わせて89%（2015年度は87%）で、「非常
に重要」とみている企業は57%（同50%）である。

•	 回答者の28%が自社のリーダーシップのパイプラインを「弱い」または「非常に弱い」と回答した。

•	 トップリーダーの特性は複雑かつ進化している。組織は重要な人材やチームの中にリーダーシップの基本
的能力を構築する必要がある。そうした能力には、境界を越えて協働する能力、新しいソリューションを概念
化する能力、多様なチームの意欲を引き出す能力、多様でグローバルな次世代のリーダーを育成する能力
が含まれる。
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ダーシップ・プログラムがあると回答した企業の割合は、
昨年の9％から20％に上昇しています。しかし、不十分な
ところはまだ多く残っています。

•	 ミレニアル世代のリーダーの構築に「秀でている」と
自社を評価している企業はわずか7％

•	 グローバルなリーダーの構築に「秀でている」と自社
を評価している企業はわずか13％

•	 会社全体で後継者育成をしっかり行っていると自社
を評価している企業はわずか14％

この結果と過去3年間の「グローバル・ヒューマン・キャ
ピタル・トレンド・レポート」のデータから、世界の多くの企
業が拠り所としているリーダーシップ開発のパラダイムで

は、求めている成果や必要な成果がでていないことが明
らかになりました。

昨年、企業は全体でリーダーシップ・プログラムに310億
ドルを投資しました1。しかし、ハーバード大学のバーバラ・
ケラーマン氏（『リーダーシップが滅ぶ時代』著者。原題：
The End of Leadership）とスタンフォード大学のジェ
フリー・フェファー博士（『Leadership BS』著者）が最
近の著書で明らかにしたように、リーダーシップの世界に
影響を強く及ぼしているのは今なお、作り話や通説、そ
の時のはやりであって、一見有効に見えるもののリーダー
の育成という課題に対応せず、しかもはっきりとした効果
や成果が期待できない小手先のソリューションを推進し
ている場合が多いのです2。実際、40％の回答企業が自
社のリーダーシップ・プログラムに「わずかながら」価値を
認めているものの、24％の企業はほとんど価値を生み出
していないと回答しています。

それでは、企業はリーダーシップ・プログラムに莫大な
投資をしているにもかかわらず、なぜここまでこの問題に
手を焼いているのでしょうか。ITやラーニングへの投資
が成果を生むのであれば、なぜHRはリーダーシップ開
発への投資からも同様のメリットを得ることができないの
でしょうか。多くの企業はなぜリーダー候補を発掘・育成
することが困難なのでしょうか。

まず第1に、昨年はリーダーシップ・プログラムへの投資
額が企業全体で10％増加しているものの3、各社の取り
組みの質、厳密性、投資額は一様ではありません。例え
ば、高成長企業は競合企業の約4倍の資金をリーダー
シップに投下しています4。しかも、投資額が多いだけでな
く、その使い方も賢明なのです。驚くべきことに、ほとんど
のリーダーシップ・プログラムは、基本的にいわゆる「スマ
イルマーク」、すなわち参加者がリーダーシップ・プログラ
ムやインストラクター、受講場所についての満足度をその
表情でフィードバックしたもので評価されています。研究
結果や明確な優先事項、必要なリーダーシップ思考やア
ウトカムの評価に基づいて設計されているリーダーシップ・
プログラムはほとんどありません。一方、ベスト・プラクティ
スを実践する企業の場合は、総合的なリーダーシップ・シ
ステムを開発しています。このシステムには、具体的な
リーダーシップ戦略、有効性を測定するためにプログラム
受講前と後に実施される詳細な評価、研究結果に基づく
コンテンツのほか、能力を引き上げるような仕事へのアサ
イン、集中的なコーチング、リーダーシップ開発の継続機
会を組み入れたラーニング・プログラムが含まれており、し
かもこれらすべてがデータやエビデンス、科学に基づくア
プローチの上に成り立ったものとなっています。

リーダーシップが手ごわい問題となっている2つめの理
由は、組織デザインがピラミッド型組織構造からネットワー
クされたチームに転換することに伴い、企業には多彩な
リーダーやインクルージョンの能力が求められているから

だと考えられます。企業の組織構造がフラット化・多様化
し、世界の経営環境が複雑さを増すにつれ、企業のあら
ゆる階層をリードできる人材を求める声が高まっていま
す。こうした環境下で企業は、リーダー候補をキャリアの
早い段階で発掘し、リーダーシップのポジションをなるべく
早く経験させていくことの必要性を感じています。

しかし、新たな問題もあります。リーダーシップに関する
概念が急速に再定義されつつあるのです。「ポジションに
基づくリーダーシップ」、すなわち権限やポジションを根拠
としたリーダーという概念そのものが、問い直されつつあ
ります。今、リーダーには、その専門知識やビジョン、判断
力によってチームの士気を高めることが求められていま
す。各第一線マネジャーが管理する従業員の数は増加
しており、米国企業全体では10人超、ヘルスケアなどの
業界では13人に上ります5。このようにスパン・オブ・コント
ロールが増加することによって、リーダーは優れたコーチ
役（厳密にはスーパーバイザーではありません）であるこ
とが必要になります。このコーチ役は、能力の高い人材
を惹き付け、意欲を引き出し、組織に定着させる能力のあ
るリーダーを指します。担当する人数の問題ではありま
せん。また、協働する能力もリーダーシップにとって重要
なスキルとなっています。というのも、企業が垂直統合型
の組織からネットワークやエコシステムへと急速に進化を
続けていることを受けて、リーダー層にはジェネレーション
や地域、機能、社内チーム、社外チームの枠を超えて協
働するなど、新しい形の協力姿勢が強く求められている
のです。

また、高齢化という人口構成の変化もさまざまな方向性
に影響を与えています。企業によってはリーダーシップの
人材が不足したり、若年層にリーダーシップの機会が
巡ってこないといった問題が生じています。シニアリー
ダーが自らの職責を後進に譲り渡すことに消極的な企業
の場合には、HRは前途有望なリーダーのために育成を
促進するソリューションを開発する必要があります。例え
ば、将来性の高い従業員向けのキャリアマネジメントを導
入する、幅広いジェネレーションからなるリーダーシップ
チームを構築する、また、若手のリーダーに対して他の機
会を提供することで事前に経験を積ませるといったこと
が考えられます。その目的は、若手リーダーと経験豊富

多くの企業はなぜリーダー候補を
発掘・育成することが困難なの 
でしょうか。

図1．リーダーシップ：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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なリーダー双方の強みとスキルを活かした、イノベーティ
ブで新しいリーダー人材からなる充実したパイプラインを
構築することです。

しかし、多様なリーダー人材に向けた投資をほとんど、
あるいはまったくしていないと回答した企業が59％に上っ
たのは意外な結果でした。また同様の結果はミレニアル
世代（59％）と女性（49％）に対しても見られました。こう
した投資は企業が（学習能力が高く概念的思考に向い
ている）ミレニアル世代のリーダーと、（模範的な行動と影
響力に加えて組織に関する貴重な知識が豊富な）50
代、60代のベビーブーム世代のリーダーの強みを生かす
上で極めて重要です。ですから、各レベル、各職責にい
るリーダー人材の強みを融合し、構築することが課題とな
ります。

この点から重要な質問が導き出されます。つまり、企業
には今日求められる新たなリーダーを受け入れる準備が
整っているのでしょうか。新しい世代のリーダーを受け入
れる、あるいは少なくともそうした人材が誕生するような
環境を整えている企業はまだ多くはないと思われます。し
かし、今日のリーダーを見てみましょう。CEO就任時の年
齢は、Googleのラリー・ペイジ氏が38歳、Petsmartの
デビッド・レンハード氏は43歳、GameStopのポール・レイ
ンズ氏は46歳です。この新しいタイプのCEOはみな、前
任者よりも若く、よりグローバルに活躍し、よりデジタルに精
通しています。彼らは実力で出世し、多くは一気に現職
を追い抜き、ビジネスに変革をもたらしました6。

しかし、リーダーがもたらすインパクトは極めて大きいた
め、世代を交代させればいいというものではありません。
組織構造が平坦化し、分散化することに伴い、企業に
は、個人としてまたチームの中で成果を挙げる、つまり自
分ひとりで活動することはもちろん、2～3人の仲間で協力
し合えるようなリーダーを育成するための優れた戦略が
必要となります。

この取り組みに重要な点はリーダーシップに関する体
系的な思考です。各種ベンダーが提供するプログラムを
組み合わせただけのポートフォリオ型のアプローチでは、
リーダーシップ開発の一貫性を図ることはできず、あるい
は将来のリーダーが現在のチーム志向の組織を主導し
ていくために必要な研修を受けられない可能性がありま
す。非常に優れたリーダーを発掘・育成するためには、
以下のような、より厳密なプロセスが必要です。

•	 エビデンスとアナリティクスを活用し、埋もれている
ゲームチェンジャーを発掘する。

•	 オンラインツールの利用を拡充して、企業が将来性の
高い従業員をキャリアの早い段階で特定するととも
に、リーダー候補を世界中から発掘できるようにする。

•	 キャリアを積んだリーダーをうまく活用して、次世代の
リーダーとチームを組み、メンターとなって育成する。

•	 組織全体のタレントを効果的に評価できる総合的な
リーダーシップ・システム（研修パッケージを寄せ集め
ただけのものではない）を開発する。将来性の高い
従業員にフォーカスして研修を実施する。リーダー
シップの役割の中で活用するスキル、経験、インサイト
を習得できるように若手リーダーに機会を与える。

リーダーシップのあらゆる側面（戦略や評価からリー
ダーシップ開発、プログラム評価まで）が、一定の厳密性
とデータの活用をもって実施される必要がありますが、現
在、ほとんどのリーダーシップ・プログラムがそうなってい
ません。

第一線の企業から得る教訓

グローバル・インベストメント・バンクとして各種金融サー
ビスを提供するマッコーリーグループは、2012年にリー
ダーシップ開発プログラム
を見直しました7。その目
的は、リーダーシップ・プロ
グラムの内容が今後も
ディレクターレベルの能力
構築に確実につながるよ
うにすることでした。それ
によって複雑かつ急速に
進化する市場で新たな
機会を発掘・利用することが可能になります。そこで同
社はグローバルリーダーシップ開発エクスペリエンスにお
いて最高クラスのものを設計し、展開することを目指しま
した。新しいプログラムが焦点を当てたのは昇進スピード
の早いリーダー人材で、彼らのその視野を広げることに
重点を置きました。そしてビジネス志向で非常に実践的
なものであると同時に、科学的根拠と厳密なラーニング
手法に基づくものである必要もありました。

6カ月に及ぶ分析とデザインプロセスの後、同社は2014
年初頭にパイロットプログラムを開始しました。プログラム
を受講したのは、欧州、アジア、オーストラリア、米国にあ
る同社の主要中核都市で活動する主だったアソシエイト・
ディレクターです。同プログラムは12カ月間に3日間のワー

クショップを2回実施するもので、そのほかにマンツーマン
のコーチングセッション、360度評価、スキルに基づくボラ
ンティア体験などが提供されました。

同社社員には知的意欲をかき立てられる実践的な学
習を強く好む傾向があることから、アソシエイト・ディレク
ター対象プログラムは、同社リーダーにとっての強力なメ
ンタルフレームワークと日常業務にすぐに利用できるツー
ルになりました。このプログラム成功のカギとなったのは、
受講者に一般的な答えを教えるのではなく、自分独自の
問題の解決に役立つ本人への質問を指導したことでし
た。つまり受講者はどう行動するかではなく、どう考える
かを学んだのです。同プログラムのキャッチフレーズは

「Think. Lead. Act.」です。「方向づけ」、「インスピ
レーションに満ちたリーダーシップ」、「協働」などの6つの
中核能力を中心にしたラーニング・アプローチは柔軟か
つイノベーティブなため、その内容を容易に各事業分野
や地域拠点で応用することができました。

2014年以降、500名以
上のアソシエイト・ディレク
ターがこのプログラムに参
加しています。受講者と
会社の両方から圧倒的
な高評価を得ており、同
プログラムの業務志向で
認知的な開発アプローチ
が従来の静的アプローチ

と比べてはるかに効果的であることを示しています。受
講者は新たに習得した知識を自らの役割に直ちに応用
することができると報告しており、これによりディレクターは
業務上の優先事項に集中することができます。また、同
社が最近実施したグローバルスタッフ・サーベイで、同プ
ログラムの修了者は、受講していない同僚と比較してキャ
リアアップや開発機会に対する姿勢が著しく前向きである
ことが明らかになりました。

アソシエイト・ディレクター対象プログラムの成功を踏ま
え、同社は2015年にディビジョン・ディレクターを対象とす
るプログラムを設計し、試験的に実施しました。同プログ
ラムはアソシエイト・ディレクター対象プログラムの高度に
実践的なアプローチを基盤に、シンプルで覚えやすいコン

厳密な分析とエビデンスは、
リーダーシップ開発プロセス
の各ステップに情報として
提供する必要があります
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セプトを通じて受講者の思考を広げようというものです
が、同時に新しいラーニング・イノベーションもいくつか組
み入れています。

その中の一つ、「ラボベース」のラーニング・アプローチ
の場合、受講者はグループで課題に取り組み、それを同
じ部屋にいる複数のコーチがサポートします。ディビジョ
ン・ディレクター対象プログラムも受講者同士の関係を深
めるように作られており、各ディビジョンに関する総合的な
理解を深めるとともに、業務上のシナジー効果やクライア
ントに関する潜在的な機会を発掘することができます。

何から始めるか

•	 リーダーシップ開発戦略を新鮮な視点から綿密に
検討する：
多くの企業がこれを出発点として最も適切と考えてい
る。回答者の約3分の2（61％）が過去1年にリーダー
シップ戦略を更新または現在その作業中であると回
答。現行の戦略を新たな目で見直すことが最も重要
と思われる。例えば、現行の戦略は会社が現在から
将来にかけて必要とするインパクト、成果、リーダー
シップ・パイプライン、リーダーの力量を充実させること
になっているのか問い直してみる。

•	 幅広く厚みのあるリーダーシップを目指して手段
を講じる：
多くの企業がリーダーとリーダーシップの定義を広げ
る努力をしているが、ほとんどのケースで不十分で
ある。将来のリーダーシップ層は組織の垣根を越え
てチームやネットワークしたチームを拡充する必要が
ある。

•	 エビデンス、データ、アナリティクスに基づくリー
ダーシップ・プログラムを構築する：
データから得たインサイトは、成功するリーダーに共
通するDNAを企業が把握する上で役立つ。リー
ダー候補者の発掘、育成、コーチング、キャリアアップ
などのリーダーシップ開発プロセスのすべてのステッ
プにおいて、厳密な分析とエビデンスを情報として提

供する必要がある。リーダーシップ・プログラムは、そ
のインパクト（プログラムがリーダーを強化する能力と
そのリーダーがもたらす成果）によって評価し、現在
多くのプログラムが採用している「楽しく学習する」こ
とを重視するエデュテインメント方式は、一刻も早くや
めることが望ましい。

•	 リーダーシップ能力の幅と厚みを増す：
リーダーは今、従来型のリーダーシップ能力と新たな
スキルの両方が求められている。将来のリーダーを
発掘・育成する方法としてはローテーション式のプロ
グラムが有効と思われる。また、各部門や業務にまた
がるストレッチ・プログラムや非伝統的な領域（社会・
非営利セクターなど）における同プログラムが、新しい
リーダーを育成し、試す機会を提供することもある。

•	 リーダーチームを発掘、育成する：
多くの企業にとって重要な目標は、幅広いジェネレー
ションや物の見方からなるリーダー人材をまとめた、新
しい形のリーダーシップチームのモデルを開発するこ
とである。これは多くの組織にとって新しい焦点で、
今後、組織がリーダーチームと、チームの意欲を引き
出し、主導していくことができるリーダーの両方を必要
としたときに、極めて重要となる。

•	 若く多様なリーダーに注目する：
できるだけ早い段階で有能なリーダーを発掘すること
が、リーダーシップ候補層の厚みを増し、劇的な変革
を推進するために重要である。

•	 リーダーシップへの投資を再考する：
リーダーシップ・プログラムへの投資を増やすだけで
は十分とはいえない。リーダーシップへの投資から大
きなリターンを得るためには、効果が期待できるもの
に的を絞って集中的に投資しなければならない。リー
ディングカンパニーはエビデンスと成果に注目し、競
合企業よりも多額の資金をより賢明な形で投下して
いる。

結　論

当社は過去に「overwhelmed employee8（精神的に圧倒され、強いストレスにさらされている従業員）」
について取り上げました。現在では、そのテーマは「overwhelmed leader」に代わっているといえます。
つまり、早い段階で新しいリーダーを発掘し、適切に育成する必要性が浮き彫りとなっています。

組織のリーダーシップ戦略やパイプライン、プログラムはその役目を果たしていますか。この質問に対す
る過去数年の調査結果からは、肯定的な答えは見えません。長年にわたるリーダーシップの問題の解決
に向け、企業は次のような質問を自らに厳しく問う必要があります。
会社の中で真のゲームチェンジャーは誰なのか？　会社は現在のリーダーと同じような思考を持った人材
を昇進させる傾向がないか？　現在のリーダーは、将来性のある人材が誰であろうと、またどこにいよう
と、その人材を発掘し、育成するために綿密な分析を実施しているか？　チームの有効性を引き上げるた
めにリーダーはどのくらいの時間を費やしているか？　リーダーシップ・プログラムの戦略、焦点、厳密性
は将来のニーズ、スキル、課題に対応しているか？
こうした質問に答えることによってのみ、組織は現在だけでなく将来の競争に必要となるリーダー人材を
効果的に育成する方法を見いだすことができるのです。
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事業の成功に組織文化（現場での仕事の仕方を決定
付ける価値基準、信念、行動指針）以上に影響を及ぼ
す要因はありません。HRもビジネスリーダーも組織文化
と業績の間に強い関連性があることを理解しています。
回答者の10人に9人弱（87％）が組織文化は「重要」、
54％が「非常に重要」と回答しており、昨年度より9ポイン
ト上昇しています（組織文化の重要度に関する地域別、
主要国別の評価については図1をご参照ください）。

組織文化は、組織体制や経営戦略、ミッションステート
メントによらず、実際の仕事のやり方を決める（誘引す
る）、明示的な報酬と暗黙的な報酬をあわせた概念とい
うことができます。多数（本年度サーベイでは50％超）の

企業が現在、労働市場の変化と競争激化に対応して自
社の組織文化の変革に取り組んでいます。

ネガティブな情報が瞬時に駆け巡り、組織文化が広く
公開され、採用ブランドに直接結び付く時代となった現
在、リーディングカンパニーは、組織文化が市場での競争
優位になるように、その醸成・管理にあたっています。一
部の企業が、優秀なエンジニアを採用したり、常にイノ
ベーションを生み出したり、成長をし続けたりする一方で、
他の企業では、いつも組織の立て直しをしているようなこ
とを不思議に思ったことはないでしょうか。その違いの大
部分は、組織文化の違いによるものなのです。

•	 組織文化はHRだけの課題ではなく、ビジネス上の課題である。CEOや経営陣は、自社の組織文化に対する
責任があり、HRは、インフラ整備、人事運用、評価・調査を通じて、CEOや経営陣のその責任を支援しなけ
ればならない。

•	 組織文化の重要性は広く認識されているものの、まだ十分に理解されているとは言えない。多くの企業が
組織文化を測定することが難しいと考えており、それをコントロールするとなるとなおさらである。自社の
組織文化を十分に理解していると回答した回答者はわずか28%で、自社には「適切な組織文化」があると回
答した企業はさらに少なく19%だった。

•	 組織文化は変革期の成否のカギを握るといえる。買収、合併、成長、製品サイクルは、組織文化と事業の方
向性が一致しているか否かでその成否が決まる。

組織文化
文化を醸成し、戦略をドライブする

組織文化は2016年のサーベイで最も重要なビジネス上のテーマの一つに挙げられてい
ます。CEOやHRリーダーは、組織文化が、従業員の行動、イノベーション創出、顧客サー
ビスをドライブすると理解しており、回答者の82%が「組織文化が競争優位につながる」
と回答しています。経営者の言動や人事制度が組織のパフォーマンスや顧客サービス、
従業員のエンゲージメントやリテンションに直接的に影響することを踏まえ、リーディング
カンパニーでは組織文化を醸成するために、従業員の様々な情報を活用しています。
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組織文化の重要性が明白になるのは、物事がうまくい
かないときです。例を挙げると、ある2つの大企業が昨年
合併しましたが、その後、一方の組織文化は「低コスト」、
もう一方は「質の高いサービス」であることが判明しまし
た。マネジメントチームが時間をかけて綿密に社内全体
の業務プロセスを診断し、再定義するまでの数カ月間、
従業員は一貫性のないメッセージに混乱させられました。

組織文化の重要性とその問題が招く結果を踏まえ、多
くの企業が組織文化の定義とそれを方針として打ち出
すための「マニフェスト」の発表に積極的な姿勢を見せ
ています。Netflixが自社の組織文化を説明したプレゼ
ンテーション資料2は、事例として頻繁に利用されており、
2009年以降そのダウンロード数は1,200万回を超えてい
ます3。その資料では、同社の組織文化を、従業員に対
する高い期待と魅力的なエンプロイー・エクスペリエンス
を統合したものとして描かれています。すなわち、休暇に
制限がなく、労働時間も柔軟で、監督・指示も最小限と
いった寛大ともいえる労働条件によって、「成果創出への
追求」と「期待された成果創出に対する自由と称賛」を

高度にバランスさせているのです4。
金融業界も、2008年の世界金融危機の後、ブランド回

復に取り組んでおり、組織文化を強く意識しています。あ
る企業は、報酬制度や顧客満足度、規制遵守といった
テーマに関する講演シリーズを提供するなど、さまざまな
イニシアチブを活用して従業員が「銀行のビジネスの仕
方」を理解できるようにしています。シティグループでは倫
理と組織文化に特化した委員会を設置し、実際の職場
での倫理上のジレンマを詳述したウェブベースのビデオ
を導入しました。Bank of Americaは、従業員が問題
や懸念事項を報告・上申できるように組織文化を変革す
るとともに、現在行っている研修にリスクに関する「ブート
キャンプ」を取り入れています。またWells Fargoでは、
従業員サーベイの結果を集め、組織文化に関する現在
の傾向と潜在的に弱い領域の理解に努めています5。

新たに組織文化の評価ツールを提供する業界も出てき
ており、企業は様々なモデルを活用して自社の組織文化
を診断することができます6。ところがこうしたツールが普
及しているにもかかわらず、自社の組織文化を十分に理

解していると答えた企業は12％にすぎません7。しかし、
HRが手助けできるのはその点です。企業が自社の組
織文化の理解と改善に努める中、HRの役割は組織文
化をモニタリングする能力、醸成する能力を高めることで
す。組織文化の変革方法を理解し、それを主導する組
織力を強化することは可能です。そして、この取り組み
に力を発揮するのはHRの当然の役割です。

業務の分散化が進み、組織がネットワーク化された
チーム（networks of teams）に移行する中で、組織
文化は従業員を結びつけるとともに、従業員同士がコ
ミュニケーションや協働をする際の手助けとなります。組
織文化を適切に管理できれば、全世界で業務の一貫性
を担保することにつながります。一方、HRは組織全体
のみならず社外的にも、自社の組織文化の伝道者であり
監督者としての役割を担っています。組織文化が明確
に定義されると、どのような人材を採用し、昇進させ、ど

のような行動が報賞や昇進につながるかといったことも
定まります。

組織文化を効果的な形で理解し、管理するためには、
ビジネスリーダーとHRリーダーが協働し、以下のような
難問に答える必要があります。

•	 これまでよりもインパクトのあるカスタマー・エクスペリ
エンスやエンプロイー・エクスペリエンスの機会をどの
ように創出し、また、継続して提供していくのか。

•	 自社の業績管理や報酬体系はどの程度、組織文化
の強化や改善につながっているのか。

•	 教育・人材育成を重視する組織文化を構築するた
めに、一時的に生産性が下がっても構わないか。

本年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド・レポートでは、過去のレポートと異なり、「組織文化」と「エンゲージメント」
を別々のテーマとして扱っています。その理由はこの2つの課題が密接に関係しているものの、両者の違いは大きく、その重
要度が高まっていることを踏まえ、個別に明確に定義されたアプローチを用いて取り組むことが適切であると考えたからです。

組織文化は、「組織がどのように動くか」と表現することができます。具体的には、価値基準、信念、行動様式、報酬など、従業
員の日々の行動に影響するものが含まれます。これを推進するのは経営陣であり、経営陣の様々な言動を通じて、会社の中に
深く定着することになります。組織文化にはあらゆる行動が含まれ、中には業績を向上させるものもあれば、そうならないも
のもあります。組織文化は、現在ではCEOレベルの課題であり、戦略推進のために測定・改善が可能です。

これとは対照的にエンゲージメントは、「組織の動き方をメンバーがどう感じているか」ということを意味し、従業員の会社と仕
事に対するコミットメントレベルを示すものです。当社モデルではエンゲージメントには大きく5つの領域が含まれます。すな
わち、有意義な仕事、マネジメントの言動、職場環境、能力開発と成長の機会、リーダーシップに対する信頼です1。エンゲージ
メントが低いと、従業員は不安を感じたり、コミットメントが下がったりするため、その結果、離職率の上昇、業績の低下、イノ
ベーションや顧客サービスレベルの低下が起こります。現在は、企業のエンゲージメントレベルを詳細かつリアルタイムで測
定したり、職場環境を継続的に改善することを目的として、具体的・実践的な情報を提供したりできるようになっています。

組織文化とエンゲージメントは関連しています。組織文化と経営戦略が明確に一致したものであれば、それを心地よく感じる
人材を引きつけ、高いレベルのエンゲージメントを引き出すことになります。逆にいうと、エンゲージメントを向上させるプロ
グラムによって、組織文化の問題が発見されることは多々あり、その結果、会社と経営陣は自社の価値基準、インセンティブ、
組織構造等を見直す必要に迫られます。組織文化とエンゲージメントのいずれも、その理解、測定、改善のためには、CEOレ
ベルでのコミットメントとHRの強力なサポートが必要です。

図1．組織文化：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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第一線の企業から得る教訓

組織文化は合併・買収や会社分割といった大きな変
革が起きるときに特に重要になります。というのも新しい
組織文化を醸成する機会となるからです。

米国カリフォルニア州パロアルトに本拠を構えるグロー
バルテクノロジー企業HP Inc.の例を取り上げます。同
社は2015年11月1日、Hewlett-Packard Co.の会社
分割により、Hewlett-Packard Enterpriseとともに誕
生しました。この会社分割を絶好の機会と捉えた同社
は、セールス部門のカルチャーを見直し、6,500名以上か
らなるグローバル・セールス・チームの好成績につながる
組織行動を支援できる環境を整えました。具体的には、
同社では、あらゆる地域のセールスの役割や具体的な行
動を定量的に評価するために、体系的なアプローチを採
用しました。そして、実際の行動や能力、報酬の複雑な
関係性を分析することにより、優秀なセールス、マネ
ジャー、そしてチームを生み出すための有益なインサイト
を得ることができました。この多面的な分析による調査結
果があったことから、同社のセールス部門トップは、文化
変革に着手する際のグローバル会議においてコミットメン
トを示すことができました13。

もう一つの事例は、2015年7月に電子決済サービス部
門のペイパルをスピンオフしたeBayです。同社はスピン
オフを契機に、自社の組織文化を見直すとともに、積極
的に管理できるアプローチを導入しました14。同社の
CEOは自身を「チーフ・カルチャー・オフィサー」であると
宣言し、これによって自ら変革を推進していくことを明ら
かにしました。会社が新体制になった初日には、新しい
社是と、ブランドをより重視し、独創的で力強い職場環境
を構築することを視野にいれた5つの価値基準が発表さ
れました。同社は今、新たな価値基準に基づき、望まし
い組織文化を現実化しようとしています。価値基準は、
定量的なアプローチでモニタリングされ、その評価と発信
に用いられています。具体的には、同社の組織開発チー
ムとデータサイエンティストが、新たに構築された5つの価
値基準にマッピングされた50以上の文化的特性に関し
て、従業員エンゲージメント調査を定期的に実施し、新し
い価値の強みや浸透度合について測定しています。こう

して集めたデータに、業績指標を合わせて、価値基準の
順守がどの程度事業にインパクトを与えているか評価し
ます。

また、同社従業員の意見と外部の意見を比較するた
めに、アナリストは記事やGlassdoorのコンテンツについ
て主題分析と自然言語解析を行い、同社の組織文化が
外の世界でどのように受け止められているのか、データ
に基づく理解を深めています。こうした取り組みの結果、
同社は組織文化の要素を数値化するとともに、社内外の
人間が同社をどのように見ているのか、より正確に把握で
きるようになりました。

LinkedInなどのソーシャルメディアのプラットフォーム上
で絶えず議論され、形成され、評価されているのです8。

自社の組織文化を積極的に管理・変革するために行
動を起こしている企業もあります。

•	 Nordstormはピープル・ラボ・サイエンス・チームを
編成し、トップタレントを引きつけるとともに、Tableau 
softwareやMicrosoftといったテクノロジー企業に
勝てる小売店となるための組織文化を定義し、醸成
しようとしている。当チームは、同社の組織文化の特
定と強化のためのプログラム設計に、様々な専門領
域を組み合わせたアプローチを採用している9。

•	 Starbucksは、従業員の目に映る自社の組織文化に
対する客観的な意見を収集するために、ソーシャルメ
ディア上の数千もの書き込みを分析し、組織文化の
強み・弱みに対する具体的な対策を講じた10。

•	 Securitas Belgiumは、組織文化を体現する具体
的行動を定めるとともに、マネジャーレベルの150名に
対して、現状分析を踏まえた詳細かつ測定可能な変
革プランを作成した11。

•	 巨大ソフトウェア企業のSASは、Great Place to 
Work Instituteが選ぶ「働きがいのある会社」ラ
ンキングで1位に選ばれた。また、37期連続で最高益
を更新している高成長企業でもある（2012年度の利
益は28億ドル）。同社では信頼を組織文化の重要な
特性と捉えており、信頼に関するさまざまな要素（コ
ミュニケーション、尊重、透明性、一人の人間としての
扱い）について定期的に従業員サーベイを実施して
いる12。

企業が自社の組織文化を明確に理解し、変革の方向
性を決定してから、行動までを迅速に行うことが重要とな
ります。議論を行動に移すことが“組織文化改革の動き”
を作る唯一の手段です。組織文化の変革を考えている
のであれば、今すぐ開始してください。多くの企業がすで
に始めています。

•	 組織文化に関するどのような問題が、不正行為や損
失、コンプライアンスなどの問題の背景にあるのか。
違反者に対する罰則や良識ある行動への賞賛は十
分に行われているのか。倫理的な行動を奨励するた
めに、不適切な行動につながる組織文化を変えるこ
とが必要か。

•	 買収・合併の場合、問題となる前に、統合を妨げる組
織文化の壁（違い）を特定し、対応するためにはどう
すればよいか。

•	 競争が激しい今日の労働市場環境において、自社の
採用ブランド、すなわち、トップタレントを引きつけ、採
用し、定着させる力に組織文化はどのように影響を与
えているのか。

CEOをはじめとする経営陣は、HRと協力して、組織
文化を管理するために実践的でデータに基づいたアプ
ローチを取り入れる必要があります。また、組織文化をモ
ニタリングし、そして強化するために、企業は定期的に従
業員の行動を評価するとともに、人事制度や業務遂行
ルールを見直す必要もあります。

組織文化を把握する新しい方法が数多く策定されて
おり、企業は組織文化の課題に精緻かつ体系的に取り
組むことができます。従業員エンゲージメントが社内外の
フィードバックツールによって変化を遂げつつあるように、
組織文化も現在は“見える化”されています。事実、多く
の企業の組織文化が、誰もが参加できるGlassdoorや

組織文化の重要性とその問題が 
招く結果を踏まえ、多くの企業が 
組織文化の定義とそれを 
方針として打ち出すための 

「マニフェスト」の発表に積極的な 
姿勢を見せています。
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Endnotes何から始めるか

•	 組織文化を人任せにしてはいけない。CEOのトッ
プ・プライオリティである：
経営陣は自社の組織文化の価値を明確に理解し、
経営戦略との関係性を定義し、その醸成に責任を持
つと同時に、自らの行動が望ましい組織文化の強化
につながっているか分析する。

•	 現在の組織文化と望ましい組織文化の双方を 
理解する：
ビジネスリーダーは、現行の各業務プロセスを綿密に
検証し、望ましい組織文化と一致するプロセスと変革
が必要なプロセスを特定する。そのためには、そうし
たプロセスにつながった価値基準と行動特性を明ら
かにすることから始める。多くのHRが望ましい組織
文化に関するビジョンを伝達するチームを編成してい
るが、こうして編成されたチームは、必ずしも組織文
化の変革プログラムを行動特性や経営戦略に結び
つけて考えているわけではない。

•	 目指す組織文化が定着しているか判断するため
に検証する：
経営陣は従業員に対して、組織文化が具体的な意
識と行動であって、従業員と外部との間の目に見える

「タッチポイント」として明確に認識され得るものである
ことを繰り返し伝える。それによって、全社的な組織
文化の変革を常に推進することができる。

•	 組織文化を測定する：
実証的手法を利用して、従業員の意識や行動を把
握する。測定の結果、現在の行動が望ましい組織
文化の価値基準と矛盾することが明らかになった場
合には、プログラムを改良して組織全体にあるべき組
織文化を伝達する。その活動を主導するのはHR
である。

結　論

HRは組織文化の変革を推進する上で明確かつ能動的な役割を担っており、優れたHR組織はすでにその役割
を組み入れていますが、組織文化の問題はトップレベル、すなわち経営戦略に責任を負うリーダーが主管する
必要があります。CEOは経営戦略の最終責任者であるのと同様に、組織文化の最終責任者でもあるのです。

つまり、リーダーは自らの信念や行動が自社の組織文化を推進する要因であることを理解しなければなりませ
ん。「新たな組織」では、経営層が経営戦略を支援する上で必要な行動を強化しながら、組織全体の問題に対
処するときと同じように、組織文化の変革を推進する必要があります。まずは、組織文化の変革に向けては、
変更が必要な業務プロセスを特定することから始め、次に新しいツールを活用して、経営目標との整合性を目
指して組織文化を測定・管理します。
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組織文化と同様に従業員エンゲージメントはCEOレベ
ルでの課題となっています。企業は現在、「働きがいのあ
る会社」ランキングで上位に選ばれることで競っており、
ソーシャルメディアを注意深くチェックしています。エン
ゲージメントを高めるための取り組みの中で、優れた執務
環境の設計やフレキシブルな福利厚生の提供、優れた
組織文化の醸成を巡る競争は激しくなっています。本年
のサーベイでは10人中9人弱の経営者（85％）がエン
ゲージメントを自社の優先課題として「重要」（38％）、また
は「非常に重要」（48％）であると回答しました（エンゲー
ジメントの重要度に関する地域別、主要国別の評価につ
いては図1をご参照ください）。

組織文化に関する章では、組織文化とエンゲージメン

トの関係と違いを明らかにしました。組織文化は「組織が
どのように動くか」であり、エンゲージメントは「組織の動き
方をメンバーがどう感じているか」を表しています。エン
ゲージメントは能動的な方法で継続的に測定することが
可能ですし、むしろ、そうすべき職場生活の一側面と言
えます。エンゲージメントは、組織の未来を示すものです。
すなわち、その会社の健全性を測る指標であるとともに、
将来の課題や変革に対する従業員の反応に関して、そ
の可能性を評価できる重要なヒントにもなるのです。

エンゲージメントを重視する姿勢が高まっている要因は
3つあります。1つは優秀なミレニアル世代の獲得競争が
激化していることです。ミレニアル世代の多くは会社に対
してそれ以前の世代のような忠誠心を持っていません。

•	 従業員エンゲージメントは、各レベルのリーダー、とりわけCEOにとってビジネス上の必須要素であり、年に
1回の測定で一瞥して済むものではもはやない。

•	 従業員の意見を頻繁に評価するためのツールが豊富にあるにもかかわらず、回答企業の64%が現在でも
従業員エンゲージメントの測定を年に1回しか行っていない。

•	 現在はエンゲージメントに対する説明責任をマネジャーやリーダーが担っているが、ビジネスリーダーが将
来的な判断を下したり、従業員の声に耳を傾ける組織文化を推進したり、人事制度を従業員のエンゲージメ
ントやリテンションにつながるものとしたりするためには、HRが主体的・かつ継続的にビジネスリーダーに
必要なデータを提供していく必要がある。

エンゲージメント
いつでもどこでも

従業員エンゲージメントは、本年も企業にとって大きな課題であることに変わりはなく、48%の回答者が「非常
に重要」と回答しています。現在の、多様で、幅広い世代で、流動性の高い従業員からの要求と期待に応えるた
めには、よりフレキシブルで、かつ従業員中心の職場環境が求められますが、企業はその構築の必要性にようや
く気づき始めたところです。本年の調査では、従業員の声に耳を傾けること、従業員の健康と幸せ、職務の再設
計、従業員エンゲージメントの全社的・階層別分析に強い関心が集まっていますが、これらは、当社が「simply 
irresistible（圧倒的に魅力的）」と定義する組織が具備すべき要件に含まれています1。
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2つ目は、あらゆる企業がビジネスをデジタル化することに
伴い、技術スキルや専門スキルのある人材を獲得する必
要に迫られていることです。3つ目は、企業の採用ブラン
ドが今では広く公開されていることです。そのため志望
者は簡単にその企業が働きがいのある会社かどうか確
かめることができるのです。

従業員エンゲージメントに対するHRの役割も変化し
ています。現在では、エンゲージメントの問題を主管する

「チーフ・ラーニング・オフィサー」や「チーフ・エンプロイー・
リスニング・オフィサー」を名乗る上級職が見受けられま
す。こうした新しい役職の誕生は、エンゲージメントに関
するテーマが広がりを見せ、HRの業務に深く組み込ま
れていることを示しています。

従業員エンゲージメント調査を何らかの形で実施して
いる企業は少なくありません。実際、本年の「グローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド・サーベイ」に回答した経

営者の64％が、エンゲージメントに関する従業員サーベイ
を実施していると回答しています。しかし、従来のエン
ゲージメントモデルの多くは、問題の全体像を見ることが
できず、時代にそぐわないものとなっています。これに対し
て現在のエンゲージメントは、インクルージョン（＝集合：多
様な人材が一つの組織に集まり協働すること）が進んだ
自律的な職場環境に対する理解を求めているのです。

例えば、現代の労働人口はかつてないほど多様化して
います。そのため、企業はときに5世代にわたる従業員や
分散するグローバルチームのほか、性別も人種も文化も
性的指向も異なる従業員を管理しなければなりません。
また、従業員の就業形態もさまざまで、正規社員やパート
タイマー、在宅勤務者、派遣社員などを抱えています。し
かしこのように多様化が進んでいるにもかかわらず、イン
クルージョンが進んだ職場環境を整えている企業はわず
か11％で、47％の企業がパートタイマーの採用を阻む組

織文化の壁があると回答しています。自社がミレニアル
世代や他の世代を職場に惹きつけることに長けていると
回答した企業となるとわずか4％です2。

あらゆることが一気に変わるような職場環境において、
これでは不十分です。

従業員が求めるものは変化しています。現代の従業
員が重視するのは、柔軟性、独創性、働くことの意義で
す。一方、企業の組織構造も変化しており、権限移譲さ
れたチームとチームのリーダーシップを一層重視していま
す。企業が必要とするリーダーを見つけにくい時代に
あって、今、求められているのは新しいタイプのリーダー、
すなわち自律的であると同時に協力的でオープンなリー
ダーです。

キャリアの性質もまた、変わってきています。かつて企
業は従業員を長期間雇用し、その従業員が将来にわ
たって成長・貢献することを視野に従業員に莫大な投資
をしていました。ところが現在では、従業員は比較的短
期間で転職するため、会社は、なるべくより早期での教
育機会を増やしたり、異動の頻度を増やしたり、継続的
な昇進・昇格の機会を与えたり、自身のキャリア形成を支
援できるツールをもっと提供したりする必要があります。

エンゲージメントは、労働力とは違う観点で、様々な課
題に能動的に対応できる組織力を測る“温度計”とも言う
ことができます。そして、最近の研究により、従業員が権
限を移譲されていると感じ、自分の仕事に対して当事者
意識を持っていると、従業員のエンゲージメントが著しく
高まることが明らかになっています3。

企業はようやく従業員と雇用主との間の暗黙の契約関
係（簡単にオンラインで新しい仕事や会社を探せること）
に適応し始めたところです。この新たな現実を前に企業
は、タレントをボランティア（＝志願者）として捉え、いかに
仕事を有意義かつやりがいのあるものにできるか常に考
えざるを得なくなってきています。というのも従業員は、
LinkedInのようなソーシャルメディアを活用した就職サイ
トの世界で、新しい可能性を「いつでもどこでも」追求し
ているからです。

エンゲージメントも同様に、「いつでもどこでも」のアプ
ローチを導入する必要がありますが、有難いことに従業
員エンゲージメントを評価する新しいソリューションが次々

と登場しています。新世代の「パルス・サーベイ（短サイ
クルで項目を絞った従業員エンゲージメントの調査）」や
匿名のフィードバック・システムによって、従業員はマネ
ジャーや経営者のほか、仕事に関するあらゆる点をほぼ
リアルタイムで評価することができます。こうしたツールを
うまく使いこなすことによって、従業員の声を聞くという環
境が構築できるようになるとともに、リーダーは、社内でう
まく機能していることとそうではないことに関して、重要な
インサイトを得ることができます4。

エンゲージメントに関して、「いつでもどこでも」フィード
バックというアプローチに向けた動きは急速に進展し、従
業員エンゲージメントを測定・管理する従来型モデルを
駆逐しています。今では多くの企業が、従業員の声によ
り深く耳を傾け、新しいアプローチを試し、オペレーション
上の問題に積極的に対応することで、複雑さを増す従
業員の要求に適応しています5。

•	 世界中でコーヒーや飲食物の提供サービスを展開す
るある食品小売会社は、匿名での従業員のフィード
バックを集め始めた。そうして集めたフィードバックの
結果から同社は、ドライブスルーを担当する人材が慢
性的に不足し、そのためチームがさまざまな顧客の
間を走り回り、サービスの質の低下だけでなく、ストレ
スと時間外労働まで招く結果となっていることを突き
止めた。そこで店舗マネジャーはドライブスルー担当
を専任で設けることにより、エンゲージメントと生産性
を劇的に向上させた。他店もこれに倣って同様の措
置を講じた。

エンゲージメントは、労働力とは 
違う観点で、様々な課題に 
能動的に対応できる組織力を 
測る“温度計”とも言うことが 
できます。

図1．エンゲージメント：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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て急成長を遂げるテクノロジー企業でなければ、従業員
のエンゲージメントが高い素晴らしい職場を築くことがで
きないわけではないことを明確に表しています。

何から始めるか

•	 エンゲージメントを再定義する：
エンゲージメントとは、単に組織を働きがいのある場
所に変えることではない。チームや個人に対して手を
差し伸べ、やりたいと思える仕事をするエンゲージメン
トの高いチームを育成することである。

•	 情熱、目的意識、使命感を醸成する：
無料の食べ物や卓球台はうれしい特典だが、エン
ゲージメントの高い従業員を抱える企業は、従業員に
意義や目的、情熱を醸成することに力を入れている。

•	 3つのレベル全てに力を入れる：
エンゲージメントは、組織、チーム、個人の3つのレベ
ルで創出・測定・モニタリングする必要がある。

を提供するための戦略の中核であると認識しています。
CEOのビル・エマーソン氏が中心となってエンゲージメン
トの問題を把握し、ソリューションを構築し、HRのリー
ダーと協力することで、業界最高水準のエンゲージメント
を保っています。

同 社 が 従 業員に提 供 するツール の 1 つ に「T h e 
Quicken Loans ISMs」というカラー刷りの美しい冊子
があります9。この冊子にはシンプルで分かりやすく原則と
行動規範が書かれており、ポップなイラストによってビジネ
ス上の意思決定を説明しています。例えば、「Every 
client, every time, no exception, no excuses（常
にお客様第一。例外も弁解も認めない）」、「Obsess 
with finding a better way（常にもっといい方法を考
える）」、「Yes before no（まずはイエスのマインドセット
で）」、「Ignore the noise（余計なことに気を取られな
い）」などです10。こうした原則に説明や例がついている
ので、従業員はお客様のために適切な行動を取るよう任
されていると感じることができます。

デトロイトにある同社のオフィスはまるでITベンチャー企
業のようです。広 と々したカラフルなオフィスには誰もが自
由に使えるワークスペースが用意されており、こうした環
境で従業員は権限を与えられていると感じ、協力する気
持ちが沸き、そして成果が正当に評価されると感じます。
オフィスはまるで屋外にいるかのように設計されており、余
計な音を最小限に抑えた楽しい空間になっています。
HRリーダーであり、オフィスを設計したデザイン会社
dPOP!のCEOであるメリッサ・プライス氏は従業員から
のフィードバックと率直な意見を非常に重視しています。
「私たちは（従業員に）フィードバックを求め、それにす

ぐに対応します。それによってフィードバックとインクルー
ジョンがさらに促進されるのです11」

また同社には、保育室、フィットネスセンター、さらには
おやつまで、多くの企業にはない福利厚生が用意されて
います。記念日や誕生日、休暇のときには役員から直接
従業員にメッセージが届くほか、従業員が顧客のために
一段の努力をしたときには試合のチケットや現金、無料
招待旅行券などが贈られます。CEOのエマーソン氏が
自分の個人用電話番号を教えることさえもあります12。

Quicken Loansの例は、シリコンバレーに拠点を置い

業員の幸福とワークライフバランス実現のためのプログラ
ムを構築しなければならず、会社は一段と顧客重視を図
ろうと努力しています。ですから、エンゲージメントを巡る
問題は、単にエンゲージメントに関する指標を導入すれ
ばいいのではなく、「irresistible（魅力的）」な組織を構
築するという幅広く重要な問題なのです6。

仕事上のあらゆること、例えば、指導・評価、職場環境
や仕事で使うツール、成長と能力開発の機会、上司や同
僚との関係などが、従業員の仕事に対するコミットメント
に直接影響を及ぼすといっても過言ではありません。で
すから、従来のエンゲージメントの定義を広げ、エンゲー
ジメントを促進させる5つの要素―有意義な仕事、実践
的なマネジメント、明るい職場環境、成長の機会、リー
ダーシップに対する信頼を含めて考える必要があります。

更に、「ミッション」、「価値基準」、「社会貢献」などの
テーマもこれまでになくエンゲージメントを
促進する力になっています。事実、従業
員は会社を選ぶときに「報酬・福利厚生」
よりも「組織文化」と「キャリアアップ」を重
視しており、その差はほぼ2倍です7。これ
が背景にあって、組織文化と職場環境が
採用ブランドと従業員の意識の新たな推

進力となっているのです。「従業員の声に耳を傾ける」た
めの新たなモデルは、リーダーシップの「ビジョン」と「価
値基準」を重視したものでなければなりません。たとえ組
織がどんな問題を抱えていようとも、使命に対する取り組
みには人を引き寄せる力があります。

第一線の企業から得る教訓

収益28億ドル超を誇る米国住宅ローン会社最大手の
Quicken Loansの事業は、金融サービスの中でも特に
伝統的な領域に属するものです。しかし、リーダーシップ
重視、従業員プログラム、イノベーティブな職場環境を特
別な形で組み合わせることにより、同社は2012年から
2014年まで3年連続で、『フォーチュン』誌が発表する「最
も働きやすい米国企業100社」に選ばれました8。いった
いどうやってこのような偉業を達成したのでしょうか。

同社は従業員エンゲージメントを優れた顧客サービス

•	 あるソフトウェア会社の役員は、自社のセールス・チー
ムに毎週パルス・サーベイを実施し、次のような簡単
な質問をしている。「今週の仕事に満足しているか？
状況を改善するために何ができるか？」従業員達は実
際に改善点について提案する。役員は前の週の金曜
日に受け取ったフィードバックに基づいて、翌週の売り
上げを実際に予測することができると断言する。

•	 大規模停電の打撃を受けたある電力会社は、従業
員フィードバックとエンゲージメント・データを検討した
結果、もっと注意深く従業員フィードバックを監視して
いれば、停電を予測（かつ回避）できた可能性がある
ことを突き止めた。現在、同社はリアルタイムのテキス
ト解析ツールを活用して、各地域の現場のオープンな
フィードバックを監視している。

上述の事例は、yelp、Glassdoor、TripAdvisorな
どが世界中のあらゆる場所のフィードバックを提供してい
るのと同じように、企業も社内でオープンなフィードバック・
システムを提供し始めているということを示しています。
もっとも、全ての企業がこうした変革を行っているというわ
けではありません。意外なことに、5人に1人弱（18％）が
自社で従業員エンゲージメントを正式に測定していないと
回答しています。また、「いつでもどこでも」のアプローチ
を導入する用意がまだできていないと回答した企業も
54％に達しました。さらに、従業員エンゲージメントを月1
回以上の頻度で測定していると回答した経営者はわず
か8％でした。

エンゲージメントを単に測定すればそれでいいというわ
けではありません。エンゲージメントやリテンション、従業
員の生産性は複雑で多面的な問題です。今、従業員は
大量の仕事によるストレスに晒され、マネジャーは適切な
職場環境を構築するというプレッシャーを受け、HRは従

企業はようやく従業員と雇用主との間の 
暗黙的な契約関係（簡単にオンラインで 
新しい仕事や会社を探せること）に 
適応し始めたところです。
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Endnotes•	 最終確認：エンゲージメントに「いつでもどこでも」
取り組んでいるか：
主要なエンゲージメント・プログラムにおけるHRの最
大のチャレンジは、エンゲージメントに対する捉え方
を、年に1回行わなければならない事務作業から、エ
ンゲージメントをモニターするために「いつでもどこで
も」行われる継続的なリスニング（従業員の声に耳を
傾ける）アプローチであるとの考え方に転換すること
である。

•	 報酬とエンゲージメントを連動させる：
マネジャーは自分のチームのエンゲージメントを高め
る責任が、まず自分にあるということを理解する必要
がある。チームリーダーの報酬をチームメンバーのエ
ンゲージメントの高さに連動させれば、エンゲージメン
トの取り組みに関する説明責任に対して意識を高め
る上で力強いメッセージとなる。

•	「（雇用）継続」面談を検討する：
多くの企業が「退職」面談を実施し、退職する理由
を突き止めようとする。しかし、「（雇用）継続」面談を
行って従業員を会社に居続けてもらうために何が必
要かを探る方が、はるかに有効である。

結　論

エンゲージメントはHRだけでなく、経営陣全体の課題です。リーディングカンパニーは能動的にエンゲージメ
ントに取り組んでいます。例えば、なぜ従業員は自社で働きたいと思ったのか、あるいはどうすれば自社をよ
り魅力的な組織にすることができるのか、といったことを常に問い直しています。サーベイはエンゲージメン
トの高さを判断する上で重要かもしれませんが、エンゲージメントは基本的に、“open talent economy”に
おいて労働者を継続的に引きつけるためにどうすればいいか、という問いに戻ってくるのです。

エンゲージメントは受動的ではなく能動的です。エンゲージメントの構築は、「いつでもどこでも」行わなけれ
ばならず、そのためにビジネスリーダーが幅広いデータを活用し、分析する必要があります。HRもエンゲー
ジメントには能動的に取り組まなければなりません。リーディングカンパニーはエンゲージメントを自社の目
標に掲げており、その恩恵を享受しています。熱意に溢れる従業員を求めるのであれば、これを見習うべきで
しょう。
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世界のHRリーダーとビジネスリーダーがL&D組織内
に急速に広がる破壊的な変化に適応しようと努力してい
ることを背景に、ラーニングは本年のサーベイにおいても
重要な課題として挙がっています（ラーニングの重要度
に関する地域別、主要国別の評価については図1をご参
照ください）。昨年、変革を求める声が急速に高まった背
景にはいくつかの要因が考えられます。

第1は、CEOとCHRO（最高人事責任者）のほぼ全
員が、自社のスキル開発のスピードが遅く、リーダーとして
のキャリア開発も不十分と考えていることです1。現在の
競争の激しいグローバル経済とタレント市場において、経
営者は自社のスキルを常に向上させ、リーダー人材を迅
速に構築しないと、経営計画が実行できないことを理解
しています。現在の事業環境下でラーニングは、従業員
のエンゲージメントを高め、トップタレントを獲得・定着さ
せ、長期的なリーダーシップを構築する上での重要な

ツールです。
第2は、常時接続が可能な携帯端末の普及によって、

誰もがいつでもどこでも学習できるようになったことです。
従業員は今では、ほぼすべての講座をオンラインで受講
したり、必要なスキルを素早く習得するために専門家によ
る動画やポッドキャストを探したり、データサイエンスといっ
た新しい分野の学位すらも、職場を離れず、あるいは自
宅やカフェで取得できるようになりました。このような消費
者中心の学習という新たな世界では、L&D組織ではな
く従業員がラーニングの主導権を握っているのです。

第3は、全従業員は「ラーニングカーブこそアーニング
カーブ2」であると認識しており、自分のニーズとスケジュー
ルに合ったダイナミックな学習機会を求めていることです3。
ミレニアル世代などの若手従業員は自律型の学習環境
の中で育っています。従って、こうした学習機会を自らの
職業生活やキャリアの一部として期待しており、それが適

•	 本年のサーベイでは10人中8人強（84%）のエグゼクティブがラーニングを「重要」（40%）または「非常に
重要」（44%）な課題と回答。

•	 全ての階層の従業員がダイナミックで自律型の継続的学習の機会を会社に求めている。

•	 従業員を主役とした学習・人材開発への転換が強まっているにもかかわらず、多くの人材開発組織（L&D）
は、内向きで旧式のプラットフォーム・考え方から抜け出せないまま悪戦苦闘している。

ラーニング
従業員を主役とした学習・人材開発へ

学習・人材開発の質の向上に対する組織へのプレッシャーは強まっています。しかし、技術の進歩や人口構成の
変化が進み、競争に勝つために従業員の継続的なスキル向上が求められる中、企業によるラーニングは大きく変
貌を遂げる必要が出てきています。上記のような様々な要因を背景に、企業は従業員を主役とした学習・人材開
発と、学習する文化の全社的な醸成を実現する新たなあり方を見つけ出すことが迫られています。本年のサーベ
イで明らかになった大きな変化は、人材開発を目指す社内の教育・研修プログラムから、自分で自分を成長させ
るイノベーティブなプラットフォームへの転換です。
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流れに乗ることができず、外部のプラットフォームを自社の
従業員のラーニングに取り入れることができていない状
況です。もっとも、デロイトのサーベイによると、さまざまな
外部の学習機会が社内でのラーニング開発にインパクト
を与える可能性があるとして、外部機関の認定（32％）、
MOOCs（大規模公開オンライン講座）（18％）、ソーシャ
ルメディアを使った外部の自律型ラーニングなどが挙げら
れています。しかし、こうした選択肢が揃っているにもか
かわらず、61％の経営者が外部の自律型ラーニングの活
用へ移行するには課題があると回答しています。

目標はもはやラーニング・プログラムを構築することでは
なく、プログラムの先を見据えて学習体験をキュレートす
ることにあります。ですから、企業のL&D部門は（デザイ
ン思考の用語でいう）「学習体験の設計者」となって、従
業員のために魅力のあるダイナミックな学習体験を実現
し、従業員が「学習の仕方を学習」できるようにする必要
があります。

図3は、この新しい考え方とL&D組織の役割を形成す
ることになる方法の特徴をまとめたものです。このような
転換の中でHRが改革すべき最も根本的な点は、ラーニ

やアイデアがこのセクターに流入しています。ベンチャー
投資を追跡する企業情報データベースのCB Insights
は、2015年の上期だけで30億ドル以上がラーニング・教
育分野のスタートアップ企業に投資されたと試算していま
すが、そのうち10億ドル程度が法人向け市場に特化した
ツール、コンテンツ、企業に投下されています6。

こうした投資の大部分は動画やモバイル端末の学習ア
プリ、急拡大するコンテンツ市場を利用するためのツールに
向けられています。現在、従業員はCoursera、Udemy、
Udacityのほか、さまざまなプロバイダーのコンテンツを
閲覧し、必要なスキルの講義や講座、ワークショップにす
ぐにアクセスすることができます。このようなプラットフォー
ムはほぼ無料または完全無料で提供されており、従業員
はその分野の専門家とオンライン上でやり取りすることも
できます。まさに、必要な学習を必要な時に自分のスケ
ジュールに合わせてできるのです。

こうしたテクノロジーが実現するオンデマンドの学習体
験は企業の中にはほとんど見受けられず、大半のL&D
組織がいまだに利用している従来型のラーニング・プログ
ラムとは全く異なるものです。多くの企業がいまだ転換の

アーキテクチャを導入しています5。L&D組織は自らの
役割について、開発したコンテンツを単に押し付けること
ではなく、社内外の各種情報源から集めたコンテンツに
従業員がアクセスし、個別のラーニング・プログラムを構
築できるようにすることであると捉えています。L&D組織
は従業員が「学習の仕方を学習」できるように、社内の
知識共有プログラムを作成し、使いやすいポータルサイト
や動画共有システムを開発し、従業員が学習と知識の共
有を継続できるような協働体験を推進しています。

こうした取り組みはラーニング業界の中で起きている大
きな転換を活用しようというものであるともいえます。学習
管理システムを扱ってきた企業は、学習者に最新の魅力
的な体験を提供しようと、その能力を急速に進化させて
おり、その結果、新しいタイプの破壊的に斬新なプラット
フォームが登場し始めました。これを受けて新規の資金

わないのであれば転職します。本サーベイに回答した
30％の経営者がラーニングを従業員育成の第一の推進
力と捉えています。

多くの企業がこうした課題への適応に悪戦苦闘する
中、一部の先進企業は機会を捉えて、新たなラーニング
文化を促進し、従来型のモデルを覆し、従業員の学習法
を変革しています。このような企業ではマインドセットを改
め、自社のビジネスの文脈では「ラーニング」と「人材開
発」が何を意味しているのか根本的に見直しを図ってい
ます。ここではラーニングを一時的な事象ではなく継続
的なプロセスとして、また、HRだけでなく全社的な責任と
して捉えており、この新しいアーキテクチャとビジョンの中
心にいるのは従業員なのです（図2）4。

この新しいビジョンをサポートするために、イノベーティ
ブな企業のL&D組織は新たに拡大されたラーニング・

図1．ラーニング：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合 図2．継続学習モデル

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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ンを構築して、自社のラーニング・アプローチを改革するよ
う求めました。そのためにはまず同氏が中心となって、自
身の組織内のマインドセットを改革（ラーニング・プロフェッ
ショナルが主管する定期的なプログラムから従業員一人

ひとりが主管する自律的
なソリューションへ移行）
する必要がありました。そ
の結果、ラーニング・チー
ムは何を学習すべきか指
示するのではなく、何を学
習できるのか示し、リソー
スへのアクセス、ツールの
ほか、各自が自分の職務
を遂行し、キャリアをうまく

築いていく上で役立つコネクションを提供するようになっ
ています。

チームが個人に再び意識を向けるようにする上でカギ
となったのは、対象を小さなグループに分け、相手のニー

テクノロジー企業へ転換を図っている最中です7。基盤と
なるビジネスモデルが新しいビジネスチャンスや競争上の
脅威に対応すべく進化する中、同社は俊敏性を保ち、新
しい商品やサービスの流れが滞らないようにするケイパビ
リティの構築に努めてい
ます。また、従業員の多
様 化（ 4 0 ％ 超 が「 Y 世
代」）も進んでおり、従来
のラーニング・アプローチ
では従業員のエンゲージ
メントを高めることは困難
になりつつあります。

そこでチーフ・ラーニン
グ・オフィサー（CLO）兼
Global Talent Development and Organizational 
Effectiveness部門トップのジャニス・バーンズ氏は自身
のチームに対して、組織と従業員それぞれの進化する要
求を満たす対応力と俊敏性を備えた個別のソリューショ

しかし、その流れは明白です。ラーニング組織の役割は、
学習者が自身に必要なラーニングを社内外から入手す
る方法を見つけられるようにしてあげることです。もし自
社がいまだラーニングの変革に着手していないのであれ
ば、今がその時です。

第一線の企業から得る教訓

MasterCardは、伝統的な支払処理専門の企業か
ら、消費者と銀行、企業を結びつけるインフラを提供する

ングをラーニング組織が展開したい一連のプロセスやプ
ログラムとして捉えるのではく、ユーザーの日々の体験や
キャリアアップの観点から考えるということです。チーフ・
ラーニング・オフィサー（CLO）にはL&Dプロフェッショナ
ルを、従業員が修了すべき講座の単なる設計者ではな
く、ニーズが満たされていない顧客のために働くプロダク
ト・マネジャーのような役割へと指導する機会が与えられ
ています。

ラーニングの変革は壮大な物語です。多くの組織が取
り組んでいますが、その道のりはまだ序章にすぎません。

ラーニングの変革は
壮大な物語です。
多くの組織が取り組んで
いますが、その道のりはまだ
序章にすぎません。

図3．ラーニング――現在と未来

現在 未来

ラーニングは会社が提供する教育・研修プログラムである。
L&DがデザインするコンテンツとL&Dが承認する専門家
を中心に構築されている。

ラーニングは「環境」と「エクスペリエンス」である。社内の
同僚や専門家（L&Dだけではない）に加え、社外の専門家
やコミュニティが推奨したコンテンツや情報を活用する。

ラーニング環境は、各種講座が列挙されたカタログのよう
な法人向け学習管理システム（LMS）によって管理される。

ラーニング環境は消費者向けのウェブサイトのようなもの
である。動画、講座、コンテンツ、専門家へのアクセスを提
供するほか、必要なラーニングを的確に見つけることがで
きるレコメンデーションの機能も備えている。

L&D・事業・コンプライアンス部門の担当者が、従業員の
職種に応じて修了すべき講座を特定し、研修を押し付ける。

社内外のラーニングの機会にアクセスして、従業員が自ら
の意思でラーニングを進める。

会社が認めた社内研修を重視する。 デジタルコンテンツソースから外部の研修を利用する。

ラーニング・プロフェッショナルはゼネラリストで、設計か
ら開発、ロジスティクス、効果測定まですべてを行う。

ラーニング・プロフェッショナルはスペシャリストで、自分
が担当する分野に秀でている。

研修は専門家が指導する講義中心のモデルに基づいて行
われる。

研修はシミュレーションやケーススタディ、反転授業を中心
とした体験型である。

従業員は専門家の指導に基づき特定のスキルを学習する。 従業員はファシリテーションやコーチングを通して学習の
仕方を学習する。

ラーニング目標を推し進める、きめ細かく徹底的なスキル
中心のコンピテンシーを会社が構築する。

幅広いケイパビリティの概要をまとめたフレームワークを
会社が構築する。

ラーニング組織が従業員の学習内容に中心的な役割を果
たし、従業員によるエクスペリエンスや周囲との交流、従来
の「70（経験）：20（他者とのかかわり）：10（研修）の法則」
に基づく組織的な研修の提供に力を入れる。

ラーニング組織は従業員の学習内容に補助的な役割を果
たす。10%（研修）を拡大して社内外のラーニングを取り
入れ、20%（他者とのかかわり）を変更して社内外のネット
ワークを含め、70%（経験）を再定義して会社、コミュニティ、
社会での経験を含める。
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•	 開発に関する幅広いビジョンをサポートする 
ラーニング・アーキテクチャを導入する：
組織の文脈で「開発」の意味をもう一度考えてみる。
ビジョンがまだないのであれば、ビジョンを採用し、そ
れを広く発信する。

•	 継続的な学習をサポートする 
ラーニング・アーキテクチャを導入する：
資源を投じ、期待水準を定め、会社の組織文化を目
標（従業員が必要とするラーニングをキャリアのどの
段階でも必要に応じて得られるようにするという目標）
と一致させる。

•	 従業員中心の学習を推進するために 
テクノロジーを活用する：
オンデマンドのラーニング・コンテンツが提供できるモ
バイル／ソーシャル／ウェブベースのプラットフォーム
は、なくてはならないケイパビリティである。優れたシス
テムであれば、どんなタイプのデジタルコンテンツも統
合が容易で、学習者だけでなくラーニング・プロフェッ
ショナルやビジネスマネジャーもコンテンツを追加した
り、提案することができる。ただし、会社は大規模なシ
ステムに新たに投資する前に慎重に検討する必要
があり、イノベーティブなベンダーの動向をモニターし
て、効果的なラーニング・アプリケーションの構築に役
立てるとよい。

•	 改めて整合性を図り、エンゲージメントを高める：
HRとラーニングのリーダーはラーニング部門を事業
上のニーズと目標に合致させる必要がある。そうする
ことで、ラーニング・チームは従業員とのエンゲージメ
ントを再び高める機会を得ることができる。というのも
多くの場合、従業員は研修に際してラーニング部門
の方を向かず、膨大なデジタルのラーニングやコンテ
ンツの方に夢中になっているからである。

ム・アナリストは、「このツールの
活用にもっと力を入れたいと考
えています。というのも、私の
キャリアがどういったものになる
にしろ、これは必ず私について
くるものだからです」とコメントし
ています。同社が今後このプ

ラットフォームを全社的に展開していく中で、同様のフィー
ドバックが得られるものと思われます。

MasterCardは、起業家精神と権限移譲の組織文化
醸成に向けた道のりを歩みはじめたところです。しかし、
GTD部門が自らの実験的アプローチを通じて、この新
しい組織文化のお手本となったことで、GTD部門は社
内改革の重要なカタリストとなっているといえます。

何から始めるか

•	 学習する従業員に主導権があることを 
認識する：
ラーニング組織は企業が提供するラーニングをユー
ザーがどのように体験するかについて入念に検討す
る必要がある。従業員は満足していただく顧客で
あって、従来のように教室に押し込めて勉強させる生
徒ではないことを認識する必要がある。

•	 プッシュ型からプル型への転換に慣れる：
コンテンツ中心の「プッシュ型」アプローチから学習者
中心の「プル型」アプローチへの転換には、ラーニン
グ組織内で組織文化に対する考え方の転換が必要
になる。ラーニング・コンテンツやスケジュール、プラット
フォームの完全な管理を手放すことは容易なことでは
ないかもしれないが、考え方の転換を受け入れた
ラーニング組織であれば、効果の高いラーニングを全
社的に提供することが可能である。

•	 デザイン思考を活用する：
ラーニング組織はコンテンツの開発について考える時
間を減らし、月ごと・日ごと・時間ごとの学習者の体験
の方に時間を費やすとよい。

ズを理解するように努めたことでした。そのために同氏
が行ったことは、グローバル・タレント・開発（GTD）部門
のリーダー人材と、オペレーショナル・リーダーと共に仕事
をする一部のビジネス・ユニットとをアラインさせることでし
た。また、チームが新しいラーニングツールやテクノロジー
を試すことができるように権限を移譲し、効率的な作業、
失敗したときの素早い方向転換、より大きな成功を奨励し
ました。試してみて、うまくいかなくても大丈夫という考え
方―これはある意味、イノベーションという組織文化に向
けた具体的な進展の証といえます。

新しいラーニング方法を模索する中で、GTD部門の
チームは学習管理システムによって従業員に押し付ける
だけのこれまでの講座やプログラム（高成長企業ではあ
まり重視していない）から、モバイル端末によるパフォーマ
ンス・サポートや大規模公開オンライン講座（MOOCs）、
オンデマンドのマイクロラーニング、オンライン・コミュニティ
など、従業員視点のソリューションへ目を向けるようになり
ました。

同社のオペレーション＆テクノロジー（O&T）部門から
導入が始まった新しいラーニング・プラットフォームが
Degreedです。セルフサービス方式のキャリア開発シス
テムとして、学習者や専門家は自分が学習した「プレイリ
スト」を管理、さまざまな情報源やフォーマットが異なる社
内外のコンテンツを組み合わせたり、マッチさせることがで
きます。論文や動画、MOOCs、ポッドキャスト、ウェビ
ナーをすべて自分専用の学習体験の中に組み入れるこ
とができるので、重点的に必要なスキルを身につける上
で役立ちます。

O&T部門への導入によって得られたフィードバックは
成功を期待させるものです。コメントからはマネジャーとプ
ロフェッショナル双方が自分自身の開発を推進するツール
が得られたと実感していることが分かります。あるシステ

従業員は満足していただく顧客であって、
従来のように教室に押し込めて勉強させる
生徒ではないことを認識する必要がある。

結　論

社内の枠組みにとらわれた会社中心のラーニング環境から、学習者中心のラーニング環境への転換によっ
て、HRの世界で長く信じられていた考え方が一変しています。この考え方を受け入れやすいのはHRよりも従
業員の方でしょう。というのも、この新世界はすでに従業員のモバイル端末、ソーシャルネットワーク、オンラ
インを利用した生活の一部になっているからです。ビジネス／ラーニング／HRのリーダーとしては、主導権
を握っているのは学習者であるという新しい考え方を受け入れ、テクノロジーの力と多様で手に入れやすい外
部のコンテンツを活用したプログラムを改めて設計し、学習者に優れたユーザーエクスペリエンスを提供する
必要があります。
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従来のHRソリューションは、研修、パフォーマンス評
価、コンプライアンス遵守、業務手順作成を目的としたプ
ログラムが一般的であり、形式的な手続きや公式の研
修、教室で行われるイベントを中心としたものがそのほと
んどでした。こうした施策は、ある程度の効果はあります。
しかし、昨今の従業員は、膨大な数のeメールや会議、そ
の他のさまざまな業務で集中力が削がれているのが現
状です。回答企業の3分の2は、このような情報の氾濫が
事業の成功と生産性の伸びの妨げになっていると考えて
います5。本年のグローバル・ヒューマン・キャピタル・トレン

ドのサーベイにおいて、79％の経営者がデザイン思考を
「重要」または「非常に重要」な課題と評価したのも、こう

いったことが背景にあるためと考えられます（デザイン思
考の重要度に関する地域別、主要国別の評価について
は図1をご参照ください）。

デザイン思考はHRに新たな役割を与えます6。いわゆ
る「プロセスの開発者」から「エクスペリエンス・アーキテ
クト」へと変貌するのです。すわなち、HRには、職場環
境、従業員のコミュニケーション方法、マネジャーの時間
の使い方、人材の採用・育成、エンゲージメント向上・評

•	 デザイン思考とは、従業員一人一人のエクスペリエンス（＝経験）に焦点を当て、従業員中心のプロセスを構
築する手段である。そして、従業員の満足度、生産性、喜びに直接寄与する新たなソリューションとツールが
デザイン思考の成果となる。

•	 HR部門は、デジタルデザイン、モバイルアプリデザイン、ユーザーエクスペリエンスデザイン、行動経済学
など、主要なデザイン思考の概念を組織知として取りいれる必要がある。

•	 デザイン思考は重要であり、効果がある。本年のサーベイにおいて自社のHRが最高水準の価値を提供し
ていると回答した企業は、それ以外の企業のほぼ5倍の割合で自社のプログラムにデザイン思考を活用し
ている4。

デザイン思考
自社固有のエンプロイー・エクスペリエンス 

（従業員の経験価値）を創造する

従業員は、テクノロジーやアプリ、常にあふれかえっている情報に圧倒されています。当社の調査から、人間が携
帯電話をチェックする回数は全体で一日に80億回を超えることが分かりましたが1、生産性の向上が見られるとい
うわけではありませんでした2。HRは、Overwhelmed employee（情報過多に圧倒される従業員）を解放し、氾
濫する情報をコントロールできるツールや仕組みを策定するために、デザイン思考を取りいれる必要があります。
デザイン思考とは、エンプロイー・エクスペリエンスを中心においた考え方です3。デザイン思考により、HRが目
指すべき目標は、単にプログラムやプロセスを構築することから、分かりやすさ、楽しさ、シンプルさを持ったソ
リューションによって、生産的かつ有意義なエンプロイー・エクスペリエンスを作り上げることに移行するのです。
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の勤務時間や出社時間、福利厚生、休暇を管理できる
だけでなく、同僚とのコミュニケーションにも活用できる使
い勝手のよいモバイルアプリを開発しました15。また、
Dupontでは、エンドユーザーのエクスペリエンスを中心
に自社のHRポータルサイトを完全に設計し直しました。
その結果、従業員はこれまでHRの管理プロセスに費や
していた時間を大幅に削減することができました16。この
ほか、Adobe17やAutodesk18、New York Lifeでは、
採用や教育などの人事業務以外にもデザイン思考を適
用し、パフォーマンス・マネジメントやコーチングを改善し
ています。

また、特定の従業員セグメントの独自ニーズを把握する
ために、従業員のペルソナ（ユーザーモデル）を活用し始
めた企業もあります。オーストラリアの政府機関では、
HRポータルを新たに設計するにあたり、8種類のペルソ
ナを検討しました。その結果、45,000名の職員のうち
27,000名が遠隔地で働いており、組織が提供するテクノ
ロジーや機能を独自に使用していないことが判明しまし
た。フォーカスグループインタビューやサーベイを行った結
果、すべてのペルソナについて、コミュニケーションや協
働、ナレッジマネジメント、従業員自身による事務手続きに
対して、予想外かつ実践的なインサイトが得られました。
一例を挙げると、遠隔地で働く職員の最大の不満は、仕
事の予定表へのアクセス、休暇届の提出、ユニフォーム
の注文が自分のデバイスからできないことでした。こうし
たインサイトをもとにして、ポータルのデザインを決定した
のです。現在では、職員のペルソナは、同機関のオリエン
テーション・プログラムの標準コンテンツとなっています19。

デザイン思考を取り入れる企業が増えるに伴い、デザイ
ン思考の概念が、本年のレポートで取り上げた以下のトレ
ンドの多くに結びついていることが分かりました。

学を適用することがあります。人事業務の多くは、よりよ
い判断を促す行動経済学の原理を適用することによっ
て、「合理的な選択」に置き換えることができるのです9。
例えば、確定拠出型年金（401(k)プラン）の場合、会社
は従業員に10個の選択肢を与えるべきでしょうか。それ
とも運用成績トップ3を選んだ方がよいのでしょうか。この
ような「選択肢の設計」は、人事業務を容易にするととも
に、従業員にとっては楽しみが増えるので、プログラムへ
の参加が増えることになります。

デザイン思考を適用するか否かで、会社に対する見方
は大きく変わることになります。採用を例に考えてみましょ
う。非営利団体Talent Boardの調査によると、求職者
が応募手順にやりにくさを感じると、その半数以上がそ
の会社の製品やサービスに対して否定的な印象を持つ
ようになることが分かりました10。Zapposなどの企業は
優秀な人材を惹きつけ、そして、自分に合った職種を簡
単に見つけ、すぐに応募ができるように、キャンディデート・
エクスペリエンス（応募者経験）を設計しています11。

他にもデザイン思考を活用して教育施策を劇的に改善
した企業があります。Deckers Brands12、Nestle13、
Qualcomm14は、デザイン思考に基づいて、直感的・実
践的な教育プログラムを構築しました。このプログラムは、
各従業員の業務内容に応じて個別に開催されるもので、
企画側が中心となる従来のモデルとは異なります。これ
らの企業が提供する教育プログラムは、従来のものよりも
はるかに知的好奇心を刺激し、興味深い内容になってい
るため、スキル向上につながります。また、学習管理シス
テムを使わず、継続的学習を促す新しいラーニング・テク
ノロジーを活用することができます。

本年のサーベイの結果から、デザイン思考を重視し、
その適用に対する準備が整っている企業ほど、早い成
長を遂げていることが分かりました。年間10％を上回る
成長を遂げている企業の場合には、デザイン思考を取り
入れる体制が整っていると回答する割合が、成長が停滞
している企業のおよそ2倍となっています。

デザイン思考を活用した魅力的なデジタルツールによっ
て、エンプロイー・エクスペリエンスが改善するだけでな
く、HRの日常業務も効率化できます。Australia and 
New Zealand Banking Groupは、従業員が自分

成長につなげてもらうためにどうしたらよいのか。生産性
を上げるために、位置情報付モバイルデバイスをどのよう
に活用すれば良いのか。従業員の意思決定の迅速化を
図るために、絞り込んだ分かりやすい選択肢をどのように
提示すればいいのか」といったことを問い直す必要がで
てきます。

現在、デザイン思考を取り入れている企業は少なくあり
ません。例えばGEでは、「シンプルさ」を新しい経営戦
略の要諦としています8。GEでは、デザイン思考を取り入
れ、簡便なパフォーマンス・マネジメント手法、目標管理と
協働促進のためのモバイルアプリ、新たな行動指針を導
入しています。また、製品開発にアジャイル手法を取り入
れるとともに、マネジャーに対してチームが作業を減らし

（do less）、集中力を高める（focus more）ことができる
ようにする方法を指導しています。

デザイン思考の基本的な考え方の一つに、行動経済

価など、業務のあらゆる面を見直す権限が与えられま
す。あるCHRO（最高人事責任者）は、自らを「チーフ・
エンプロイー・エクスペリエンス・オフィサー」と称すること
で、この重要な役割を分かりやすく説明しています。

簡潔に説明すると、デザイン思考とは、プロセス（＝何を
行うか）ではなく、人そのものとその人のエクスペリエンス
に着目することをいいます。デザイン思考の核心は、従業
員の人となりや職場環境、課題を理解するために、働き
方を調査して「ペルソナ」や「プロファイル」を描き出すこ
とです。デザイン思考では、素早くアイデアを出してプロト
タイプ化することが重要であり、それによって、さらなるア
イデアやデジタルツール、ソリューションを生み出すことが
できるのです7。

デザイン思考をエンプロイー・エクスペリエンスに適用
するために、HRは「優れたエンプロイー・エクスペリエン
スとは一体どのようなものなのか。どんなときにも協働や

図1．デザイン思考：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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•	 見える化：
新規入社者が戦力化する過程を、ペルソナに基づく
ブループリントとして描くことで、リーダーやメンバーが
その過程をたどることができるようにするとともに、そ
の中でエンゲージメントを高めることにもつなげる。

このデザイン思考のプロセスを通じて、Telstraは、入
社後90日間のオンボーディング・プロセスで、困っている
点、ニーズ、課題に関する重要なインサイトを得ました。
調査の結果、入社後90日間をうまく乗り切った従業員は、
うまくいかなかった従業員と比べて、その後の雇用期間
全体の生産性が高いことが証明されたのです。

同社はこの調査から得られたインサイトを活用して、4
つの要素を中心とするオンボーディング・アプローチをデ
ザインしました。

•	 仲間：
個々に応じた経験を積んでもらうだけでなく、同時に
組織に早く溶け込む方法について簡潔明瞭に示す。

•	 フォーカスクエスチョン：
経営層との「ディスカバリー・インタビュー」で課題を
特定し、プログラムの目的を確認する。

•	 エスノグラフィー（民族誌学的）調査：
従業員、HR、マネジャーとの面談やフォーカスグルー
プインタビューによって、最初の90日間を通じての課
題とニーズを探る。

•	 統合：
エスノグラフィー調査から得られたインサイトと人事
データ・離職率データを比較検討し、従業員を「楽し
ませる」ことで劇的な改善が期待できるポイントと具体
的な業務を特定する。

•	 プロトタイピング：
低い精度であってもツールとソリューションをすぐに開
発し、試しながら改良することで、失敗したらすぐに
方向転換し、教訓を取り入れていく。

変化させることにかるかもしれませんが、その中心にいる
のは「人材」なのです。

John Loiko氏は『ハーバード・ビジネス・レビュー』誌
の中で、「テクノロジーなどの複雑なシステムと人間の相
互関係は、シンプルで直感的で、しかも楽しいものでなけ
ればならない」とした上で、「デザインには共感性がある」
ことから、「ビジネスに対して思慮に富んだ人間らしいアプ
ローチをそれとなく促すことになる」と述べました。つまり、
現在と将来の従業員にとって職場がもっと魅力的なもの
となるということなのです20。

優れたデザイン思考
は、人間の行動に対する
理解が統合されたもので
す。何が人を動かすの
か。人は自分自身をどのよ
うに見ているのか。何に
価値を置いているのか。
その価値をオフィス内で
の普段の行動の中でどの
ように表しているのか―こ

うした質問に対する答えを探す上で、HRはゼロから始
める必要はありません。組織の中に目を向けることでアイ
デアやインスピレーションを得られる場合が往々にしてあ
るのです。

第一線の企業から得る教訓

Telstraはオーストラリアの大手通信・情報サービス会
社であり、各種通信サービスを提供し、あらゆる電気通
信市場で事業展開しています。他の電気通信会社と同
様に、同社も毎年数千人規模の従業員を雇い入れてい
ます21。新規採用者は、おびただしい数のシステム、製
品、価格プラン、仕事のやり方を覚えなければならないた
め、離職率とエンゲージメントは常に課題となっています。
そこで、この戦略的な難題に対応するため、同社はデザ
イン思考に基づいて、新任経営職向けの個別プログラム
としてだけでなく、全従業員向けに「90日間」のオンボー
ディング・エクスペリエンスを構築しました。構築のために
具体的に行った内容は以下の通りです。

•	 組織デザイン
職務や組織そのものを再編成する際に、デザイン思
考を取り入れることができる。

•	 エンゲージメント
調査の結果から、デザイン思考の適用によって作業
のしやすさと効率化が図られ、仕事に対する充実感
と満足感が得られるため、エンゲージメントが高まるこ
とが明らかになっている。

•	 ラーニング
自律型の新しい学習
体験は、デザイン思考
の基本原理である「プ
ロセスよりユーザーエ
クスペリエンスを重視
する」という考え方に
基づいて作り出すこと
ができる。

•	 アナリティクス
データ分析とデザイン思考を結びつけることで、従業
員に直接、的確なソリューションを推奨することがで
きる。

•	 HR
デジタルデザイン、モバイルアプリデザイン、行動経済
学、マシンラーニング、ユーザーエクスペリエンスデザ
インの概念を組織知として取り入れる必要がある。

•	 デジタルHR
デザイン思考は、仕事の効率化を可能にするデジタ
ルツールを開発する上で必要不可欠である。

成功する企業が、カスタマー・エクスペリエンスを向上
させる方法やこれを競合他社と比較する方法を常に考
えるのと同じように、HRも同様のレベルでエンプロイー・
エクスペリエンスを考えることが可能です。デザイン思考
は、職場やシステム、プロセスなどの仕事の要素を大きく

本年のサーベイの結果から、 
デザイン思考を重視し、 
その適用に対する準備が 
整っている企業ほど、 
早い成長を遂げていることが 
分かりました。
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Endnotes理解し、職場を訪れ、行動を観察することを意味す
る。こうして得られたインサイトに基づき、生産性を向
上させ、エンゲージメントを高め、従業員の満足度を
向上させるソリューションとプログラムをデザインするこ
とができるし、同時に研修などの人事サービスを提供
することができるのである。

•	 顧客サービスにおけるデザイン思考を学ぶ：
多くの企業が、デザイン思考を自社の顧客サービス
の開発に活用している。デザイン思考に対する理解
を深めるため、HRは小売店やレストラン、大学といっ
た顧客サービスに触れるべきである。そういった職場
以外の満足体験は、HRでのデザインにも活用する
ことができるはずである。

•	 プロトタイプの試作、パイロットテストの実施 
で教訓を得る：
新しいプログラムを試作したら、小規模なグループを
対象にパイロットテストを実施するとよい。対象グルー
プが気に入った点とそうではない点を理解すること
で、HRは全従業員のエンプロイー・エクスペリエンス
を改善することができる。

•	 学習：
できるだけ早い段階で主要な学習プログラムを受講
できるよう時間と場所を提供する。

•	 貢献：
支援・指導、コーチングを行い、生産性を高めてもらう。

•	 成長：
新しい職務での成長意欲を高めるために、達成した
成果に対する承認・称賛を示す。

成果として、生産性の改善、従業員の意欲とエンゲー
ジメントの向上が見られ、新規採用者が組織により早く溶
け込むことができました。

デザイン思考の真価を認めた同社は、このプロセスを
リーダーシップ開発の改善、HRのサービス・エクスペリ
エンス、チェンジマネジメントプログラム、他の従業員の能
力開発プログラムにも適用しています22。

何から始めるか

•	 HRにデザイン思考を指導する：
HRは「プロセスデザイン」から「人間中心のデザイ
ン」に移行する必要がある。これは従業員の業務を

結　論

人材に焦点を当てることで、HRリーダーはデザイナーとして、魅力的で効果の高いHRソリューションを構築
することができます。デザイン思考を適切に用いることで、デザイン思考は問題解決のための緻密で統制の
とれた手法となります。デザイン思考によって、従業員との関係性をよりよいものとするために、テクノロジー
を活用しながらHRの組織や業務のあり方を見直す機会が得られるのです。

デザイン思考がうまく機能すれば、従業員の満足度を向上させ、エンゲージメントを高め、会社の生産性を上
げるという好循環が生まれます。デザイナーとしての新しい役割の中で、タレント・リーダーは次の点 — HR
は、エンプロイー・エクスペリエンスを構築する上でどのように主導的な役割を発揮できるか。HRは、求職者
から退職者まで、各段階にいる従業員のエンゲージメントを高めるエクスペリエンスをどのようにデザインで
きるか。そして、同様に重要な点として、HRは、企業全体のデザイン思考に関するケイパビリティ開発・強化
をどのように支援できるか — について考えてみる必要があります。
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ここ数年、HRはビジネス雑誌の記事の中で厳しい批
判を受けてきました。HR組織を2つに分割すべきという
考え2もあれば、廃止した方がいいという意見3もあります。
HRに対する典型的な批判というのは、HRが官僚的、
事務的すぎること、イノベーションが足りないという主張で
す。また、HRプロフェッショナルにビジネスとの整合性が
あまり見られないことや、データに基づく判断に必要な分
析スキルを備えていないことも批判の対象です。

昨年、当社もそうした意見に同調し、グローバル・ヒュー
マン・キャピタル・トレンド2015では、HRには「大改革」が
必要と結論づけました。その中で、HRスキルが弱いこ
と、企業はHRプロフェッショナルの開発に十分な投資を

していないこと、また、HR自体がサービスの提供にばか
り気を取られて、コンサルティングスキルの構築に目を向け
ていないことを明らかにしました。

こうした批判の一部はいまだ残るものの、当社の見方
は昨年とは逆になりました。実際のところ、HRは変わり
つつあると見ています。

当社の調査から、HRのパフォーマンスが「優れてい
る」または「秀でている」と回答した割合は過去数年、上
昇傾向にあることが分かりました（図1参照）。特に従業
員エンゲージメント、組織文化、アナリティクス、クラウド
ベースのHRテクノロジーの導入については大きな進歩
が見られています。一方、HR組織はなお、デザイン思

•	 HRの役割は、これまで担当していたタレント・マネジメント、プロセス、日常的な事務作業以上のものへと
広がっている。現在では、イノベーティブなコンサルタントとして、エンプロイー・エクスペリエンスと応募
者体験（candidate experience）のデザイン、簡素化、改善に対して幅広い責任を担っている。

•	 HR組織は今年、エンプロイー・エクスペリエンスの向上に向けて、これまで以上にイノベーション、アナリ
ティクス、クラウドのスピーディな導入、モバイル技術に力を入れている。

•	 HRのスキルに関し態勢が整っているとした回答者の割合は2014年から14%増加し1、自社のHR組織を
「優れている、または秀でている」と評価した割合も6.2%増加している。優れたHR手法を取り入れている

企業は、その点を強みとして外部に向かって発信し、規模に関係なく組織の水準を引き上げている。

HR
新たな使命に向けて動き出したHR組織

HRは現在、イノベーティブなタレント・ソリューションの推進、ビジネス・インペラティブ
（必ず実現しなければならない事業目標）との整合性の向上、収集したデータの実行可能

なインサイトへの転換をビジネスリーダーから強く求められています。では、HRはその
役目を果たしているのでしょうか。今年のサーベイや他の調査結果から、HR組織のスキ
ルやビジネスとの整合性、イノベーション能力は改善を示していることが明らかになりま
した。HRが組織として担うべき仕事は膨大ですが、HRリーダーは現在、ビジネス上の要
求の変化や厳しいスキル要件に比較的迅速に適応しています。
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考やデジタルHR、行動経済学、リアルタイムのフィード
バックの適用において大きな課題を抱えてはいますが、
新世代の優れたリーダーがHRの世界に入ってきてお
り、進展が見られることは間違いありません。

HRは現在、活発に活動しています。HR組織には従
業員エンゲージメントと組織文化に対する態勢が整って
いると回答した割合は今年13％増加しました。アナリティ
クスに関しては11％、リーダーシップ開発については14％

の増加です（図2参照）4。こうした進展のおかげで、HR
のパフォーマンスが「期待を下回る」、あるいは「かろうじ
て期待を満たしている」と回答した割合は過去2年の間
に11％減少しました。

今年、当社の結論が好ましい方向に変わった要因とし
て以下の3つが挙げられます。

•	 HRはイノベーションを続け、向上している：
2015年、自社のHRがイノベーティブであると見ている
企業の割合は56％であった。2016年、この割合は60％
に上昇。消費財、金融サービス、専門サービス、ライフ
サイエンス分野の企業では、この割合はさらに高い。

•	 HRはビジネスとの整合性を図っている：
2015年には58％の企業がこの点を肯定し、2016年
にはその割合が64％まで増加している。

•	 HRは新たなスキルの習得を始めている：
この領域を重視した企業は、2015年は66％であった
が、2016年は68％に増加している。HR組織を「秀
でている」と評価した割合は11％から15％に増加

（36％の増加）。

もっとも、この進展はどの国でも同じというわけではあり
ません。当社の調査でも、HRスキルに対する重要度は
国によって異なることが明らかになっています。東南アジ
アとアフリカでは企業がHRスキルの変革の必要性を強
く感じている一方で、日本やイタリアではHR機能の刷新
は今のところ進んでいません（HRスキルの変革の重要
度に関する地域別、主要国別の評価については図3をご
参照ください）。

この進展を受けて、企業は加速の手を緩めようという気
持ちになるかもしれませんが、今はスピードを落としてい
る余裕はありません。というのもHR組織への調査で、自
社の製品や利益モデルを十分に理解していると回答した
割合はわずか17％、HRとタレントに関するグローバルな
問題への対応に非常に優れているとの評価も14％に留
まっているのです。さらに、サイバーセキュリティの問題に
豊富な知識があると回答したHRも8％しかありません。

したがって、HR組織は今年、まだ手付かずの課題に
取り組むことで、さらに勢いを増す必要があります5。企業
が組織構造を変えることに伴い、HRもその組織モデル
に順応しなければなりません。

現在、ハイインパクトなHR組織6は、「サービスプロバイ
ダー」という考え方から脱却し、有能なタレント、デザイン、
エンプロイー・エクスペリエンスのコンサルタントになろうと
しています。このようなHRはシニア・ビジネスパートナー
としてリーダーシップを発揮することで、ビジネスの中に深
く統合されています。その一方で、従来型のHRのゼネ
ラリストとしての役割は、強力なモバイルHRアプリによっ
て可能となる効率性の高いHRオペレーションセンターに
移管されています。

この新たなモデルの下、HRプロフェッショナルは以下
の分野の重要スキルを身に付け、ビジネス指向のスペ
シャリストになる必要があります。

タレント関連実務における 
会社のケイパビリティ

2015年から 
2016年の増加率

リーダーシップ開発 14%

従業員エンゲージメント・組織文化 13%

アナリティクス 11%

ラーニング 7%

注：�準備態勢の指標については、本章末の注1および4をご参照くだ
さい。

図1．HRのパフォーマンスはここ数年の間、着実に進展していると評価 図3．HRスキルの変革：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図2．�具体的な課題に対してHRの態勢が整っている
との回答の増加率

図：Deloitte University Press、DUPress.com

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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して、全社で500人以上に上るHRプロフェッショナル（衛
生、安全、環境担当を含む）を対象に、カリキュラム、評
価表、キャリアモデルを作成しました。カリキュラム自体は
英国人材開発協会が作成したコンピテンシーモデル（各
HR職務に必要なスキルと能力を定めたもの）19に基づ
いたものですが、その内容は同社の具体的なニーズに
合わせたものになっています。BLAでは、オンライン・ラー
ニング・プラットフォームやデジタルツール、コンピテンシー
自己評価表、キャリアマップ、組織的な研修プログラム

•	 社内の認定プログラム、リサーチグループ、開発アサ
インメントを構築して、HR組織内で有望なリーダーを
発掘、幅広くグローバルな経験を積ませる。United 
Health Group15とHalliburton16は、このようなプ
ログラムを導入し、HRリーダーの開発を加速させて
いる。

•	 新世代の従業員の生活やニーズ、期待を直感的に
理解できるミレニアル世代の若手HRプロフェッショナ
ルを確保する。

あるCHRO（最高人事責任者）はHRリーダーに対
して「会社が利益を上げるところに時間を使う」よう求め、
また、別のCHROは「今後5年間でHRプロフェッショナ
ルの半数がMBAを取得する」と考えているといいます。
こうした話はHRの再定義や見直しに画期的な変化が
起きていることを明らかにするものです17。

HRは仕事としても、機能としても転換期にあり、現在、
正しい方向に向かって加速しています。ただ、前進して
いるとはいうものの、ビジネスの変化のスピードはますます
速まっているため、2016年、HR組織はかつてないスピー
ドで適応していく必要があります。

第一線の企業から得る教訓

EDFエナジーは従業員14,000人を擁する英国最大
のエネルギー会社です。一般家庭と法人を合わせ500
万件の顧客取引を行い、英国の総発電量の20％を占め
ています18。

同社は現在、研修、ラーニング、開発を最適化するた
めに、現従業員と将来の従業員を育成する持続可能な
枠組みを導入しています。そのために、ビジネスラインア
カデミー（BLA）シリーズを構築、社内の主要部署（HR、
IT、財務などのサービス機能）の従業員を対象に専門
教育、自己啓発、キャリア開発を提供しています。第1回
はHR BLAで、2014年5月に開始されました。

同社のHR BLAをサポートするのは、各ビジネスのシ
ニア・ビジネス・スポンサーで、運営はラーニング・開発
チームが専任で担当します。体系的なアプローチを適用

HRがコンプライアンス主導型のサービスプロバイダー
の立場から、エンプロイー・エクスペリエンス全体の推進
者としての立場に転換することに伴い、HRを新たな視
点で考える企業もでてきています。

Airbnb7やDeckers Brands8などは、HRの新たな
使命を反映した「チーフ・カルチャー・オフィサー」や「チー
フ・エンプロイー・エクスペリエンス・オフィサー」といった

役職を新たに設置しています。また、2010年
に海外にシェアードサービスを設立したエネル
ギー企業は、プロセス・センター・オブ・エクセ
レンス（CoE）責任者を導入、プロセスの簡素
化を推進しました。その後、ラーニング・システ
ムと研修への投資に関する深いインサイトを得
るために、新たにHRアナリティクスの責任者
も導入しています9。

PhilipsやNestleといった企業も「学習体
験デザイン」に力を入れるため、ラーニング・開
発担当部署の改革を進めています。この改革
は単にラーニング・プログラムを提供しようとい
うものではなく、イノベーティブな新しいラーニ

ング環境を創出しようというものです10。
Commonwealth Bank of Australia11とTelstra12は

「ユーザー中心設計」とデザイン思考に着目し、デジタル
HRという新領域に基づき新しいアプリとエンプロイー・エ
クスペリエンスを構築しています。現在では多くの企業
が、組織全体を視野に入れた「HR担当バイスプレジデ
ント」の役割を担う「ビジネス主導型」のHRに転換して
います。

こうしたトランスフォーメーションの中にはHR組織を対
象とするタレント・マネジメントの導入も含まれています。
以下は、こうした開発・リーダーシップの取り組みの一部
です。

•	 HRとビジネス間での異動を含むジョブローテーショ
ン・プログラム。Halliburton13やGoogle14などで
は、HRにビジネス系の人材を雇い入れ、さまざまな
職務を経験させることで、その人材がHRについて
学ぶとともに、各レベルのビジネスリーダーに助言する
経験を積むことができるようにしている。

•	 組織のネットワーク：
ネットワークの能力と専門知識を分析、構築、開発
する。

•	 チーム作りとチームリーダー：
指示するだけでなく、人を指導・育成できるチームリー
ダーを養成する。

•	 従業員エンゲージメントと組織文化：
職場の組織文化を測定・改善し、組織文化のモデル
を理解する。

•	 デザイン思考：
「エクスペリエンス・アーキテクト」になる。

•	 アナリティクスと統計：
行動経済学と実験を活用し、エビデンスを重視する
リーダーになる。

•	 デジタル：
真にデジタルなHRプラットフォームとアプリを構築す
ることで、モバイルやクラウドアプリを超える。

•	 エンプロイメント・エクスペリエンスと 
雇用ブランド：
会社のバリュー・プロポジションを構築・発信する。

現在、ハイインパクトなHR組織は、 
「サービスプロバイダー」という 

考え方から脱却し、有能なタレント、 
デザイン、エンプロイー・ 
エクスペリエンスのコンサルタントに 
なろうとしています。
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Endnotes•	 HRの組織構造を見直す：
適切な数のスペシャリストとビジネスパートナーがビジ
ネスに投入されているか。HRはサービスセンターか
ら進化し、効率的でオペレーション的に優れたリアルタ
イムのオペレーションセンターになっているか。HR組
織が今後必要とするスキルについて明確になってい
るか。

•	 テクノロジーのアップグレード：
回答企業の40％以上がHRの中核テクノロジーを最
新のクラウドシステムに変え始めている。HR組織の
取り組みは順調に進み、モバイル端末やアプリが実
現するHRをスピーディに推進しているか。今後もス
キルを向上させ、これまでのHRの日常的な事務作
業から脱却する手段としてテクノロジーを活用する。

•	 HRのケイパビリティ開発を見直す：
企業はHRプロフェッショナルが新しい役割を理解
し、高まるビジネス上の期待に沿って自らの能力を開
発できるように、カスタムメイドの開発プログラムの作
成を検討する必要がある。この点で、双方向（HR
からビジネスへ、ビジネスからHRへ）のジョブロー
テーション・プログラムは極めて重要となる。

（例：講座のスケジュール、ウェビナー、参考文献、動画）
なども提供しています。同社は上級ラーニング・開発スペ
シャリストを任命して各テーマの専門家による特別構成
プログラムの開発を支援し、すべての研修関連投資が各
事業拠点のビジネス上の優先事項に結びつくように図っ
ています。

HR BLA開始以来18カ月で同社は単発の研修・教
育関連コストを大幅に削減することに成功しています。こ
れは新しいタイプのHRプロフェッショナル対象プログラム
が登場し始めたことを示す好例で、こうしたプログラムは
HRプロフェッショナルに常に最新情報を提供し、継続的
なキャリア指導を行い、協働を促すとともに、HR機能が
ビジネスオペレーションをサポートする上で全面的にビジ
ネスと足並みを揃え、必要なスキルを備えることに重点を
置いています20。

何から始めるか

•	 HRの使命、目的、役割の変化を理解する：
使命には新しいものもあれば、過去と同じものもある。
相違点を理解し、それに基づいて行動する。

結　論

HRは転換期にあります。評価の高いHR組織はデザイン思考、新たな組織構造やチーム、ビジネス主導型HR
に関する専門知識を積極的に構築しています。とはいうものの、安心しているときではありません―HRで働
きたいか。HRの離職率はビジネス関連部署よりも低いか―自らを見つめ直し、厳しく問い続ける必要があり
ます。

HR組織とHRリーダーはさらに努力して新しい能力を構築する必要があります。そのためには、HR自らが必
要なスキルの開発に取り組まなければなりません。HRの未来は組織文化とエンゲージメントの改善、新世代
のリーダー構築、デジタルHRとデザイン思考の導入に向けたテクノロジーの活用を目指して進化する能力に
かかっています。この能力がなければ、HRがエンプロイー・エクスペリエンスを強化し、組織が必要とするタ
レントリーダーを構築することはできません。
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HR組織内におけるアナリティクスの必要性について
は、長年にわたり議論されていますが、昨年のグローバ
ル・ヒューマン・キャピタル・トレンド2015では、アナリティク
スの推進について「様子見の状態」と結論づけています1。
企業はHRシステムのリプレース・プロジェクトに莫大な
投資をしており、アナリティクスについても議論しています
が、実際にこの重要なビジネス機能において進展を見せ
ている企業はほとんどありません。

しかし、今年は状況が好転しました。競争圧力が高
まっていることと、統合システムが豊富に出回っていること
を背景に、組織は積極的にピープル・アナリティクス・チー

ムを編成し、アナリティクス製品を購入し、アナリティクス・
ソリューションを開発しています。ピープル・アナリティクス
の重要度を認める組織も77％に上っています（ピープル・
アナリティクスの重要度に関する地域別、主要国別の評
価については図1をご参照ください）。また、半数以上

（52％）の組織が複数年の人員配置計画策定に秀でて
いると回答し、策定能力が十分にあると評価した組織も
38％となっています。

このトレンドの名称「ピープル・アナリティクス」は、ピープ
ル関連のデータの活用を反映したもので、全社的なマネ
ジメント、ビジネス、HRの意思決定の改善とこれに対す

•	 今年の調査によると、予測モデルを開発する能力があると回答した企業の割合は2015年の4%から2016
年は8%へ倍増している。また、アナリティクスの準備が整っている、またはある程度整っていると回答した
企業は2015年には24%だったが、今年はその3分の1を占める伸びで32%に急増した。

•	 ピープル・アナリティクスはHRのデータとビジネスに点在するビジネスデータを集約するもので、現在、フ
ライトリスク（有能なリーダーや従業員が転職するリスク）の分析、有能な候補者の選定、優秀なセールス及
びサービスチームの特性の特定、コンプライアンス・リスクの予測、エンゲージメントと組織文化の分析、高
価値のキャリアパスとリーダーシップ候補の特定など、さまざまな課題に対応している。

•	 アナリティクス・テクノロジーは現在、ほとんどのERPやタレント・マネジメント・システム、エンゲージメント
ツール、テキスト解析ツール、意味解析ツール、採用／ラーニング・プラットフォームに組み込まれており、
すぐに利用することができる。

ピープル・アナリティクス
展開加速中！

ピープル・アナリティクス革命が加速しています。HR組織は長年にわたってアナリティクス・チームの構築につい
て議論してきましたが、2016年はケイパビリティの面で大きな前進が見られています。企業はデータの必要性を
認識しています。その目的は入社の動機、組織での活躍につながる要素、組織に定着する理由、成功が期待され
る人材、優秀なリーダーになる人材、最高水準の顧客サービスとイノベーションを提供するための必須要件を特
定することですが、それはピープル・アナリティクスを用いることで可能になります。企業は現在、ピープル・アナ
リティクス要員の採用、データの整理、ビジネスの変革に役立つモデルの開発に取り組んでいます。
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る情報提供を目的とします。その重点領域については、
産業や具体的なビジネス上の課題によって異なります。

それでは企業はピープル・アナリティクスで何を行って
いるのでしょうか。さまざまな分野でその利用が活発化し
ていることが分かります。

セールス・パフォーマンスと採用

•	 保険会社ではトップのセールスパーソンの特性を分析
した。その結果、現在では、候補者の選定にあたっ
て、グレード・ポイント・アベレージ（GPA：成績評価
点平均）や学歴が将来のセールス・パフォーマンスを
約束するものではないことを理解している。

•	 ハイテク企業では有害社員（嘘をつく、騙す、犯罪を
行う社員）となる可能性のある求職者を予測するアナ

リティクス・モデルを開発し、面談プロセスの中でこの
点を精査することで、こうした求職者の採用を大幅に
削減している。

生産性

•	 ソフトウェア会社、銀行、メーカーはトップのセールス
パーソンの特性を調べ、成績を予測するにあたって
は、個人的なネットワークや社内での仕事の仕方、顧
客に費やす時間に基づく方が、研修やエクスペリエ
ンスに使った時間に基づくよりも、はるかに正確である
ことを認識している。

•	 IT部門とHR部門では、人によって生産性に違いが生
じる理由を把握するために電子メールのメタデータを
調べ、生産性向上のために社内会議の数を減らした。

•	 ある大手化粧品メーカーはHR組織内に「セールス
生産性中核拠点（CoE）」を設置して、雇用形態、研
修、報酬、その他セールスチーム内のピープル関連
手法を調査。HRとピープル関連データに基づき生
産性の最適化を図った。

•	 英国の小売業者は、売上データと店舗マネジャーの
採用をリンクさせるアナリティクスが、店舗レベルと組
織全体の両方で生産性を飛躍的に改善させることを
突き止めた。要するに、店舗の生産性を高めるため
には、リーダーの能力と内定承諾率がどの程度高く、
また採用までの時間をどの程度短縮すればよいの
か、データが正確に示したのである。

•	 自動車会社は予定外の欠勤パターンを調査
して、従業員が休暇をとる可能性が高い時
期を予測し、判明した欠勤の期間に備えて
増員計画を立てている。

•	 メキシコのエネルギー省は、人員配置計画と
アナリティクスの予測モデルを使って、10年の
スパンで石油・ガス事業の重要な職種におけ
る現在・将来のタレントとスキルギャップを特定している2。
このモデルでは石油価格や為替レートなど、技能労働
者の需給に強い相関関係がある調整可能な各種マ
クロ経済変数を適用している。重要スキルにギャップ
があることが分かれば、同省がさまざまなステークホル
ダーに対して、この問題への対応を能動的に働きかけ
ることが可能となる。このイニシアチブから始まって、
同省は人員配置計画とアナリティクスの適用を再生エ
ネルギーやサステナビリティなど、同省が所管する他の
セクターにも拡大している。

リテンション

•	 ある製薬会社とソフトウェア会社では現在、LinkedIn
などのソーシャルネットワークからデータを収集し、自
社の有望な従業員の中にフライトリスクが高い者がい
ないか予測している。

•	 デロイト・カナダをはじめとする企業はスマートバッジを
試験的に導入している。それによって、明るく広 と々し
た共用ワークルームがあり、企業間の協働が活発なオ
フィスの場合は、そうではない場合に比べてリテンショ
ンと生産性が高いことを示すデータを収集している3。

•	 MasterCardでは各種データソースを使ってエンプ
ロイー・エクスペリエンスを向上させる予測モデルを
開発している。同社はピープル・データのパターンを
分析し、将来有望な従業員のリテンションや人員の自
然減予測といった問題について、意思決定者が説明
責任を果たすことができるようにしている4。

コンプライアンスとリスク

•	 金融機関は不正行為とコンプライアンス違反のパター
ンを調査し、現在では非倫理的行動につながる可能
性の高い行動を予測することができる。

•	 英国の金融サービス会社では、従業員の個別評価
にアナリティクスを活用し、能動的なリスク・マネジメン
トの一環として、「ローグトレーダー（不正取引を行うト
レーダー）」の可能性やコンプライアンス違反を検知し
ている。

•	 大手電力会社では最近の事故を受け、従業員フィー
ドバックとエンゲージメントデータを分析したところ、事
故発生前に問題をある程度予測できることが判明し
た。同社は現在こうしたデータを以前より頻繁にモニ
ターしている。

競争圧力が高まっていることと、
統合システムが豊富に出回っている 
ことを背景に、組織は積極的に 
ピープル・アナリティクス・チームを 
編成しています。

図1．ピープル・アナリティクス：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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ナリティクスはその価値を明らかにするカギです。
しかし、優れたデータとインサイトを提供しても、それは

ソリューションの一部にすぎません。真の価値はそれらの
インサイトを、事業価値を生み出すような形に転換させる
ことにあります。ピープル・アナリティクスの難所ともいうべ
き部分は、モデルが推奨する変更を実行することです。
そのためピープル・アナリティクスには厳格な変更管理手
法が同時に求められます。ある大手企業では、成績優
秀者に対する報酬が不十分な一方で、中レベルの従業
員には払いすぎていることが判明しました。そこで数年
かけて、高いパフォーマンスには大幅な昇給を、平均的
なパフォーマンスには中程度の昇給を実施することが経
営上、賢明であるということをマネジャー（及び組織）に指
導しました。ここで重要な点は、アナリティクス・スキルと
同時に、解釈スキル、トランスフォーメーション・スキルにも
投資し、インサイトが確実にビジネスに価値を生み出すよ
うにすることです。

第一線の企業から得る教訓

2015年9月、GEは全社に点在していたデジタル機能と
アナリティクス機能を一つの組織GEデジタルに集約しま
した。それと同時に2020年までにソフトウェア会社として
上位10社の仲間入りを果たすという目標を掲げました9。

あります。今年の調査では62％の組織がビッグデータを
採用に活用する能力が「弱い」と回答しています。同様
に約55％の組織がHRデータを従業員のパフォーマン
スや改善の予測に活用する能力が弱いと回答していま
す。

当社では、アナリティクス主導型HRに向けたトレンドが
今後1年間、勢いを増していくものと見ています。そうなる
ことに伴い、アナリティクスは今後HRの中にさらに深く浸
透し、タレントの獲得だけでなく、ラーニングや開発、オペ
レーションにも広がっていきます。実際、『グローバル・
ヒューマン・キャピタル・トレンド』の調査結果によると、ピー
プル・アナリティクスの重要度についてはビジネス部門より
HRの方が強く認識しており、HRの82％がこのトレンドを

「重要」または「非常に重要」と捉えているのに対し、ビジ
ネス部門ではわずか69％であることが明らかになってい
ます。HRはアナリティクスへの投資がもたらす価値と投
資利益率を明らかにすることができるため、今後、投資
意欲は一段と高まり、アナリティクス能力の進歩がさらに
加速することになります。

こうした流れがHRへの投資拡大にまた戻ってくること
は意外なことではありません。というのも、投資利益率の
上昇がアナリティクスへの投資拡大の正当な根拠になる
という好循環が生まれるからです。アナリティクス実現の
次は従業員が組織にもたらす価値の測定となります。ア

第2は、アナリティクスの経験のある人材がHRに入っ
てきていることです8。企業は現在、産業心理学者、組織
心理学者、統計学者、分野の異なるアナリストをHRに
採用しています。アナリティクスは新しくまだ流動的で興
味深い分野です。それを理由にこうした人材の関心が
高まっています。データサイエンスも大卒者にとって人気
の高いキャリアとなっており、かつてないほど多くの人材
が集まってきています。

第3にはベンダー市場の急成長が挙げられます。ほぼ
すべてのERPベンダーやタレント・マネジメント・プロバイ
ダーが既製のアナリティクス・ツールを提供しており、その
多くには各種モデルが内蔵されています。クライアント全
体にとって再現可能なソリューションとなるアナリティクス・

サービスを提供し始めてい
るベンダーもあります。この
他、組織データの有益性も
かつてなく高まっています。
今年の調査では、調査対象
の42％がHRアナリティクス
をサポートするデータが「有
益」または「非常に有益」と
回答し、自社のデータが「不
十 分」と評 価した 企 業 は
17％に留まりました。

第4は、現在ではかなりの数のピープル・サイエンスの
専門家がいるということです。その多くは初期にアナリ
ティクスを導入した企業のパイオニアで、大手企業との
情報交換が可能です。ですから情報を共有し、この分
野に馴染みがない企業に専門知識を提供することになり
ます。

最後に挙げられるのは、CEOはビジネス関係の記事
の中でピープル・アナリティクスについて知り、そこから自
社のCHROにこの能力の構築を強く求めるようになると
いうことです。例えば、ある最大手の医療保険会社の
CHROは従業員データを整理するだけのプログラム
に、3年の月日と数百万ドルという費用をかけていますが、
4年～5年以内にはアナリティクスの面で他をリードするこ
とが期待されています。

多くの進展が見られる一方で、まだまだ改善の余地も

組織文化

•	 eBayの組織開発専門家チームとデータサイエンティ
ストは、同社の組織文化の価値の導入と強みについ
て社内外のデータメトリクスを組み合わせて測定して
いる。また、同社従業員の意見と外部の意見を比較
するために、チームは記事やグラスドアについて主題
分析と自然言語解析を行い、同社の組織文化に対
する外部の見方を把握している5。

上述の事例（に加えて多くの事例）は、（HRやHR
以外、外部から収集した）ピープル・データを活用すれ
ば、マネジメントに関して的確な判断ができることを明ら
かにしています。Google
やTwitterなど大抵のテク
ノロジー会社にはピープル・
アナリティクス・チームがあり
ます6。

ピープル・アナリティクス・
チームは自らのことを「従業
員の声に耳を傾ける」部署
であるといっています。チー
ムは、HRの中核システムや
従業員エンゲージメントデー
タ、調査データ、外部（LinkedIn、Glassdoor、他のシ
ステム）のデータ、従業員のコメントから収集した文字
データなど、幅広いソースから収集したデータを集約しま
す。そして次に集約したデータを分析して、組織文化の
理解、リテンションやパフォーマンスの向上につながる機
会の特定、マネジメントの弱い点やオペレーショナル上の
問題点の診断を行います。

では、ピープル・アナリティクスの導入が急増している背
景には何があるのでしょうか。

第1に挙げられるのは、企業が現在クラウドベースの統
合型HRシステムの導入を急速に進めており、これによっ
て初めてHRデータを統合的な形で検討できるように
なったことです。グローバル企業の40％弱がHRの中核
システムを現在リプレースしているか、今後2年の間にそ
うする予定と回答しています7。

当社では、
アナリティクス主導型HR
に向けたトレンドが
今後1年間、勢いを増して
いくものと見ています。
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•	 セキュリティ、プライバシー、匿名性の重視：
多くのリーディングカンパニーがピープル・アナリティク
ス・ガバナンスの一環としてプロセスの初期段階でセ
キュリティ・ポリシーを定めている。データ・セキュリ
ティ、プライバシーや個人情報の保護に関する複雑
な問題について、HR部門が理解できる態勢が整っ
ている。

•	 最新テクノロジーを探る：
市場にはツールが豊富にある。新規のアナリティクス・
ベンダーについて学び、適切なテクノロジーの組み合
わせを見つける。

•	 データの整理に投資する：
データ・マネジメントが最大の障害とならないようにす
る。会社が有効で確実な総合データベースを起動し
てはじめて、アナリティクスは価値を最大に発揮でき
る。ただ、そのためには時間を要し、ITの協力も必要
となるが、それだけの効果はある。

何から始めるか

•	 ビジネスの優先事項を常に見据える：
多大な時間を費やしてしまってから、CEOの優先課題
ではないことに気付くようなことにならないようにする。
CEOやシニア・ビジネスリーダーにとっての優先課題

（セールスの生産性、製品の品質、リスク、業績の伸
び、顧客のリテンションなど）から着手する。会社が利
益を上げているところに時間をかければ、ピープル・ア
ナリティクス・プロジェクトへの投資はすぐに回収できる。

•	 単独のピープル・アナリティクス・チームを 
構築する：
プロジェクトの着手にあたっては、適切なタレントを採
用し、異質なアナリティクス（すなわち、従業員エン
ゲージメント、採用アナリティクス、ラーニング・アナリ
ティクス、報酬アナリティクス、人員配置計画）を統合
しなければならない。これがアナリティクス・プロジェク
ト成功の重要な要因である。

•	 助言が得られるチームを作る：
モデルを構築するだけでは、ビジネスの問題解決に
はならないことを心に留めておく。アナリティクス・チー
ムにはビジネスパートナーやコンサルタントにも参加し
てもらう。彼らは直接ビジネスに関与することができ、
また、調査結果を実際の介入やマネジメントの変更に
適用する際にサポートができる。

•	 HR以外のアナリティクス・スキルを利用する：
社内のIT、マーケティング・アナリティクス、他のアナリ
ティクス・チームの支援を得る。多くがこの興味深い
取り組みに参加する用意がある。

•	 外部の業界別ピープル・アナリティクス・ 
ワーキンググループに参加する：
現在ではHRプロフェッショナルがこの分野に関して
他社と交流して学ぶ機会はたくさん用意されている。

総合的なタレント・マネジメント戦略を構築することは、
中核拠点（CoE）の立場から、競争の激しいタレント市場
において意欲的な目標を掲げた本格的なビジネス拠点
に移行する上で不可欠なことでした。GEデジタルが最
初に焦点を当てたのがラーニングと、採用にリンクした戦
略的タレント計画で、担当ユニットは厳密なプロセスの下
で新しいデータを収集しました。これに他のGE組織の
ピープル・データを統合して600万以上のデータポイント
のデータセットを整理し、タレントに関する各種意思決定
に活用しています。

GEデジタルは、スキルレベルや人数、拠点を踏まえた
成功見込みに関する詳細情報を活用し、予測モデルに
基づいてギャップを特定することで、盤石なタレント計画を
策定することができています。同組織の戦略には採用の
ほかに重点的な研修（採用がニーズを満たさない場合）
が盛り込まれ、こうしたデータは専門的なタレントを獲得す
る上で役立つ人材獲得戦略にも提供されています。

GEデジタルはタレント計画とラーニングとの間の連携も
強めています。組織デザインをサポートするためにデー
タ・アナリティクスと予測モデルを活用して、採用の実務に
情報を提供し、技能の再教育ニーズを特定し、リーダー
シップ開発プログラムを見直していますが、これらすべて
は同チームの将来に目を向けた取り組みです。

ここで最も重要な成功要因となるのが、ビジネスの関与
と従業員の透明性です。ビジネスは主要能力を定め、
ラーニング要件を特定する上で役に立つ存在です。従
業員は組織の中で成功するために必要となる重要スキ
ルを理解しているだけでなく、ギャップや強みを特定し、必
要なスキルを習得するためのツールも与えられています
が、こうしたことはすべて好意的に受け止めています10。

アナリティクス実現の次は
従業員が組織にもたらす価値の 
測定となります。
アナリティクスはその価値を
明らかにするカギです。

結　論

企業はもはや、ピープル・アナリティクスの展開に関して「様子見」状態ではいられません。アナリティクスが
経営の本流に入ってくることに伴い、テクノロジーの導入やデータスキルを備えたチームの構築がいまだに初
期段階の組織は、競争に取り残されるリスクがあります。

近い将来、HRに関するあらゆる意思決定が、アナリティクスに基づいて行われることになります。ですから、
今後はアナリティクスの能力が優秀なHR担当ビジネスパートナーの基本要件になります。
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デジタル・ディスラプションの影響がいよいよHRの領域
にも及び、従業員に対するソリューション提供のあり方が
変わりつつあります。2005年のWorkday設立、2011年
のSAPによるSuccessFactors買収、2012年のOracle
によるTaleo買収は、HRが職場のデジタル化やクラウド
への移行に向け、なお最前線にいることを表しています。
仕事と私生活の境界はモバイル端末の利用によって無く
なりつつあります。モバイルは従業員が好むコミュニケー
ションツールとなっており、従来のHRプラットフォームでは
考えられないほどに、企業はモバイル技術の導入を促進
することができるようになっています。

統合アプリであれば、“時間管理と出勤管理の自動化”、

“ミーティングの約束と場所の正確な表示”、“新規プロ
ジェクトの参加者に対するオンデマンド・ラーニング動画
の提供”、“ミーティングに遅れる場合のチーム宛メッセー
ジの送信”、“ストレスレベルのモニターと休憩の提案”、さ
らには“確定拠出年金401(k)プランの見直しと推奨”が
可能となりますが、このようなサービスこそがデジタルHR
の新しいビジョンを体現しています。SMACテクノロジー
を結集し、エンプロイー・エクスペリエンスの見直しを図る
ことで、仕事をリアルタイムでやりやすくさせて、生産性と
やりがいを向上させます。また同時に、ワーク・ライフ・バ
ランス改善の効果も期待されます。

デザイン思考に関する章で考察した通り、HR組織は

•	 現在、世の中では70億台以上のモバイル端末が利用されており1、インターネット・トラフィックの40%以上を占
めている2。ところがHR組織は、モバイル・ソリューションの展開という点で大きく立ち遅れている。モバイルア
プリでHRと従業員の生産性のソリューションを展開している企業は20%にも満たないのが現状である3。

•	 デザイン思考にアプリ、動画、ソーシャル、モバイルのテクノロジーを統合して、モバイルアプリをデザイン
し、エンド・トゥ・エンドのユーザー・エクスペリエンスについて検討することはHRの新たな領域である。

•	 SMAC（ソーシャル、モバイル、アナリティクス、クラウド）テクノロジーを結集するデジタルHRとは、エンプロ
イー・エクスペリエンスと応募体験を向上させる新しいプラットフォームを表す。ベンダーは各種ソリューショ
ンを提供しているが、企業は自社独自の統合型デジタルHR戦略とプログラムを構築する必要がある。

デジタルHR
進化を超え、革新を起こす

デジタル化されていく世界が、私たちの生活や労働、ビジネスのあり方を変えつつあります。デジタル化によって
もたらされる変革によって、HRとビジネスのリーダーは2つの重要な課題への対応を迫られています。一つは、
ビジネスリーダーと従業員が「デジタル・マインドセット（デジタル時代に適応したマネジメントのやり方や組織の
作り方、そして変化の起こし方を理解する）」にシフトできるようにサポートすることです。もう一つは、新しいデジ
タル・プラットフォームやアプリを採用し、HRサービスの提供方法を変えてHRのプロセスやシステム、組織自体
を変革することで、エンプロイー・エクスペリエンス（従業員の経験価値）全体に革新をもたらすことです。デジタ
ルHRについては後者の課題、すなわちデジタル化された社会の中でHRとエンプロイー・エクスペリエンスがど
うあるべきかについて焦点をあてていきます。
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従業員の仕事のやり方を見直し、ソリューションを改善す
るためにデジタルツールを導入しています。デザイン思考
の最大の効果はデジタル・テクノロジーによって様々な機
能をアプリ化する際に見られます。デザイン思考は、オン
ボーディング・システム、ラーニング・システム、パフォーマ
ンス・マネジメント・システム、コラボレーション／コーチング・
システムを構築する代わりに、こうしたソリューションをシー
ムレスなアプリの中に統合し、エンプロイー・エクスペリエ
ンスを全面的に向上させます。

こうした機能を周到な方法でアプリに移行すると、HR
は従来型システムと比較して従業員からのレスポンスを
10倍に向上させることができます4。従業員の生産性と
データの質の向上が期待できるので、業界を問わずリー
ディングカンパニーがこのトレンドを現在取り入れつつある
のも意外なことではありません。

Du Pontは、HRとラーニングのシステムをリプレイス・簡
素化し、その全てを一つの統合ポータルに集約する一大プ

ロジェクトに着手しました5。同社は従来型のセルフサービス
方式のアプリケーションを提供する代わりに、簡素化したイン
ターフェースを開発することで、生産性が改善しています。

オーストラリア最大手の通信会社Telstraは、入社1年
目のエンプロイー・エクスペリエンスを改革するためにアプ
リを活用しています。同社はデザイン思考に基づき1年目
の従業員の行動と不満を調査し、ペルソナを作成して統
合型のオンボーディングプログラムを開発しました。結果と
して、従業員のエンゲージメントとリテンションを劇的に改
善することに成功しました6。

しかし、上述の企業などに目覚しい成果が現れているに
もかかわらず、こうした変革に取り組めていないHR組織
はかなりの数に上ります。コーチングにモバイル技術を活
用している企業はわずか7％、パフォーマンス・マネジメント
については10％、時間管理には8％、採用と候補者マネジ
メントには13％、休暇申請には21％となっています7。デジタ
ル化による変革は、その力を発揮し始めたばかりです。

デジタルHRという新しい世界が到来しつつあるもの
の、本年の調査によると、デジタルHRを検討中の企業は
わずか38％、その用意ができていると回答した企業にい
たっては9％に留まっています。もっとも、4分の3弱（72％）
の企業がデジタルHRを「重要」な課題と考えており、
32％が「非常に重要」と捉えているので、この領域が
2016年のHRの焦点になっていくと思われます（デジタ
ルHRの重要度に関する地域別、主要国別の評価につ
いては図1をご参照ください）。

しかし、デジタルHRは、アプリを構築すればそれで終
わりというものではありません。クラウドとアナリティクスのテ
クノロジーを利用した各種アプリを取りそろえた新しいモ
バイル・プラットフォームの開発が必要になります。このプ
ラットフォームは、時間・出勤管理から従業員の健康管
理、採用、協働、目標設定など、何百ものアプリに利用す
ることができます。デザインは統合型で、ユーザー・エクス
ペリエンスは位置認識機能付き、統合されたデータは終
日、ユーザーへの情報提供とレコメンドに活用されます。

既存のHRサービス提供モデルとデジタルHRの相違点
を図2にまとめていますが、デジタルHRへの変革がいかに
抜本的で大規模なものかお分かりいただけると思います。

このアプローチはHRソリューションに関する全く新し
い考え方を示しています。レガシーシステムをリプレイス
し、クラウドに移行することが、この変革の核心部分です
が、デザイン思考の導入や統合型モバイルアプリのデザ
イン、リアルタイムのHRオペレーションも同様に重要となり
ます。こうした取り組みを支えるのが行動経済学の原理、
アナリティクスの活用、デザインのイテレーション（短い間
隔で反復しながら行われる開発サイクル）です。この新し
いパラダイムの中で成功に導くためには、ITとの協力、デ
ザイン思考の導入、統合アナリティクスの活用、ベンダー
ソリューションの入念な分析がHRに求められるようにな
ると思われます。この新しい世界は、HRのテクノロジー・
デザイン・チームに、新たなキャリアの道を開き、HRがビ
ジネスにもたらすインパクトを変えることになるでしょう。

第一線の企業から得る教訓

Reliance Industriesの子会社で、ムンバイに本社を
構える第4世代移動通信システム・デジタルサービス会社
のReliance Jioは、2016年初頭、同社従業員を対象に
デジタル通信サービスを開始しました8。同社はインド国

図1．デジタルHR：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図2．既存のHRサービス提供モデルとデジタルHRの相違点

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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HR（及びシェアード）サービスセンター オペレーションセンター

定期的な報告 リアルタイムで双方向性のあるダッシュボード（情報収集）

アナリティクス機能を追加 ダッシュボードと統合されたアナリティクス機能
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•	 リアルタイムのHRと 
エンプロイー・エクスペリエンスを描く：
デジタルHR戦略への移行における最大の変更点
は、リアルタイムでのアクセス、意思決定、結果が重視
されることである。それには、これまでのHRの多くの
取り組み（シェアードサービスセンター、HRサービス
センター、サービス品質保証契約への重点的な取り
組み）以上の大きな一歩が必要となる。また、デジタ
ルHRにはHRのさまざまな領域の自動化も必要とな
る。現在、従業員はみなスマートフォンを利用してい
るため、HR組織は書式を使った事務処理をやめ、リ
アルタイムでデジタルファーストのオペレーションを導
入することで自動化と効率化を図ることができる。

•	 アナリティクスとレポーティングをアドオン 
ではなく、デジタル・プラットフォームの一部 
として統合する：
HR組織の大半が専任チームを編成し、HRの基本
的な報告と分析を行うため、プロセスやトランザクショ
ンシステムから情報を収集している。だが、HRマネジ
メントに関する情報はHRのデジタル・プラットフォーム
上で自動的に処理する必要がある。そうなれば、マネ
ジャーには情報を、リーダーには分析結果をリアルタイ
ムで提供することになるため、報告に割く時間は減り、
HRとビジネスのリーダーがデータの分析と問題解決
に費やす時間は増える。アナリティクスと報告はHR
プラットフォームのビジネス・インテリジェンスのレイヤー
の中に設定・統合することができ、アプリをリーダーシッ
プへの報告・分析に連動させることができる。

ド）ツールがあっても、それを従業員が取り入れなけ
れば役には立たない。そこでHRは従業員のニーズ
とユーザー・エクスペリエンスの分析から始める必要
がある。プロセス全体にデザイン思考を取り入れれ
ば、企業は新たなデジタル・テクノロジーの効果を最
大限享受することができる。

•	 HR、テクノロジー、従業員、ビジネスリーダーを 
プロセスに組み込むアジャイル型アプローチを 
活用する：
HRは組織内で運用するとともに、社内の同様のプ
ログラムをサポートする新しい手法として、アジャイル
型開発技法（共同開発チームによる短期間での開発
で、プロトタイプとソリューションを逐次リリースするこ
と）を利用することができる。従来のウォーターフォー
ル型開発技法と異なり、アジャイル型開発ではHRス
ペシャリスト、システム開発者、アプリ開発者、デザイ
ナー、従業員、ビジネスリーダーが一つのチームとなっ
て取り組む必要がある。

•	 社内のデジタル戦略やエクスペリエンスを共有する：
HRには社内で初期にデジタル戦略を導入したカス
タマー・マーケティングやオペレーションの担当者から
知識を得る機会がある。実践経験のある人 と々社内
のデジタル・エクスペリエンスや導入に関する知見を
共有することができる。HRは社内でデジタルに精通
した人材から知識を得る代わりに、企業のデジタル・
マインドセットとデジタル・ケイパビリティの開発をサポー
トすることができる。

なクラウドサービスを利用してHRの作業と報告を完了
することができます。

第2に、HRのプロセス、ポリシー、テクノロジー（SAP、
Salesforce.comなどのクラウドアプリを含む）の全てを
HRプラットフォームに統合して、アプリ、報告、HRオペ
レーションをサポートしています。

第3に、同社は現在、エンド・トゥ・エンドのデジタル化とリ
アルタイムのHRを目標に掲げ、シェアードサービス組織
の廃止に取り組んでいます。中心的業務は自動化・合理
化され、数時間（場合によっては数分）でレビューを終え、
承認が下ります。数日もかかるということはありません。全
ての問い合わせや例外事象への当日対応を任務とする
HRオペレーションセンターがHRプラットフォームを管理
し、同時にHR中核拠点やHR ITと協力して、プラット
フォームの改良にも努めています。

さらに、HRプラットフォームとHRオペレーションセン
ターのいずれも、システムとオペレーションセンターの並行
リリースを含むアジャイル型アプローチに基づいて設計・
構築されています。このアジャイル型アプローチによって、
HRのプロセス、ポリシー、HR IT、ビジネスチームが
HRの新たなデジタル環境でケイパビリティを習得・構築
することが可能になっています。

何から始めるか

•	 HRにデジタルファーストのHR戦略から 
着手させる：
デジタル企業やデジタルHRは段階的にではなく一
気に革新的な飛躍を遂げる。モバイルとクラウドのソ
リューションを統合し、わずか数年前のラップトップや
デスクトップコンピュータと同じようにスマートフォンから
アクセスすることが当たり前になったことで、HRプロ
セスのデザイン、提供、アクセス、オペレーションのあり
方が見直されてきている。この課題への取り組みで
真っ先に行うことは、モバイルやプラットフォームを軸と
する考え方への転換である。

•	 デザイン思考を取り入れる：
SMAC（ソーシャル、モバイル、アナリティクス、クラウ

内全29州と7つの連邦直轄領の12億人の顧客に高画質
のデジタルモバイルのインターネットサービスを提供すると
いうビジョンを掲げています。ネットワークインフラの整備
に数年間、注力した後、2014年終盤に入って、ビジネス
オペレーションの開始と国内での従業員の採用・新人研
修に焦点を移しました。世界最大級のスタートアップ企業
として同社のリーダーシップチームは、事業成長、事業規
模、HRテクノロジーの現状に適した戦略を策定し、その
実行のためにモバイルファースト、クラウドファーストのデジ
タル・アプローチを考案しました。

同社の事業目標はインド国内18,000カ所の市や町に
第4世代移動通信ネットワークを構築し、数億人もの顧客
のためにサービスを提供すること、世界最大規模の新規
第4世代移動通信ネットワークを展開すること、5万人の
人材を雇用・管理すること、数十万の小売業者と流通業
者の全国ネットワークを組織化することです。

当初から同社のHR戦略は従業員の立場に立った価
値の提供（バリュー・プロポジション）を基本としたもので、

求職者、従業員、ビ
ジネスマネジャーが
使いやすく、迅速、
安全なエクスペリエ
ンスを享受できるよう
にサポートしていま
す。HRプログラム
はデジタルファースト
で作成されているた
め、採用担当者、求
職者、従業員、ビジ
ネス マ ネ ジャー 、
HR担当者は、モバ
イル端末からリアル
タイムのアプリと安全

デジタル企業やデジタルHR
は段階的ではなく一気に
革新的な飛躍を遂げる。

結　論

HRのデジタル化による変革は、接続性、リアルタイムでのオペレーション、プラットフォーム、自動化、モバイル
ファーストを第一に考えるというHR組織内のマインドセットの転換から始まります。これはHRと企業のいずれに
とっても新しい変化を生み出す好機です。従業員とHRのエクスペリアンスに焦点を当てた取り組みは、デジタ
ルHRが取り組むべき大きな課題の一部にすぎません。その課題とは、「デジタル企業として戦略、組織、組織文
化を開発する上でHRはどのように力を発揮することができるのか」という問いに対して答えを示すことです。
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デロイトは3年前、オープンタレントエコノミーの考え方を
提唱し、新しい労働モデル（企業のバランスシートに人件
費として含まれている人材とそれ以外の人材を活用する
モデル）がタレントの供給源として重要性を増すことになる
と予測2しましたが、現在、それが実現しています。

確かに本年のサーベイでは、労働力マネジメントの重要
度については、デロイトが検討しているトレンドの中で最も低
く評価されています（労働力マネジメントの重要度に関す
る地域別、主要国別の評価については図1をご参照くださ
い）。ただ、労働力の性質が新しい労働市場や労働モデ
ル、また自動化によって、急速に変化していることは、ビジネ
スリーダーとHRリーダーに重要な課題を提示しています。

現在、米国の労働者の3人に１人はフリーランスで、その
割合は2020年までに40％に増加することが予測されてい
ます3。本年のサーベイでは、臨時的な労働力がグローバ

ル化していることが確認されました。調査対象の経営者の
51％が今後3年から5年の間に臨時的な労働力の活用を
増やす、または大幅に増やすことを予定しており、逆に減
らす見込みと回答した経営者は16％に留まりました。

AirbnbやUberなどの企業は、このトレンドを実行して
いますが、ギグ・エコノミーの恩恵を受けているのは、こう
した企業だけではありません。輸送からビジネスサービス
まであらゆるセクターの企業が、自社の労働力を管理可能
な範囲で補うものとしてフリーランスの労働者を定期的に
活用しています。このトレンドを推進する一つの要因がコ
スト構造です。一部の企業は給与という形ではなく発注
書による支払いを選択します。もう一つの要因は必要なタ
レントの確保です。データサイエンティストを例に挙げると、
遠隔地にある本社で働くことはためらっても、リモートかつ
一時的であれば仕事に関わってくれる可能性はあります。

•	 調査した経営者の半数弱（42%）が今後3年から5年の間に臨時的な労働力の活用を増やす、または大幅に
増やし、43%がロボティクスとコグニティブテクノロジーの展開を拡大する見込みと回答している。また、
4人中3人（76%）が今後1年から3年の間に自動化に伴い労働者には新しいスキルが求められることになる
と回答した。

•	 「臨時的な労働力のマネジメント」という考え方は現在、「ギグ・エコノミー」－雇用契約以外の形で労働し、
生計を立てる人材のネットワークと、タレントとしてのマシンの利用拡大によって作り変えられている。

•	 時間外勤務手当の支払い、最低賃金の引き上げ、パートタイム労働への規則の厳格化を定める新しい規制
の重要性は、ますます高まっており、新しい労働モデルを規制・測定する方法について、公共政策としての
議論が活発化している1。

ギグ・エコノミー
単なる混乱か、破壊的革新か？

臨時的なフリーランスの利用拡大から、ロボティクスやスマートマシンが果たす役
割の増大まで、企業の労働力は急激かつ急速に変化しています。こうした変化はも
はや単なる混乱ではなく、今では労働市場と経済を積極的に破壊しているのです。
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ギグ・エコノミーによる経済的・社会的変化の広がりに
加えて、新しい労働モデルは臨時的な労働者ばかりでな
く、ロボティクスやコグニティブテクノロジーまでも労働力の
中に急速に取り込んでいます。このような自動化された

「従業員」は、HRが対応・マネジメントの態勢を整える
必要がある新しい形のタレントです。

今後3年の間に42％の経営者がロボティクスとコグニ
ティブテクノロジーの利用を拡大する見込みであると回答
しています。しかし、一部の報道とは対照的に、ほとんど
が労働者をマシンに置き換えることは考えていません。実
際、20％の企業がむしろ雇用を「増やす」と見込んでお
り、38％はマシンによる影響はないと回答しています。

さらに基本的なところでは、企業は自社の労働力を誰が
（そして何が）構成しているのか、また現在の多様な雇用

形態の労働者（バランスシート上の人材と、パートタイム・
臨時・バーチャル等のバランスシート外の労働者）を管理

する方法について、十分な理解ができていません。組織、
産業、地域の至るところで、新しい仕事や社会契約が登
場しており、HR組織は21世紀の労働力の変化に合わ
せて適応していく必要があります。

こうして新たに労働力に加わる人材は、いずれにしろ
バランスシート上の人材と連携して働くことになります。そ
の多くはHRの制度に乗るのではなく調達部門を通じて
採用されていますが、企業の評判やブランドに影響を与
える点では同じです。HR組織は、このように多様な雇
用形態の労働者をいかに管理し、意欲を引き出していけ
ばよいのでしょうか。

多くのHR組織が、今日的な労働力に影響を与える
「意志」を理解しようと苦心しています。特にこのような新

たな現実を魅力的かつ費用対効果の高い労働力として
実践し、しかも国の規制を順守しなければならないときに
は、なおさら大変です。もっとも、本年のサーベイによると、

臨時的な労働者を管理する能力が「ある程度ある」、ま
たは「非常にある」と回答した経営者は合わせて71％と
なっています。そうした中で抱える大きな課題として、法
規制の不透明性（20％）、組織文化がパートタイム・臨時
の労働者に浸透しないこと（18％）、リーダーシップチーム
内での理解不足（18％）の3つが挙げられています。

また、労働力の中に自動化やロボティクス、コグニティブ
テクノロジーが入っていくことも、大きな課題となります。4
人中3人の経営者が自動化に伴い今後数年の間に新し
いスキルが求められることになると考えています。タレント
を補完するためにコンピュータが行う仕事を再設計する
という組織の能力について尋ねたところ、「秀でている」
と回答した経営者がわずか13％であったのに対し、34％

（3人に1人）が自社の能力を「弱い」と見ていることが分
かりました。

課題のいくつかについて考えてみましょう。ある大手通
信会社では労働力を18,000人（給与支払対象者）、
30,000人（請負労働者を含
む）、57,000人（上記のさらに
外側にいる者を含む）と数えて
おり、その数え方によって大き
な開きが生じています。また、
Uberは300万人のドライバー
と契約しており、それは会社に
労働力の非常に高い柔軟性を
持たせています。このドライ
バー達は同社の労働力なので
しょうか。その答えを決めるのは規制当局、それとも企業
側でしょうか。また、こうした労働者への利益の配分は、
例えばマイクロペイメントのような形になるのでしょうか。

こうした問いは多くの課題を提示します。HR組織は
制度やプログラムを変更することができますが、組織の労
働者の数といった単純な数字の話であったとしても、さま
ざまな解釈が可能になるとその仕事は非常に複雑なもの
となっています。

端的に申し上げると、リーディングカンパニーは、オープ
ンタレントエコノミーが約束するものをいかに現実のもの
とするか模索中といえます。ビジネスリーダーとHRリー
ダーは、以下の基本的な問題に直面しています。

•	 労働力とは誰なのか、どこにいるのか、そして、何な
のか。

•	 21世紀の労働力を計画し、マネジメントするために
は、HR、調達、ITの各組織がどのように協働すれ
ばよいのか。

•	 雇用形態に関係なく、最適なコストで最善な労働者
を惹きつけ、確保し、仕事に従事させるためには、ど
うすればよいのか。

•	 どのように自動化とスマート・テクノロジーを活用すれば、
生産性を高めるとともに、有意義で魅力的な仕事の創
出につながり、従業員がマシンに敵対するのではなくマ
シンと同じ方向を向いて競争するようになるのか4。

タレント、スキル、雇用形態の最適な組み合わせを示す
シンプルな処方箋はありません。この問題の解決は将来
の夢であることに変わりはありませんが、だからといって、
企業が今、このトレンドを理解・管理する責任を免れてい
いというわけではありません。

一つのアプローチとして考えられるのは、多様な雇用
形態の労働力を組織の中で一貫して管理できる方法を
模索することです。おそらくそれを推進すること自体が、
自社のトータルな労働力と労働コストを把握・測定する上
で役立つはずであり、フルタイムの労働力だけに注目する
HR組織の任務をただ中止するよりも有効と思われます。
また、どれだけの採用責任者が、仕事で成果を挙げるこ

企業は自社の労働力を誰が（そして何が）
構成しているのか、また現在の多様な
形態の労働者をどのようにマネジメントするか、 
という基本的なレベルの理解においても 
苦しんでいる状況といえます。

図1．デジタルHR：「重要」または「非常に重要」と回答した企業の割合

図：Deloitte University Press、DUPress.com
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の確保に注力することができる。タレントの供給源は
様々な方法で採用・活用している人材を含めるのが
よい。テクノロジーとマシンは給与支払の対象として
いる従業員を補完することが可能である。

•	 生産性に幅広く焦点を当てる：
生産性とそのもう一つの面であるエンゲージメントは、
新しい労働力と自動化の機会によって見直されてい
る。新しい労働力モデルと、タレントとテクノロジーの
新しい融合は、企業の生産性向上のために不可欠
である。複数の労働力セグメント、自動化、コグニティ
ブテクノロジーを統合する新しい形の労働力計画を
策定するアプローチは、生産性と製品・サービスの質
を向上させることになる。

•	 自社の重要な労働力のエンゲージメント・ 
スキルに主眼を置いた新しい労働力モデルと 
自動化モデルを構築する：
従業員のエンゲージメントを向上させることは、今日、
労働力に関して最も重要な課題の一つである。企業
は従業員の仕事の質、意義、価値を向上させるため
に、新しい労働力セグメントとテクノロジーを活用する
方法を学ぶ必要がある。

何から始めるか

•	 21世紀のタレントについて新しい見方を取り入れる：
組織はオープンタレントエコノミーと中期（3年～5年）・
長期（5年～10年）における様々な種類の労働者の
ニーズや自動化について理解する必要がある。手順
としては、バランスシートに載っている人材と載ってい
ない人材を積極的に取り入れた広範な労働力計画
から着手し、ロボティクス、思考マシン、労働者とテク
ノロジーの新しい協働を組み合わせたものを同様に
取り入れるのである。

•	 労働力計画と自動化計画の立案のために、 
「ホワイトスペース」リーダーシップチームを 

任命する：
新しい労働力のための労働力計画の立案は、まさに

「ホワイトスペース戦略」の実践である。テクノロジー、
調達、事業戦略のチームはHR組織と一緒に、さまざ
まに異なる労働者とテクノロジーを組み合わせる強固
な計画を立てる必要がある。

•	 人間とマシン両方の確保に注力する：
自社のタレントニーズの具体的な中身がつかめたら、
全体的な計画を踏まえた上で、各セグメントの従業員

第一線の企業から得る教訓

ギグ・エコノミーは企業とそのタレント戦略に大きな課題
と機会をもたらします。

第1に、ますます多くの業界で、テクノロジーによって実
現される、プラットフォームを活用したタレント市場が新た
な競争要因を作り出しています。配車サービス会社の
UberとLyft、プログラミングサイトのTopcpder、家庭の
修理を請け負うHandy、動画広告クラウドソーシングの
Tongal、コンサルティングのHourlynerdなどを考えて
みてください。企業は、自社の労働力を組織する第一の
手段としてタレント・プラットフォームを活用する企業群とど
うやって競争するかを見極める必要があります。

第2に、そしてさらに重要な点として、自社のタレント・労
働力戦略を補完するために企業はどのようにギグ・エコノ
ミー市場を活用すればよいのでしょうか。

その一つの事例が、自社のクリエイティブチームと従来
型の広告代理店を新しいオンデマンドモデルにて活用す
ることです。Tongalは自社を「世界初のオンデマンドス
タジオ」と宣伝しています。自らオンラインマーケットやコン
テストを提供し、企業と広告、動画、ミュージックビデオな
どを製作する世界中のクリエイティブなタレントとを結びつ
けています6。同社の法人顧客には、Johnson and 
Johnson、Dannon、LEGO、Ford、Lenovoなど、世
界の名だたる企業が名を連ねています7。

Tongalのように複数のモデルを統合するためには、
人材調達、ビジネス、HRの各マネジャーが連携して、新
しいモデル（例えばオンデマンドの労働市場やクラウド
ソーシングによる競争）にアクセスし、従来型の社内チー
ムや外部の広告制作会社と調整を図る必要があります。

2つ目の事例は、グローバルな情報サービス会社の
Thomson Reutersです。全従業員55,000人のうち技
術者17,000人を擁する同社は、社内にクラウドソーシング
モデルを構築しました。このクラウドソーシングの仕組みは
技術的な問題に対して社内他部署の技術者が問題解決
を行うもので、これによってサイロ型組織は解体され、社
内ネットワークにあるインサイトの活用が進んでいます8。

との出来るマシンが何台あるかについて積極的にCIOと
連携しているのでしょうか。

現在、時間管理、労働力の調達、スケジューリング、臨
時的な労働力の管理に使われるシステムは、それぞれに
全く異なる性質のものであるため、必要なインサイトが得
られません。しかも、各ビジネス機能が個別に所管してい
るため、これらのシステムを新しい労働力のために必要
な新しいプログラムと連携させることは困難です。今日の
応募者追跡システムの多くは、ある点では自動化しただ
けのファイリング・キャビネットにすぎません。しかし、こうし
たシステムからのインサイトが得られなければ、労働力を
本当の意味で管理することは誰にもできません。

失業率が一部の市場で低下していること、また自主退
職者が増加していることを受けて、企業はタレント確保に
関して非常に捉えにくい新たな競争に直面しています5。
今後、組織には新しい技術や新しいコスト測定法、21世
紀のタレント・マネジメントのための新しい言語さえも必要
になってきます。

結　論

21世紀の労働力のデザインは、HR、テクノロジー、ビジネスのリーダーに新しい課題を提示することになり、
そのソリューションを開発するためには、より緊密な協働が求められます。今、オープンタレントエコノミーと
労働力・マシンが協働する新たな時代において、「タレント」の定義は、多様な契約の下、それぞれの場所で仕
事に従事する人材とマシンの両方を意味するようになっています9。

これは単なる混乱ではありません。21世紀型労働力の変革の始まりです。リーディングカンパニーはこの新
しい環境の中でタレント確保の競争に勝つために、答えを見いだそうと取り組んでいます。労働力を構成する
のは誰、そして何なのでしょうか。その確保のためにはどうすれよいのでしょうか。生産性を測定する方法は何
でしょうか。供給源の異なる労働力の構成を最適化するにはどうすればよいのでしょうか。各セグメントの労
働力が製品や顧客に影響を及ぼすことを踏まえ、各セグメントの労働力のエンゲージメントを高めるために
は、どのような方法が適切でしょうか。そしてこうした取り組みを主導するのは誰なのでしょうか。
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部門責任者　執行役員　パートナー　土田 昭夫（Akio Tsuchida）

製造・サービス・金融など様々な業種を対象に、組織と人材のマネジメントに関するコンサルティングを
手がけている。グローバル化、クロスボーダーM&A、グループ再編など大規模な変革局面における組
織人事変革の戦略立案、制度構築、変革推進等に豊富な経験を有する。主な著書に『世界で勝ち抜くた
めのグローバル人材の育成と活用』（共著・中央経済社）、『人事制度改革の戦略と実際』（共著・日本経済
新聞社）。その他人事専門誌、一般経済誌等に執筆実績多数。

執行役員　パートナー　岡本 努 （Tsutomu Okamoto）

人員・人件費計画策定および最適化マネジメントのほか、組織再編（M&A、PMI）における人材移管・人
事統合計画策定、ガバナンス体制設計、組織・人事戦略策定、グループ人事管理体系設計、経営管理体
系構築（BSC導入等）、業績管理制度設計、BPR実行サポート、雇用調整実行サポート等、組織・経営管理・
人事・プロセス領域に関わるコンサルティングを幅広く手がけている。主な著書に『要員・人件費の戦略
的マネジメント』（労務行政）がある。

執行役員　パートナー　鵜澤 慎一郎（Shinichiro Uzawa）

HR Transformationサービスの事業責任者として、グローバルターゲットHRオペレーションモデル設計、
人事オペレーション・システム改革、チェンジマネジメント、ワークスタイル変革、デジタル人事領域を統
括。大規模なグローバル人事部門改革、グローバルクラウドHRソリューション導入に関する日本の第一人
者として豊富な経験を有する。『ワークスタイル変革』（労務行政）、『AS ONE 目標に向かってひとつにな
る』（共訳・プレジデント社）、『組織を変える! 人材育成事例25』(共著・労政時報選書）他執筆・講演多数。

執行役員　パートナー　村中 靖（Yasushi Muranaka）

国内およびクロスボーダーのM&A関連、主には、HRデューデリジェンス、経営幹部のリテンション等の
クロージング・サポートを含むPMI（Post Merger Integration）の分野におけるコンサルティング、さら
にはグローバル・モビリティ、経営幹部報酬に係るアドバイザリー等に携わる。主な著書に『MBA人材マ
ネジメント戦略』（TAC出版）、『戦略的な役員報酬改革』（税務経理出版）等がある。

執行役員　パートナー　小野 隆（Takashi Ono）

組織再編（持ち株会社化、合併・統合、子会社再編、分社・外部化等）において、グループ人材マネジメン
ト、人事諸制度、人材移管、人材育成制度、早期・希望退職制度等の人材・人事領域に関する初期構想か
ら企画・実行までワンストップで支援。組織風土変革、BPR、組織設計等においても多数の実績を有する。
日本の構造的な雇用課題であるシニア活用、雇用流動化等にも積極的に取り組んでいる。

執行役員　パートナー　坪井淳（Jun Tsuboi） 
関西オフィス ヒューマンキャピタルサービスリーダー

主に関西エリアのクライアントに対し、組織・人材マネジメントに関するコンサルティングサービスを提供
している。M&A局面における組織人事戦略策定、事業戦略に資する要員・人件費マネジメントの最適化
施策立案、人材育成の早期化による人材の戦力化・高度化施策立案、人事諸制度構築、組織風土改革等、
豊富な実績を有する。

執行役員　パートナー　降矢直人（Naoto Furiya）

10数年に渡り、欧米、東南アジア、中国等において、日系企業が現地で勝ち抜くための組織、人材マネジ
メント強化を中心に支援。組織再編から現地幹部の育成と現地化促進、要員・人件費管理の適正化、競
争力のある人事制度の設計、労務・職場管理等を幅広く手掛けている。2014年より中国に出向。

執行役員　ディレクター　山本 成一（Seiichi Yamamoto）

部分的に外資化する日本企業のグローバル化を成功させるための「まだらメソッド」を開発中。主な著書
に、『世界標準の仕事術』（日本実業出版社）、『グローバルリーダー開発シナリオ』（共著・日本経済新聞
出版社）、『グローバル人材マネジメント論』（東洋経済新報社）等。ダイヤモンドオンライン、日経ビジネ
スオンラインにて連載中。

執行役員　ディレクター　正田 平八郎（Heihachiro Shoda）

日本企業本社主導による人事グローバル化支援に長年従事している。また、滞米20年以上にわたる経
験を活かし、米国を中心とした米州各国における日系進出企業の人、組織領域におけるアドバイザリー
サービスを提供している。報酬、ベネフィット、タレントマネジメント、チェンジマネジメント、人事組織機
能デザイン、M&A分野で豊富な経験を持つ。

執行役員　ディレクター　寺田 弘志（Hiroshi Terada）

日系企業の人事のグローバル化において本社・海外拠点の両面からクライアントを支援する豊富な経験
を有する。主な領域として、グローバル人事戦略策定・実行、グローバル／リージョナル人材マネジメン
ト、リーダーシップ開発およびサクセッション、グローバル人事ガバナンス、グローバル人事施策実施に伴
うチェンジマネジメント、海外拠点の組織・人材マネジメント改革、および本社の人事・人材のグローバ
ル化等がある。

執行役員　パートナー　浜田 健二（Kenji Hamada）

15年以上にわたり一貫して、人事・組織関連のコンサルティング業務に従事。主に日本企業のグローバ
ル経営や人材育成の強化・推進のサポートに注力 。デロイト内の人事責任者を兼務し、組織人事の強化
を推進している。主な著書に、『戦略的コンピテンシーマネジメント』（共著・生産性出版）、『組織バリュー
マネジメント入門』（共著・生産性出版）等。
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